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柏崎刈羽原子力発電所 ６号及び７号炉における 

消火用非常照明器具の配置図 

添付資料７ 

東海第二発電所における 

消火用非常照明器具の配置図 

添付資料６ 

島根原子力発電所２号炉における 

消火用非常照明器具の配置図 
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添付資料７ 

柏崎刈羽原子力発電所 ６号及び７号炉における 

消火用非常照明器具の配置図 

1．概 要 

建屋内の消火栓，消火設備現場盤の設置場所及び設置場所への

経路には，移動及び消火設備の操作を行うため，現場への移動等

の時間に加え，消火継続時間20分を考慮して，1 時間以上の容量

の蓄電池を内蔵する照明器具（以下「蓄電池内蔵型照明」という。）

を設置する。 

なお，火災以外の非常時も考慮し 12 時間点灯できる容量の蓄

電池内蔵型照明としている。 

蓄電池内蔵型照明の配置を以下に示す。 

添付資料７ 

東海第二発電所における消火用非常照明器具の配置図 

1．概 要

屋内の消火栓，消火設備現場操作盤の設置場所及びこれら設

備までの経路には，移動及び消火設備の操作を行うため，現場

への移動時間並びに消火継続時間 20 分を考慮して，1時間以

上の容量の蓄電池を内蔵する非常用照明器具を設置する。 

また，火災以外の非常時も考慮し 12 時間点灯できる容量の

ものとしている。 

なお，今後の詳細設計により追加設置等も考慮する。 

添付資料６ 

島根原子力発電所２号炉における 

消火用非常照明器具の配置図 

1. 概要

建物内の消火栓，消火設備現場盤の設置場所及び設置場所への

経路には，移動及び消火設備の操作を行うため，現場への移動等

の時間に加え，消火継続時間20分を考慮して，１時間以上の容量

の蓄電池を内蔵する照明器具（以下「蓄電池内蔵型照明」という。）

を設置する。 

なお，火災以外の非常時も考慮し８時間以上点灯できる容量の

蓄電池内蔵型照明としている。 

蓄電池内蔵型照明の配置を以下に示す。 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根 2号炉では，作業

に要する時間を踏まえ，

十分な容量の蓄電池を

内蔵する消火用非常用

照明を設置している 
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蓄電池内蔵型照明 仕様 第１表 蓄電池内蔵型照明仕様 蓄電池内蔵型照明 仕様 ・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

設備仕様が異なる 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６号及び７号炉における 

中央制御室の排煙設備について 

東海第二発電所における 

中央制御室の排煙設備について 

添付資料７ 

島根原子力発電所２号炉における 

中央制御室の排煙設備について 
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添付資料８ 

柏崎刈羽原子力発電所 ６号及び７号炉における 

中央制御室の排煙設備について 

1．はじめに

「実用発電用原子炉及びその附属施設の火災防護に係る審査

基準」（以下「火災防護に係る審査基準」という。）では，中央制

御室のような運転員が常駐する火災区域には，火災発生時の煙を

排気するため排煙設備を設置することが要求されていることか

ら，以下のとおり排煙設備を配備する。 

2．要求事項 

排煙設備の設置は，火災防護に係る審査基準の「2.3火災の影

響軽減」の2.3.1に基づき実施することが要求されている。 

火災防護に係る審査基準の記載を以下に示す。 

2.3 火災の影響軽減 

2.3.1 安全機能を有する構築物，系統及び機器の重要度に応

じ，それらを設置する火災区域又は火災区画内の火災及び隣

接する火災区域又は火災区画における火災による影響に対

し，以下の各号に掲げる火災の影響軽減のための対策を講じ

た設計であること。 

(5) 電気ケーブルや引火性液体が密集する火災区域及び中

央制御室のような通常運転員が駐在する火災区域では，

火災発生時の煙を排気できるように排煙設備を設置す

ること。なお，排気に伴い放射性物質の環境への放出を

抑制する必要が生じた場合には，排気を停止できる設計

であること。

添付資料８ 

東海第二発電所における中央制御室の排煙設備について 

1．概 要

「実用発電用原子炉及びその附属施設の火災防護に係る審査

基準」(以下「火災防護に係る審査基準」という。)では，中央制

御室のような運転員が駐在する火災区域には，火災発生時の煙を

排気するため，排煙設備を設置することが要求されていることか

ら，以下のとおり排煙設備を配備する。 

2.要求事項

排煙設備は，火災防護に係る審査基準の「2.3 火災の影響軽減」

2.3.1 に基づき実施することが要求される。 

火災防護に係る審査基準の記載を以下に示す。 

2.3 火災の影響軽減 

2.3.1 安全機能を有する構築物、系統及び機器の重要度に応、

それらを設置する火災区域又は火災区画内の火災及び

隣接する火災区域又は火災区画における火災による影

響に対し、以下の各号に掲げる火災の影響軽減のための

対策を講じた設計であること。 

(5) 電気ケーブルや引火性液体が密集する火災区域及び中央

制御室のような通常運転員が駐在する火災区域では、火災

発生時の煙を排気できるように排煙設備を設置すること。

なお、排気に伴い放射性物質の環境への放出を抑制する必

要が生じた場合には、排気を停止できる設計であること。

添付資料７ 

島根原子力発電所２号炉における 

中央制御室の排煙設備について 

1. はじめに

「実用発電用原子炉及びその附属施設の火災防護に係る審査

基準」（以下「火災防護に係る審査基準」という。）では，中央

制御室のような運転員が常駐する火災区域には，火災発生時の煙

を排気するため排煙設備を設置することが要求されていること

から，以下のとおり排煙設備を配備する。 

2. 要求事項

排煙設備の設置は，火災防護に係る審査基準の「2.3 火災の影

響軽減」の2.3.1に基づき実施することが要求されている。 

火災防護に係る審査基準の記載を以下に示す。 

2.3 火災の影響軽減 

2.3.1 安全機能を有する構築物、系統及び機器の重要度に応

じ、それらを設置する火災区域又は火災区画内の火災及び

隣接する火災区域又は火災区画における火災による影響に

対し、以下の各号に掲げる火災の影響軽減のための対策を

講じた設計であること。 

(5) 電気ケーブルや引火性液体が密集する火災区域及び中

央制御室のような通常運転員が駐在する火災区域で

は、火災発生時の煙を排気できるように排煙設備を設

置すること。なお、排気に伴い放射性物質の環境への

放出を抑制する必要が生じた場合には、排気を停止で

きる設計であること。
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3．排煙設備 

中央制御室の煙を排気するため，建築基準法等に準じて排煙設

備を配備する。以下に排煙設備の仕様を示す。 

(1) 排煙容量

中央制御室の排煙設備は，「建築基準法施行令第百二十六条

の三」に準じて，以下の排煙容量とする。 

排煙容量：950m3/min  

中央制御室床面積：430.5m2（防煙区画のうち床面積最大部） 

建築基準法における排煙容量の算出 

中央制御室防煙区画数：13 区画 

最大区画床面積 ：430.5m2 

排煙量：最大区画床面積×2m3＝430.5×2＝861m3/min 

【建築基準法の要求排煙容量】 

120m3/min 以上で，かつ，防煙区画部分の床面積1m2につき

1m3（2以上の防煙区画部分に関わる排煙機にあっては，当該

防煙区画部分のうち床面積の最大のも のの床面積 1m2 につ

き 2m3） 

(2) 排煙設備の使用材料

排煙設備の排煙機及びダクトは，火災時における高温の煙の

排気も考慮して以下の材料を使用する。 

・排煙機：鋼製

・ダクト：亜鉛鉄板

(3) 起動装置

排煙設備の起動設備は，排煙設備の運転状況を確認するた

め，排煙設備近傍に手動起動装置を設置する。 

(4) 電源

排煙設備の電源は，外部電源喪失を考慮し，非常用電源から

供給する。 

3.排煙設備

中央制御室の煙を排気するため，関係法令に準じて排煙設備を

配備する。以下に排煙設備の仕様を示す。 

(1) 排煙容量

中央制御室の排煙設備は，建築基準法施行令第百二十六条の

三の排煙設備に準じて，以下の排煙容量とする。 

排煙容量：290m３／min 以上×2台(580 m３／min 以上) 

【中央制御室床面積：524m２】 

 建築基準法における排煙容量の算出 

290m３／min 以上×2台 

＝524 m３／min（中央制御室の床面積 1m２につき 1m３／min

以上）×1.1 (ダクト圧力損失 0.1 考慮) 

【建築基準法の要求排煙容量】 

120m３／min 以上で，かつ，床面積 1m２につき 1m３／min

（2 以上の防煙区画部分に係る排煙機にあっては，当該

防煙区画部分のうち床面積の最大のものの床面積 1m2

につき 2m3）以上  

※詳細設計により仕様（容量，台数）は変更の可能性が

ある。 

(2)排煙設備の使用材料

  排煙設備の排煙機及びダクトは，火災時における煙の排気を

考慮し以下の材料とする。 

・排煙機：金属製

・ダクト：耐火性・耐熱性を有するダクト

(3)電源

排煙設備の電源は，外部電源喪失を考慮し，非常用電源より

供給する。 

3. 排煙設備

中央制御室の煙を排気するため，建築基準法等に準じて排煙設

備を配備する。以下に排煙設備の仕様を示す。 

(1) 排煙容量

中央制御室の排煙設備は，「建築基準法施行令第百二十六

条の三」に準じて，以下の排煙容量とする。 

排煙容量：約186m3/min（11,150 m3/h） 

中央制御室床面積：約75m2（防煙区画のうち床面積最大部） 

建築基準法における排煙容量の算出 

 中央制御室防煙区画数：８区画 

 最大区画床面積   ：約75m2 

排煙量：最大区画床面積×２m3＝75×2＝150m3/min 

【建築基準法の要求排煙容量】 

 120m3/min以上で，かつ，防煙区画部分の床面積１m2につ

き１m3（２以上の防煙区画部分に関わる排煙機にあっては，

当該防煙区画部分のうち床面積の最大のものの床面積１m2

につき２m3） 

(2) 排煙設備の使用材料

排煙設備の排煙機及びダクトは，火災時における高温の煙

の排気も考慮して以下の材料を使用する。 

・排煙機：鋼製

・ダクト：亜鉛鉄板

(3) 起動装置

排煙機の起動設備は，排煙設備の運転状況を確認するため，

排煙設備近傍に手動起動装置を設置する。 

(4) 電源

排煙設備の電源は，外部電源喪失を考慮し，非常用電源か

ら供給する。 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

設備仕様が異なる 
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(4)その他

・自然災害（竜巻，火山灰）における屋外排気口の防護対策と

して，十分な厚さの鉄板を設置し下向きの排気とする。 

・中央制御室の気密性を確保するため，中央制御室バウンダリ

機能を満足する隔離弁を設置する。 

・設備の相違

【東海第二】 

系統設計が異なる 
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添付資料９ 

柏崎刈羽原子力発電所 ６号及び７号炉における 

新燃料貯蔵庫未臨界性評価について 

添付資料９ 

東海第二発電所における 

新燃料貯蔵庫の未臨界性評価について 

添付資料８ 

島根原子力発電所２号炉における 

新燃料貯蔵庫未臨界性評価について 
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添付資料９ 

柏崎刈羽原子力発電所 ６号及び７号炉における 

新燃料貯蔵庫未臨界性評価について 

1．燃料貯蔵上の基準

新燃料貯蔵ラックに燃料を貯蔵する場合，燃料貯蔵上の未臨界

性は貯蔵燃料間の距離を確保すること及びステンレス鋼の中性

子吸収効果によって保たれる。 

燃料貯蔵施設は臨界未満であることが基準である。ここでは設

計上の基準として，想定される厳しい状態において実効増倍率

（ｋｅｆｆ）は，0.95 以下とする。 

なお，新燃料貯蔵ラックにおいて想定される厳しい状態は以下

とする。 

また，燃料貯蔵ラックの製造公差を考慮し，最も結果が厳しく

なる状態で評価する。 

2．解析方法 

新燃料貯蔵庫に対する未臨界性の評価方法は，燃料要素及び貯

蔵ラックを第１図及び第２図に示す二次元計算セルで代表させ，

二次元３群拡散コード（ＰＤＱ相当）を用いて無限増倍率ｋ∞及

び中性子移動面積Ｍ２を求める。解析では，貯蔵燃料間の距離と

ステンレス鋼の中性子吸収の効果が考慮されている。

添付資料９ 

東海第二発電所における新燃料貯蔵庫の未臨界性評価について 

1．燃料貯蔵上の基準

新燃料貯蔵庫内に燃料を貯蔵する場合，燃料貯蔵上の未臨界性

は，材料を考慮した新燃料貯蔵ラックに貯蔵された燃料の中心間

隔を確保することにより保たれる。 

新燃料貯蔵庫内は臨界未満であることが基準である。 

新燃料を貯蔵容量最大で貯蔵した状態で，万一新燃料貯蔵庫が

水で満たされるという厳しい条件を仮定しても，実効増倍率を

0.95 以下に保つ。さらに，実際には起きることは考えられないが，

反応度が最も高くなるような水分雰囲気で満たされた場合を仮定

しても臨界未満とする。 

新燃料貯蔵ラックにおいて想定される異常状態は以下とする。 

2．解析方法 

新燃料貯蔵庫に対する未臨界性の評価方法は，燃料要素及び新

燃料貯蔵ラックを第 1 図に示す二次元計算セルで代表させ，二次

元 3 群拡散コード（PDQ 相当）を用いて無限増倍率 k∞及び中性子

移動面積Ｍ２を求めている。解析では，貯蔵燃料間の距離が考慮さ

れている。 

解析に使用した新燃料貯蔵庫のラック仕様を第１表に示す。 

第 1表 未臨界性評価上のラック仕様 

添付資料８ 

島根原子力発電所２号炉における 

新燃料貯蔵庫未臨界性評価について 

1．燃料貯蔵上の基準

新燃料貯蔵ラックに燃料を貯蔵する場合，燃料貯蔵上の未臨

界性は貯蔵燃料間の距離を確保すること及びステンレス鋼の中

性子吸収効果によって保たれる。 

燃料貯蔵施設は臨界未満であることが基準である。ここでは

設計上の基準として，想定される厳しい状態において実効増倍

率（ｋｅｆｆ）は，0.95 以下とする。 

なお，新燃料貯蔵ラックにおいて想定される厳しい状態は以下

とする。 

また，燃料貯蔵ラックの製造公差を考慮し，最も結果が厳しく

なる状態で評価する。 

2．解析方法 

新燃料貯蔵庫に対する未臨界性の評価方法は，燃料要素及び

貯蔵ラックを第１図に示す二次元計算セルで代表させ，二次元

３群拡散コード（ＰＤＱ相当）を用いて無限増倍率ｋ∞及び中性

子移動面積Ｍ２を求める。解析では，貯蔵燃料間の距離とステン

レス鋼の中性子吸収の効果が考慮されている。

・設備の相違

【東海第二】 

ラック材料が異なる

・評価条件の相違

【東海第二】 

東海第二では，乾燥・

満水状態及びそれ以外

に分けて記載している 

・評価条件の相違

【東海第二】 

島根２号炉は，保守的

に製造公差を考慮し評

価していることを記載

している 

・設備及び評価条件の相

違 

【東海第二】 

ラック材料が異なる
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次に，新燃料貯蔵庫全体の実効増倍率ｋｅｆｆは，貯蔵庫の形状

から幾何学的バックリングＢｑ２を求め，次式により計算する。 

なお，二次元３群拡散コードに使用する燃料要素，冷却材，構

造材等の核定数は，核定数計算コード（GAM，THERMOS 相当）よ

り求まる高速，中速，熱群の中性子スペクトラムを基に計算する。 

また，計算に用いる燃料集合体の炉心内装荷状態での無限増倍

率は，取替え燃料を含む現設計燃料集合体の新燃料を貯蔵しても

十分安全側の評価を得るように1.30を仮定する。 

3．評価結果 

計算結果は次のとおりである。 

以上の計算は実際より厳しい条件で行ったものである。すなわ

ち，新燃料集合体の中性子無限増倍率は 1.30 と仮定している

が，実際の燃料は 1.30 以下である。 

なお，新燃料貯蔵庫には，ドレン抜きが設けられており，実際

に水がたまることはない。 

次に，新燃料貯蔵庫全体の実効増倍率 keff は，貯蔵庫の形状か

ら幾何学的バックリングＢｇ２を求め，次式により計算する。 

なお，二次元３群拡散コードに使用する燃料要素，冷却材，構

造等の核定数は，核定数計算コード（GAM，THERMOS 相当）より求

まる高速，中速，熱群の中性子スペクトラムを基に計算する。 

 また，計算に用いる未燃焼の燃料集合体（新燃料）の無限増倍

率を，保守的に 1.15 と仮定する。 

3．評価結果 

計算結果は第 2表のとおりである。 

第 2表 未臨界性評価結果 

以上の計算は実際の条件よりも厳しい条件のものである。すな

わち，新燃料の無限増倍率は 1.15 と仮定しているが，実際の燃料

は 1.15 以下である。 

 なお，新燃料貯蔵庫には，ドレン抜きが設けられており，実際

に水がたまることはない。新燃料貯蔵庫が部分水位の場合につい

ても，乾燥状態での実効増倍率が 0.5 以下であることを考慮する

と，冠水状態での実効増倍率 0.77 との中間程度の値となり，未臨

界性に対して十分な余裕があると考えられる。 

次に，新燃料貯蔵庫全体の実効増倍率ｋｅｆｆは，貯蔵庫の形

状から幾何学的バックリングＢｑ２を求め，次式により計算す

る。 

221 BqM

k
keff


 

なお，二次元３群拡散コードに使用する燃料要素，冷却材，

構造材等の核定数は，核定数計算コード（GAM，THERMOS相当）

より求まる高速，中速，熱群の中性子スペクトルを基に計算す

る。 

また，計算に用いる未燃焼の燃料集合体（新燃料）の無限増

倍率を，保守的に1.15を仮定する。 

3．評価結果 

計算結果は次のとおりである。 

以上の計算は実際より厳しい条件で行ったものである。すな

わち，新燃料集合体の中性子無限増倍率は 1.15 と仮定してい

るが，実際の燃料は 1.15 以下である。 

なお，新燃料貯蔵庫には，ドレン抜きが設けられており，実

際に水がたまることはない。 

・評価条件の相違

【柏崎 6/7】 

島根 2 号炉の新燃料

貯蔵庫には，新燃料以外

の燃料集合体は貯蔵し

ないため，新燃料にて評

価を実施している（以

下，別添 1 資料 1-㉘の

相違） 

・評価条件の相違

【柏崎 6/7】 

別添 1 資料 1-㉘の相

違 

【東海第二】 

東海第二では，乾燥・

満水状態以外の条件を

別記している 
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4．結論 

新燃料貯蔵ラックは上記の結果を維持できる頑丈な構造とな

っており，安全側の仮定で行った計算結果と合わせて考えると，

未臨界性に対して十分な余裕があると考えられる。 

第１図：6 号炉新燃料貯蔵ラック寸法図（単位：mm） 

4．結論 

新燃料貯蔵ラックは上記の結果を維持できる頑丈な構造となって

おり，安全側の仮定で行った計算結果と合わせて考えると，未臨

界性に対して十分な余裕があると考えられる。 

第 1図 新燃料貯蔵庫の計算体系 

4．結論 

新燃料貯蔵ラックは上記の結果を維持できる頑丈な構造とな

っており，安全側の仮定で行った計算結果と合わせて考えると，

未臨界性に対して十分な余裕があると考えられる。 

第１図 ２号炉新燃料貯蔵ラック寸法図（単位：mm） ・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

設備の仕様が異なる 
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第２図：7 号炉新燃料貯蔵ラック寸法図（単位：mm） ・設備の相違

【柏崎 6/7】 

設備の仕様が異なる 

（柏崎 6/7 は複数号機

を記載しているため，二

つの図を掲載している） 
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参考資料１ 

柏崎刈羽原子力発電所 6 号及び 7 号炉における 

潤滑油及び燃料油の引火点，室内温度及び機器 

運転時の温度について 

東海第二発電所における 

潤滑油又は燃料油の引火点，室内温度及び 

機器運転時の温度について 

参考資料１ 

島根原子力発電所２号炉における 

潤滑油及び燃料油の引火点，室内温度及び機器 

運転時の温度について 
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参考資料１ 

柏崎刈羽原子力発電所 6 号及び 7 号炉における 

潤滑油及び燃料油の引火点，室内温度及び機器運転時の温度につ

いて 

1．はじめに

火災区域内に設置する油内包設備に使用している潤滑油及び

燃料油は，その引火点が油内包機器を設置する室内よりも十分

高く，機器運転時の温度よりも 高いため，可燃性蒸気とならな

いことを以下のとおり確認した。 

2．潤滑油の引火点，室内温度及び機器運転時の温度 

火災区域内に設置する油内包機器に使用している潤滑油の引

火点は約 212～ 270℃であり，各火災区域の室内温度（空調設

計上の上限値である室内設計温度：約 10～40℃）及び機器運転

時の潤滑油温度（運転時の最高使用温度：約 80～83℃）に対し

大きいことを確認した。 

 第１表に，主要な潤滑油内包機器に使用している潤滑油の引

火点，室内温度及び機器運転時の温度を示す。  

第１表：主要な潤滑油の引火点，室内温度及び機器運転時の

温度 

3．燃料油の引火点及び室内温度 

火災区域内にて使用する燃料油である軽油の引火点は約45℃

であり，プラント通常運転時の非常用ディーゼル発電機室の室内

設計温度である40℃に対し大きいことを確認した。 

参考資料 1 

東海第二発電所における 

潤滑油又は燃料油の引火点，室内温度及び機器運転時の温度につ

いて 

1.概 要

火災区域に設置する油内包設備に使用している潤滑油又は燃料

油は，その引火点が油内包設備を設置する室内温度よりも十分高

く，機器運転時の温度よりも高いため，可燃性蒸気とならないこ

とを以下のとおり確認した。 

2.潤滑油の引火点，室内温度，機器運転時の温度

火災区域に設置する油内包設備に使用している潤滑油の引火点

は，約 220℃～270℃であり，各火災区域の温度（空調設計上の上

限値である室内設計温度:約 10℃～40℃）及び機器運転時の潤滑油

温度（運転時最高使用温度：約 80℃～95℃）に対し高いことを確

認した。 

 第1表に主要な潤滑油内包機器に使用している潤滑油の引火点，

室内温度及び機器運転時の温度を示す。 

第 1表 主要な潤滑油の引火点，室内温度及び機器運転時の温度 

3.燃料油の引火点，室内温度，機器運転時の温度

火災区域内に設置する燃料油は，非常用ディーゼル発電機（以

下「D/G」という。）に使用する軽油である。 

 軽油の引火点は約 45℃であり，プラント通常運転時の D/G 室の

室内設計温度である 40℃に対し高いことを確認した。 

参考資料１ 

島根原子力発電所２号炉における 

潤滑油及び燃料油の引火点，室内温度及び機器運転時の温度につ

いて 

1. はじめに

火災区域内に設置する油内包設備に使用している潤滑油及び

燃料油は，その引火点が油内包機器を設置する室内温度よりも十

分高く，機器運転時の温度よりも高いため，可燃性蒸気とならな

いことを以下のとおり確認した。 

2. 潤滑油の引火点，室内温度及び機器運転時の温度

火災区域内に設置する油内包機器に使用している潤滑油の引

火点は約 200～260℃であり，各火災区域の室内温度（空調設計

上の上限値である室内設計温度：約 40～66℃）及び機器運転時

の潤滑油温度（運転時の最高使用温度：約 75～85℃）に対し大

きいことを確認した。 

第１表に，主要な潤滑油内包機器に使用している潤滑油の引火

点，室内温度及び機器運転時の温度を示す。 

第１表 主要な潤滑油の引火点，室内温度及び機器運転時の温度 

3. 燃料油の引火点及び室内温度

火災区域内にて使用する燃料油である軽油の引火点は約 45℃

であり，プラント通常運転時のディーゼル発電機室及びディーゼ

ル発電機燃料デイタンク室の室内設計温度である 40℃に対し大

きいことを確認した。 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 潤滑油の仕様が異な

る 
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なお，設計温度近くまで温度上昇した際には，非常用空調の予

備機が起動し，45℃を超えないよう設計されている。 

なお，D/G 起動時は，D/G 室専用の換気ファンが起動し，D/G 室

内の換気を行うよう設計されている。 

なお，ディーゼル発電機室及びディーゼル発電機燃料デイタン

ク室の換気設備は多重化されており，換気設備の単一故障時に室

内温度が上昇しないよう設計されている。 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

系統構成が異なる 
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参考資料２ 

柏崎刈羽原子力発電所 6 号及び 7 号炉における 

火災区域又は火災区画に設置する 

ガスボンベについて 

参考資料２ 

東海第二発電所における 

火災区域又は火災区画に設置する 

ガスボンベについて 

参考資料２ 

島根原子力発電所２号炉における 

火災区域又は火災区画に設置する 

ガスボンベについて 
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参考資料２ 

柏崎刈羽原子力発電所 6 号及び 7 号炉における 

火災区域又は火災区画に設置するガスボンベについて 

発火性又は引火性の気体であるガスボンベの使用状況を確認す

るために，火災区域に設置するガスボンベを抽出した。第１，２

表に設置状況を示す。 

第１表：火災区域に設置されるガスボンベについて（6 号炉） 

第２表：火災区域に設置されるガスボンベについて（7 号炉） 

火災区域に設置するガスボンベとしては，空気，窒素，水素，

酸素，二酸化炭素ガスボンベ等があるが，発火性又は引火性の気

体としては，水素ガスのみであることを確認した。 

参考資料２ 

東海第二発電所における火災区域又は火災区画に設置する 

ガスボンベについて 

発火性又は引火性の気体であるガスボンベの使用状況を確認す

るために，火災区域に設置するガスボンベを抽出した。以下に設

置状況を示す。 

第 1表 火災区域に設置するガスボンベ 

火災区域に設置するガスボンベとしては，空気，窒素，水素，

酸素，二酸化炭素ガスボンベ等であるが，発火性又は引火性の気

体としては，水素のみであることを確認した。 

参考資料２ 

島根原子力発電所２号炉における 

火災区域又は火災区画に設置するガスボンベについて 

 発火性又は引火性の気体であるガスボンベの使用状況を確認す

るために，火災区域に設置するガスボンベを抽出した。第１表に

設置状況を示す。 

第１表 火災区域に設置されるガスボンベについて 

 火災区域に設置するガスボンベとしては，空気，窒素，水素，

酸素，二酸化炭素ガスボンベ等があるが，発火性又は引火性の気

体としては，水素ガスのみであることを確認した。 

火災区域 ボンベ種類 容量（L） 本数（本） 用途 

原子炉建物 水素ガスボンベ 47 1 格納容器雰囲気モニタ（A）校正用 

原子炉建物 水素ガスボンベ 47 1 格納容器雰囲気モニタ（B）校正用 
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参考資料３ 

柏崎刈羽原子力発電所 6 号及び 7 号炉における 

重要度の特に高い安全機能を有する系統の 

火災防護 

参考資料３ 

参考資料３ 

東海第二発電所における重要度の特に高い 

安全機能を有する系統の火災防護 

参考資料３ 

島根原子力発電所２号炉における 

重要度の特に高い安全機能を有する系統の 

火災防護 

414



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所２号炉 備考 

参考資料３ 

柏崎刈羽原子力発電所 6 号及び 7 号炉における 

重要度の特に高い安全機能を有する系統の火災防護 

1．概 要 

「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備

の基準に関する規則」（以下「設置許可基準規則」という。）第

十二条第２項にて，安全機能の重要度が特に高い安全機能を有

するものに対して独立性の確保を要求している。 

柏崎刈羽原子力発電所 6 号及び 7 号炉の安全機能の重要度

が特に高い安全機能を有するものが火災に対して独立性を有し

ていることを以下に示す。 

1.1．基本事項 

［要求事項］ 

実用発電用原子炉及びその付属施設の位置、構造及び設備の

基準に関する規則 

（安全施設） 第十二条 

２ 安全機能を有する系統のうち、安全機能の重要度が特に

高い安全機能を有するものは、当該系統を構成する機械又は

器具の単一故障（単一の原因によって一つの機械又は器具が

所定の安全機能を失うこと（従属要因による多重故障を含

む。）をいう。以下同じ。） が発生した場合であって、外部電

源が利用できない場合においても機能できるよう、当該系統

を構成する機械又は器具の機能、構造及び動作原理を考慮し

て、多重性又は多様性を確保し、及び独立性を確保するもの

でなければならない。 

火災を機械又は器具等の単一故障の一つの事象とみなし，安全

機能の重要度が特に高い安全機能を有するものを火災から防護

することを目的として，火災の発生防止対策を行うとともに，火

災の感知及び消火，並びに火災の影響軽減を適切に組み合わせ

た，火災防護対策を講じる。 

参考資料３ 

東海第二発電所における 

重要度の特に高い安全機能を有する系統の火災防護 

１.概要

「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備

の基準に関する規則」（以下「設置許可基準規則」という。）第

十二条第 2項において，安全機能の重要度が特に高い安全機能

を有するものに対し，独立性の確保を要求している。 

 東海第二発電所の安全機能の重要度が特に高い安全機能を有

するものが火災に対して独立性を有していることを以下に示

す。 

1.1 基本事項 

(要求事項) 

実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の

基準に関する規則 

(安全施設) 

第十二条 

２ 安全機能を有する系統のうち、安全機能の重要度が特に高い

安全機能を有するものは、当該系統を構成する機械又は器具の単

一故障(単一の原因によって一つの機械又は器具が所定の安全機

能を失うこと(従属要因による多重故障を含む。)をいう。以下同

じ。)が発生した場合であって、外部電源が利用できない場合に

おいても機能できるよう、当該系統を構成する機械又は器具の機

能、構造及び動作原理を考慮して、多重性又は多様性を確保し、

及び独立性を確保するものでなければならない。 

 火災を機械又は器具等の単一故障の一つの事象とみなし，安全

機能の重要度が特に高い安全機能を有するものを火災から防護す

ることを目的として，火災の発生防止対策を行うとともに，火災

の感知及び消火，並びに火災の影響軽減を適切に組み合わせた，

火災防護対策を講じる。 

参考資料３ 

島根原子力発電所２号炉における 

重要度の特に高い安全機能を有する系統の火災防護 

1. 概 要

「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備の

基準に関する規則」（以下「設置許可基準規則」という。）第十二

条第２項にて，安全機能の重要度が特に高い安全機能を有するも

のに対して独立性の確保を要求している。 

島根原子力発電所２号炉の安全機能の重要度が特に高い安全

機能を有するものが火災に対して独立性を有していることを以

下に示す。 

1.1 基本事項 

[要求事項] 

 実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基

準に関する規則 

（安全施設） 

第十二条 

２ 安全機能を有する系統のうち、安全機能の重要度が特に

高い安全機能を有するものは、当該系統を構成する機械

又は器具の単一故障（単一の原因によって一つの機械又

は器具が所定の安全機能を失うこと（従属要因による多

重故障を含む。）をいう。以下同じ。）が発生した場合

であって、外部電源が利用できない場合においても機能

できるよう、当該系統を構成する機械又は器具の機能、

構造及び動作原理を考慮して、多重性又は多様性を確保

し、及び独立性を確保するものでなければならない。 

  火災を機械又は器具等の単一故障の一つの事象とみなし，安

全機能の重要度が特に高い安全機能を有するものを火災から防

護することを目的として，火災の発生防止対策を行うとともに，

火災の感知及び消火，並びに火災の影響軽減を適切に組み合わ

せた，火災防護対策を講じる。 
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(1)重要度が特に高い安全機能を有するもの

設置許可基準規則の解釈にて，「発電用軽水型原子炉施設

の安全機能の重要度分類に関する審査指針」に基づき，安全

機能の重要度が特に高い安全機能を有するものの機能が示さ

れており，当該機能を有する構築物，系統及び機器を「安全

機能を有する電気・機械装置の重要度分類指針 JEAG 

4612-2010」より抽出し，第１表に示す。 

(１)安全機能の重要度が特に高い安全機能を有するもの

設置許可基準規則の解釈において，「発電用原子炉施設の安全機

能の重要度分類に関する審査指針」に基づき，安全機能の重要度

が特に高い安全機能を有するものの機能が示されており，当該機

能を有する構築物，系統及び機器を「安全機能を有する電気・機

械装置の重要度分類指針 JEAG 4612-2010」より抽出し，その結果

について第1表に示す。 

(1) 重要度が特に高い安全機能を有するもの

設置許可基準規則の解釈にて，「発電用軽水型原子炉施設

の安全機能の重要度分類に関する審査指針」に基づき，安全

機能の重要度が特に高い安全機能を有するものの機能が示さ

れており，当該機能を有する構築物，系統及び機器を「安全

機能を有する電気・機械装置の重要度分類指針 JEAG 

4612-2010」より抽出し，第１表に示す。 
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第１表：重要度が特に高い安全機能を有するもの 第1表 重要度が特に高い安全機能を有するもの（１／２） 第１表 重要度が特に高い安全機能を有するもの ・設備の相違（表１につ

いては以後同じ） 

【柏崎 6/7，東海第二】 

系統設備が異なる 
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第1表 重要度が特に高い安全機能を有するもの（２／２） 
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(2)各設備の火災防護に関する独立性について

第１表に示す対象機器については，８条-別添1-資料１～９に

示すように，重要度と火災影響の有無を考慮して，火災の発生

防止対策，火災の感知及び消火対策，並びに火災の影響軽減対

策のそれぞれを講じ，火災防護に係る審査基準への適合を図っ

ている。 

そのため，ここでは資料２及び９にて個別に評価した結果，

追加の火災防護対策が不要な構造物，系統及び機器，及び火災

防護対象機器として追加の火災防護対策を必要としているもの

の当該系統について火災防護上の区分分離を行っていないもの

等に対する火災防護対策を以下に示す。 

① 原子炉の緊急停止機能

重要度分類指針によると，原子炉の緊急停止機能に該当する

系統は「制御棒，制御棒案内管，制御棒駆動機構，水圧制御ユ

ニット」である。

制御棒は 205 本，制御棒駆動機構は 205 体，制御棒を動作

させる水圧制御ユニットは全 103 基（水圧制御ユニット１基

に対し制御棒２本が動作（１基だけ制御棒１本を動作させるも

のがある））設置されている。 

水圧制御ユニットは当該ユニットが動作させる制御棒との

み接続しており，ユニット毎に分離している。また，制御棒駆

動機構は１本の制御棒に対して１体ずつ設けられており，他の

制御棒駆動機構との接続箇所はない。 

さらに，スクラム動作を行うためのスクラム弁，及びスクラ

ムパイロット弁は各水圧制御ユニットに個別に設けられてい

る。(第１図) 

これら原子炉の緊急停止機能を有する構築物，系統及び機器

のうち，制御棒，制御棒案内管については，原子炉内に設置さ

れており，不燃性材料で構成されていることから，火災により

本機能に影響が及ぶおそれはない。 

また，水圧制御ユニットについては，フェイルセーフ設計と

なっており，火災によって電磁弁のケーブルが損傷した場合，

あるいはスクラム弁・スクラムパイロット弁のダイヤフラム等

が機能喪失した場合も，スクラム弁が「開」動作しスクラムす

ることから，火災により本機能に影響が及ぶおそれはない。さ

（2）各設備の火災防護に関する独立性 

  第1表に示す対象機器のうち火災防護対象としているものは，

資料1から資料9に示すとおり，火災防護に係る審査基準に適合

するように，火災の発生防止対策，火災の感知及び消火対策，

火災の影響軽減対策のそれぞれの対策を講じる。 

  ここでは，資料2及び資料9にて個別評価した結果，追加の火

災防護対策が不要な構造物，系統及び機器，及び火災防護対象

機器として追加の火災防護対策が必要としているものの当該系

統について火災防護上の区分分離を行っていないもの等に対す

る火災防護対策を以下に説明する。 

①原子炉の緊急停止機能

原子炉の緊急停止機能に該当する系統は，「制御棒，制御棒

案内管，制御棒駆動機構，水圧制御ユニット」である。 

 制御棒，制御棒駆動機構は185体，制御棒を動作させる水圧

制御ユニットは，1本の制御棒に対し1基ずつ設置されている。 

 水圧制御ユニットは動作させる制御棒とのみ接続し，ユニッ

ト毎に分離している。制御棒駆動機構は1本の制御棒に対し1体

ずつ設けられており，他の制御棒駆動機構との接続はない。 

さらに，水圧制御ユニットは，フェイルセーフ設計となって

おり，火災によって電磁弁のケーブルが損傷した場合，仮にす

べての電磁弁が無励磁とならないとしても，電磁弁の電源を切

ることによりスクラム弁を開動作させスクラムさせることが可

能である。或いはスクラム弁やスクラムパイロット弁のダイア

フラムが機能喪失した場合でも，スクラム弁が開動作しスクラ

ムするため，火災によって本機能に影響がおよぶおそれはない。 

また，スクラム動作を行うためのスクラム弁，スクラムパ

イロット弁は，各ユニット毎に個別に設けている（第1図）。

 なお，原子炉の緊急停止機能を有する機器のうち，制御棒，

制御棒案内管は原子炉内に設置され，不燃性材料で構成されて

いることから，火災により本機能に影響が及ぶおそれはない。 

(2) 各設備の火災防護に関する独立性について

第１表に示す対象機器については，８条-別添１-資料１～

９に示すとおり，重要度と火災影響の有無を考慮して，火災

の発生防止対策，火災の感知及び消火対策，並びに火災の影

響軽減対策のそれぞれの対策を講じ，火災防護に係る審査基

準への適合を図っている。 

そのため，ここでは資料２及び９にて個別に評価した結

果，追加の火災防護対策が不要な構造物，系統及び機器，及

び火災防護対象機器として追加の火災防護対策を必要とし

ているものの当該系統について火災防護上の区分分離を行

っていないもの等に対する火災防護対策を以下に示す。 

① 原子炉の緊急停止機能

重要度分類指針によると，原子炉の緊急停止機能に該当す

る系統は「制御棒，制御棒案内管，制御棒駆動機構，水圧制

御ユニット」である。 

制御棒137 本，制御棒駆動機構は137 体，制御棒を動作さ

せる水圧制御ユニットは全137基設置されている。 

水圧制御ユニットは当該ユニットが動作させる制御棒との

み接続しており，ユニット毎に分離している。また，制御棒

駆動機構は１本の制御棒に対して１体ずつ設けられており，

他の制御棒駆動機構との接続箇所はない。 

さらに，スクラム動作を行うためのスクラム弁及びスクラ

ムパイロット弁は各水圧制御ユニットに個別に設けられてい

る。(第１図) 

これら原子炉の緊急停止機能を有する機器等のうち，制御

棒，制御棒案内管については，原子炉内に設置されており，

不燃性材料で構成されていることから，火災により本機能に

影響が及ぶおそれはない。 

また，水圧制御ユニットについては，フェイルセーフ設計

となっており，火災によって電磁弁のケーブルが損傷した場

合，あるいはスクラム弁・スクラムパイロット弁のダイヤフ

ラム等が機能喪失した場合も，スクラム弁が「開」動作しス

クラムすることから，火災により本機能に影響が及ぶおそれ

・設備の相違
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らに，万一，火災によってケーブルが損傷し，すべての電磁弁

が無励磁とならない場合においても，電磁弁の電源を OFF と

することによってスクラム弁を「開」動作しスクラムさせるこ

とができる。 

以上より，本機能は火災によって影響を受けないことから，

火災が発生した場合でも，独立した複数個の機能を有している

と考える。 

第１図：原子炉の緊急停止機能の概要 

② 未臨界維持機能

重要度分類指針によると，未臨界維持機能は「制御棒，制御

棒カップリング，制御棒駆動機構カップリング，制御棒駆動機

構ラッチ機構，制御棒駆動機構，制御棒駆動機構ハウジング，

ほう酸水注入系」である。 

制御棒は内部に固体状のボロンカーバイドが充填されてお

以上のことから本機能は火災により影響を受けないことから，

火災が発生した場合でも，独立した複数個の機能を有してい

る。 

第1図 原子炉の緊急停止機能の概要 

②未臨界維持機能

未臨界維持機能は，「制御棒，制御棒駆動系，ほう酸水注入

系」である。 

制御棒(185体)は，ボロンカーバイトが充填され中性子を吸

はない。さらに，万一，火災によってケーブルが損傷し，す

べての電磁弁が無励磁とならない場合においても，電磁弁の

電源をOFFとすることによってスクラム弁を「開」動作しスク

ラムさせることができる。

以上より，本機能は火災によって影響を受けないことから，

火災が発生した場合でも，独立した複数個の機能を有してい

ると考える。 

第１図 制御棒，制御棒案内管，制御棒駆動機構，水圧制御ユニ

ットの概要 

② 未臨界維持機能

重要度分類指針によると，未臨界維持機能は「制御棒，制

御棒カップリング，制御棒駆動機構カップリング，制御棒駆

動機構ラッチ機構，制御棒駆動機構，制御棒駆動機構ハウジ

ング，ほう酸水注入系」である。

制御棒は内部に固体状のボロンカーバイドが充填されてお
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り，中性子を吸収する構造となっている。原子炉スクラムによ

り挿入された制御棒は，ラッチ機構により機械的に全挿入位置

に保持される。 

一方，ほう酸水注入系は，制御棒の後備設備として，五ほう

酸ナトリウム水溶液を高圧ポンプにより原子炉内に注入し，五

ほう酸ナトリウム水溶液が原子炉内全域に行き渡ることによ

り中性子を吸収する構造となっている。(第２図) 

これら未臨界維持機能を有する構築物，系統及び機器のう

ち，制御棒，制御棒カップリング，制御棒駆動機構カップリン

グ，制御棒駆動機構ラッチ機構，制御棒駆動機構，制御棒駆動

機構ハウジングについては，原子炉内又は格納容器内に設置さ

れており，不燃性材料で構成されていることから，火災により

本機能に影響が及ぶおそれはない。 

また，ほう酸水注入系については   に設置

されており，未臨界維持機能として同等の機能を有している制

御棒駆動機構（水圧制御ユ ニットは    に設置，制御棒

駆動機構は原子炉格納容器内に設置）と位置的分散を図り，火

災に対する影響軽減対策を実施している。(第３図) 

加えて，「原子力発電所の火災防護規程 JEAC 4626-2010」に

基づき，発生防止対策として過電流による過熱防止対策を講じ

ているとともに，感知・消火対策としてほう酸水注入系に対し

て異なる２種類の感知器，局所固定式消火設備を設置してい

る。 

さらに，異なる区分のケーブル等については，IEEE384 に準

じて，離隔，バリア又はケーブルトレイカバーあるいは電線管

の使用等により分離している。 

以上より，火災によって「制御棒，制御棒カップリング，制

御棒駆動機構カップリング」及び「ほう酸水注入系」の独立し

た２種類の系統が同時に喪失することはなく，本機能は独立性

を有していると考える。 

収する構造である。原子炉スクラムにより炉心に挿入された制

御棒は，ラッチ機構により機械的に全挿入位置に保持される。 

 ほう酸水注入系は，制御棒の後備装置であり，炉心に中性子

吸収材(五ほう酸ナトリウム)を注入し，中性子を吸収する構造

である（第2図）。 

 未臨界維持機能を有する機器のうち，制御棒及び制御棒駆動

機構等は，「①原子炉の緊急停止機能」で説明のとおり，原子

炉内又は原子炉格納容器内に設置しており，不燃性材料で構成

している。したがって，火災によって本機能に影響がおよぶお

それはない。 

 ほう酸水注入系は       に設置されており，未臨界

維持機能として同等の機能を有する制御棒駆動機構(水圧制御

ユニットは        ，制御棒駆動機構は原子炉格納容

器内に設置)と位置的分散を図り，火災に対する影響軽減対策

を実施している（第3図）。 

加えて，「原子力発電所の火災防護規程 JEAC4626-2010」に

基づき，火災発生防止対策として過電流による過熱防止対策を

講じているとともに，感知・消火対策として，異なる2種類の感

知器，ハロゲン化物自動消火設備（局所）を設置する。 

 さらに，異なる区分のケーブル等については，IEEE384に準

じて，離隔，バリア又はケーブルトレイあるいは電線管の使用

等により分離している。 

以上のことから，火災が発生した場合でも，「制御棒及び

制御棒駆動系等」及び「ほう酸水注入系」の独立した2種類の

系統の機能が同時に喪失することはないため，本機能は独立性

を有していると考える。 

り，中性子を吸収する構造となっている。原子炉スクラムに

より挿入された制御棒は，ラッチ機構により機械的に全挿入

位置に保持される。 

一方，ほう酸水注入系は，制御棒の後備設備として，五ほ

う酸ナトリウム水溶液を高圧ポンプにより原子炉内に注入

し，五ほう酸ナトリウム水溶液が原子炉内全域に行き渡るこ

とにより中性子を吸収する構造となっている。（第２図） 

これら未臨界維持機能を有する構築物，系統及び機器のう

ち，制御棒，制御棒カップリング，制御棒駆動機構カップリ

ング，制御棒駆動機構ラッチ機構，制御棒駆動機構，制御棒

駆動機構ハウジングについては，原子炉内又は格納容器内に

設置されており，不燃性材料で構成されていることから，火

災により本機能に影響が及ぶおそれはない。 

また，ほう酸水注入系については に設置

されており，未臨界維持機能として同等の機能を有している

制御棒駆動機構（水圧制御ユニットは に

設置，制御棒駆動機構は原子炉格納容器内に設置）と位置的

分散を図り，火災に対する影響軽減対策を実施している。(第

３図) 

加えて，「原子力発電所の火災防護規程 JEAC 4626-2010」

に基づき，発生防止対策として過電流による過熱防止対策を

講じているとともに，感知・消火対策として異なる感知方式

の感知器，全域ガス消火設備を設置している。 

さらに，異なる区分のケーブル等については，IEEE384 に

準じて，離隔，バリア又はケーブルトレイカバーあるいは電

線管の使用等により分離している。 

以上より，火災によって「制御棒，制御棒カップリング，

制御棒駆動機構カップリング」及び「ほう酸水注入系」の独

立した２種類の系統が同時に喪失することはなく，本機能は

独立性を有していると考える。 

・設備の相違
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第２図：未臨界維持機能の概要 第2図 未臨界維持機能の概要 第２図 未臨界維持機能の概要（ほう酸水注入系） 
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第３図：ほう酸水注入系と水圧制御ユニットの配置 第 3図 ほう酸水注入系と水圧制御ユニットの配置 第３図 ほう酸水注入系と水圧制御ユニットの配置 
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③ 原子炉冷却材圧力バウンダリの過圧防止機能

重要度分類指針によると，原子炉冷却材圧力バウンダリの過

圧防止機能は「逃がし安全弁（安全弁開機能）」である。 

逃がし安全弁（安全弁開機能）は18弁あり，各弁に対して個

別に駆動用バネが設置されている。(第４図) 

当該設備は格納容器内に設置されており，不燃性材料で構成

されているため，火災により本機能に影響が及ぶおそれはな

い。 

以上より，本機能は火災によって影響を受けないことから，

独立した複数個の機能を有していると考える。 

第４図：原子炉冷却材圧力バウンダリの過圧防止機能の概要 

④ 格納容器内又は放射性物質が格納容器内から漏れ出た場所

の雰囲気中の放射性物質の濃度低減機能

重要度分類指針によると，格納容器内又は放射性物質が格納

容器内から漏れ出た場所の雰囲気中の放射性物質の濃度低減

機能は「非常用ガス処理系」である。（第５図） 

非常用ガス処理系の構築物，系統及び機器は，同一機能を有

する２系統に対して，火災防護に係る審査基準に基づき発生防

止対策として過電流による過熱防止対策，主要な構造材への不

燃性材料の使用，難燃ケーブルの使用，不燃性内装材の使用等

の対策を講じていることから，これらの機器から火災が発生す

るおそれは小さい。また，感知・消火対策として異なる２種類

③原子炉冷却材圧力バウンダリの過圧防止機能

原子炉冷却材圧力バウンダリの過圧防止機能は，「逃がし安

全弁（安全弁開機能）」である。 

逃がし安全弁は18台設置しており，安全弁機能は各弁に個別

に備わっている。 

逃がし安全弁は原子炉格納容器内に設置しており，不燃性材

料で構成されている。したがって，火災によって本機能に影響

がおよぶおそれはない。 

以上のことから，火災が発生した場合でも，独立した複数の

機能を有している。 

第4図 逃がし安全弁系統概略図 

④原子炉格納容器内又は放射性物質が原子炉格納容器内から

漏れ出た場所の雰囲気中の放射性物質の濃度低減機能

  原子炉格納容器内又は放射性物質が原子炉格納容器内か

ら漏れ出た場所の雰囲気中の放射性物質の濃度低減機能は，

「原子炉建屋ガス処理系」である（第5図）。 

 原子炉建屋ガス処理系の機器等は，同一機能を有する2系

統に対し，火災防護審査基準に基づき，火災発生防止対策と

して過電流による過熱防止対策，主要な構造材の不燃性材料

の使用，ケーブルは殆どが電線管に敷設されていることか

ら，火災が発生するおそれは小さい。また，感知・消火対策

として異なる2種類の感知器及び固定式消火設備を設置する

③ 原子炉圧力バウンダリの過圧防止機能

重要度分類指針によると，原子炉冷却材圧力バウンダリの

過圧防止機能は「逃がし安全弁（安全弁開機能）」である。 

逃がし安全弁（安全弁開機能）は12弁あり，各弁に対して

個別に駆動用バネが設置されている。(第４図) 

当該設備は格納容器内に設置されており，不燃性材料で構

成されているため，火災により本機能に影響が及ぶおそれは

ない。 

以上より，本機能は火災によって影響を受けないことから，

独立した複数個の機能を有していると考える。 

第４図 逃がし安全弁（安全弁開機能）の概要 

④ 格納容器内又は放射性物質が格納容器内から漏れ出た場所

の雰囲気中の放射性物質の濃度低減機能

重要度分類指針によると，格納容器内又は放射性物質が格

納容器内から漏れ出た場所の雰囲気中の放射性物質の濃度低

減機能は「非常用ガス処理系」である。(第５図) 

非常用ガス処理系の構築物，系統及び機器は，同一機能を

有する２系統に対して，火災防護に係る審査基準に基づき発

生防止対策として過電流による過熱防止対策，主要な構造材

への不燃性材料の使用，難燃ケーブルの使用，不燃性内装材

の使用等の対策を講じていることから，これらの機器から火

災が発生するおそれは小さい。また，感知・消火対策として

・設備の相違
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の感知器及び自動起動の固定式ガス消火設備を設置している

ことから，これらの機器を設置する場所で火災が発生しても影

響が及ぶおそれは小さい。 

さらに，非常用ガス処理系の排風機及び乾燥装置，SGTS 室

空調機については，一方の区分で火災が発生した場合でも，火

災を感知し消火するまでもう一方の区分に影響を及ぼさない

よう，第６図に示すとおり，非常用ガス処理系排風機及び乾燥

装置，SGTS 室空調機を 1 時間以上の耐火性能を有する隔壁等

で隔離する。 

隔壁については基準地震動に対して機能維持が可能な設計

とし，干渉物等により設置不可能な部分を除き対象となる設備

を最大限分離するよう設置する。なお，干渉物等が存在しない

箇所については第７図のとおり，火災影響評価に従って FDTs 

評価※によって求めた火災影響範囲を下回らない隔壁高さ及び

幅であることを確認する。（7 号炉の例を第 2 表に示す） 

※FDTs による火災影響評価では，以下の条件で評価を行う。 

・考慮する可燃物については，火災影響評価等の結果から機

器から漏えいした潤滑油（グリース），現場盤，ケーブル

トレイを選定（第 6 図）。

・電線管については基本埋設されており一部の露出部も不燃

材にて閉塞され，かつ難燃ケーブルを用いておりIEEE384

に基づく離隔がなされているため，火災が継続し他区分に

影響を及ぼすことは考えにくいことから評価上の火災源

からは除く。ただし，分離対象機器に関する異区分の露出

電線管が同時に火災影響範囲に含まれる場合は， 影響を

受けないよう対策を施すものとする

・潤滑油の漏えいについては常に状態を監視しており，複数

個所からの大規模漏えいは考えにくいこと，潤滑油は軸受

部等の閉塞した空間に収められており，仮に引火したとし

ても継続した火災は考えにくいことから，機器の部位にお

ける最大保有箇所の 10%漏えいを仮定する。

一方，非常用ガス処理系のケーブルについては，当該火災区

域内で異なる区分毎に電線管に布設する設計としており，他の

区分のケーブルと分離している。また，電動弁については，駆

設計とすることから，これらの機器を設置する場所で火災が

発生しても影響がおよぶおそれは小さい。 

 さらに，一方の区分で火災が発生した場合でも，火災を感

知し消火するまでもう一方の区分に影響をおよぼさないよ

う，1時間以上の耐火性能を有する隔壁等で隔離する。 

 隔壁についてはＳs機能維持を図るものとし，干渉物によ

り設置不可能な部分を除き設備を最大限分離するよう設置

する設計とする。 

 一方，原子炉建屋ガス処理系のケーブルは，当該火災区域

内で異なる区分毎に電線管に敷設しており，他の区分のケー

ブルと分離している。空気作動弁は，金属に覆われているこ

異なる感知方式の感知器及び自動起動の固定式ガス消火設備

を設置していることから，これらの機器を設置する場所で火

災が発生しても影響が及ぶおそれは小さい。 

さらに，非常用ガス処理系の排風機及びガス処理装置につ

いては，一方の区分で火災が発生した場合でも，火災を感知

し消火するまでもう一方の区分に影響を及ぼさないよう，第

６図に示す通り，非常用ガス処理系排風機及びガス処理装置

を１時間以上の耐火性能を有する隔壁等で隔離する。 

隔壁については基準地震動に対して機能維持が可能な設計

とし，干渉物等により設置不可能な部分を除き対象となる設

備を最大限分離するよう設置する。なお，干渉物等が存在し

ない箇所については第７図の通り，火災影響評価に従って

FDTs評価※によって求めた火災影響範囲を下回らない隔壁高

さ及び幅であることを確認する。（第２表） 

※：FDTsによる火災影響評価では，以下の条件で評価を行う。 

・考慮する可燃物については，火災影響評価等の結果から

機器から漏えいした潤滑油（グリース），現場盤，ケー

ブルトレイを選定（第６図）。 

・電線管については基本埋設されており一部の露出部も不

燃材にて閉塞され，かつ難燃ケーブルを用いており

IEEE384に基づく離隔がなされているため，火災が継続し

他区分に影響を及ぼすことは考えにくいことから評価上

の火災源からは除く。ただし，分離対象機器に関する異

区分の露出電線管が同時に火災影響範囲に含まれる場合

は，影響を受けないよう対策を施すものとする。 

・潤滑油の漏えいについては常に状態を監視しており，複

数個所からの大規模漏えいは考えにくいこと，潤滑油は

軸受部等の閉塞した空間に収められており，仮に引火し

たとしても継続した火災は考えにくいことから，機器の

部位における最大保有箇所の10%漏えいを仮定する。 

一方，非常用ガス処理系のケーブルについては，当該火災

区域内で異なる区分毎に電線管に布設しており，他の区分の

ケーブルと分離している。また，電動弁については，駆動部

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

系統構成が異なる 

・評価条件の相違

【東海第二】 

 島根２号炉と評価の

条件が異なる。 
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動部の潤滑油（グリース）等は金属に覆われていること，空気

作動弁も金属に覆われていることから，発火した場合において

も他の構築物，系統及び機器において火災を生じさせるおそれ

は小さいが，万一，火災によって電動駆動機能が喪失した場合

でも，当該弁を手動操作することで非常用ガス処理系の機能を

維持することができる。空気作動弁についてはフェイルセーフ

設計となっており，火災によって空気作動弁の電磁弁のケーブ

ルが損傷した場合，空気作動弁が「開」動作することから，火

災により非常用ガス処理系の機能に影響が及ぶおそれはない。

万一，火災によってケーブルが損傷し，電磁弁が無励磁となら

ない場合においても，電磁弁の電源を OFF とすることによっ

て空気作動弁を「開」動作させることができる。 

なお，単一設計である静的機器の一部（配管の一部，フィル

タユニット）について，フィルタは温度監視しており発火点よ

り十分低い温度で維持していること（フィルタ通常温度：約 70

～80℃，フィルタ発火 点：約 330℃），万一フィルタ温度が上

昇した場合は中央制御室に警報が発報すること（警報設定値：

6 号炉 124℃，7 号炉 155℃），配管は金属等の不燃性材料で

構成されていること，フィルタは不燃性材料で構成された筐体

内に設置されていることから，火災が発生するおそれはない。 

以上より，火災によって非常用ガス処理系は機能喪失するこ

とはない。 

第 2 表：対象機器に関する火災高さと隔壁の干渉状況（K7）※1

とから，発火した場合においても他の構築物，系統または機

器において火災を生じさせるおそれは小さいが，空気作動弁

はフェイルセーフ設計であり，火災により空気作動弁の電磁

弁のケーブルが損傷した場合，空気作動弁が開動作すること

から，火災により原子炉建屋ガス処理系の機能に影響がおよ

ぶおそれはない。万が一，火災によりケーブルが損傷し，電

磁弁が無励磁とならない場合は，電磁弁の電源を切ることに

より空気作動弁開動作させることが可能である。 

また，静的機器である配管の一部は不燃性材料で構成され

ているため，火災が発生するおそれはない。 

 なお，フィルタは通常温度監視しており，発火点より十分

低い温度で維持していることを確認可能であることから，火

災によって本機能に影響がおよぶおそれはない。 

 以上より，火災により原子炉建屋ガス処理系は機能喪失す

ることはない。 

の潤滑油（グリース）等は金属に覆われていること，空気作

動弁も金属に覆われていることから，発火した場合において

も他の構築物，系統及び機器において火災を生じさせるおそ

れは小さいが，万一，火災によって電動駆動機能が喪失した

場合でも，当該弁を手動操作することで非常用ガス処理系の

機能を維持することができる。空気作動弁についてはフェイ

ルセーフ設計となっており，火災によって空気作動弁の電磁

弁のケーブルが損傷した場合，空気作動弁が「開」動作する

ことから，火災により非常用ガス処理系の機能に影響が及ぶ

おそれはない。万一，火災によってケーブルが損傷し，電磁

弁が無励磁とならない場合においても，電磁弁の電源をOFF

とすることによって空気作動弁を「開」動作させることがで

きる。 

なお，単一設計である静的機器の一部（配管の一部，フィ

ルタユニット）について，フィルタは温度監視しており発火

点より十分低い温度で維持していること（最高運転温度：約

120℃，フィルタ発火点：約330℃），万一，フィルタ温度が

上昇した場合は中央制御室に警報が発報すること（警報設定

値：155℃），配管は金属等の不燃性材料で構成されているこ

と，フィルタは不燃性材料で構成された筐体内に設置されて

いることから，火災が発生するおそれはない。 

以上より，火災によって非常用ガス処理系は機能喪失する

ことはない。 

第２表 対象機器に関する火炎高さと隔壁の干渉状況 

・設計の相違

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は，最高運

転温度と記載 

・設備の相違

【東海第二】 

 島根２号炉は，FDTS

による評価結果を記載 

評価対象機器 機器の 

高さ(m) 

火源 

高さ(m) 

可燃物 

（内包量） 

漏えい火災の

火炎高さ※1 (m) 

火源＋火炎 

高さ(m) 

推定設置 

可能高さ(m) 

非常用ガス処理

系排風機 

ガス処理装置 

※１：Thomas の式と Heskestad の式の内，大きな値を記載。

※２：可燃物を含まないが，分離のため機器高さ以上を確保
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第５図：非常用ガス処理系の概要図 

第 6-1 図：非常用ガス処理系の配置（6 号炉） 

第 6-2 図：非常用ガス処理系の配置（7 号炉） 

第 5図 原子炉建屋ガス処理系 概要図 

第 6図 原子炉建屋ガス処理系の配置 

第５図 非常用ガス処理系の概要 

第６図 非常用ガス処理系の配置 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

系統構成が異なる 
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第７図：1時間以上の耐火性能を有する隔壁の概要 第７図 １時間以上の耐火性能を有する隔壁の概要 ・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 隔壁の仕様が異なる 
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⑤ 格納容器の冷却機能

重要度分類指針によると，格納容器の冷却機能は「残留熱除

去系（原子炉格納容器スプレイ冷却モード）」である。 

格納容器スプレイ冷却系（残留熱除去系（格納容器スプレイ

冷却モード））は２系統あり，それぞれの系統を用いて格納容

器スプレイ冷却が可能である。（第８図） 

これら格納容器の冷却機能を有する構築物，系統及び機器

は，同一機能を有する２系統に対して，火災防護に係る審査基

準に基づき発生防止対策として潤滑油の漏えい防止・拡大防止

対策，過電流による過熱防止対策，主要な構造材への不燃性材

料の使用，難燃ケーブルの使用，不燃性内装材の使用等の対策

を講じていることから，これらの機器から火災が発生するおそ

れは小さい。また，感知・消火対策として異なる２種類の感知

器，固定式ガス消火設備を設置していることから，これらの機

器を設置する場所で火災が発生しても影響が及ぶおそれは小

さい。 

さらに，残留熱除去系（原子炉格納容器スプレイモード）の

２系統は，それぞれ別の部屋に設置しており位置的分散を図っ

ている。（第９図） 

なお，単一設計であるスプレイ管（ドライウェル，サプレッ

ション・チェンバ）については，原子炉内及び格納容器内に設

置されており，不燃性材料で構成されていることから，火災に

より当該スプレイ管の機能に影響が及ぶおそれはない。 

以上より，火災によって格納容器スプレイ冷却系２系統は同

時に喪失することはなく，本機能は独立性を有していると考え

る。 

⑤原子炉格納容器の冷却機能

原子炉格納容器の冷却機能は，「残留熱除去系（原子炉格納

容器スプレイ冷却モード）」である。 

 原子炉格納容器スプレイ冷却モードは 2 系統ある設計とし

ている。静的機器の一部であるスプレイヘッダ(サプレッショ

ン・チェンバ側)は単一設計としているが，単一故障の発生の

可能性は小さい（第 7図）。 

   原子炉格納容器の冷却機能を有する機器等は，同一の機能を

有する2系統に対し，火災防護審査基準に基づき，火災発生防

止対策として潤滑油の漏えい・拡大防止対策，過電流による過

熱防止対策，主要な構造材に対する不燃性材料の使用等，対策

を施す設計であるため，これらの機器から火災が発生するおそ

れは小さい。感知・消火対策としては，異なる2種類の感知器，

固定式ガス消火設備を設置する設計とすることから，これらの

機器を設置する場所で火災が発生しても影響がおよぶおそれ

は小さい。 

さらに，残留熱除去系(原子炉格納容器スプレイ冷却モー

ド)の2系統は，それぞれの別の部屋に設置し位置的分散を図る

（第8図）。 

 単一設計としているスプレイヘッダは，原子炉格納容器内に

設置しており，不燃性材料で構成されていることから，火災に

より当該スプレイヘッダの機能に影響がおよぶおそれはない。 

 以上のことから，火災が発生した場合でも，当該機能の 2

系統が同時に喪失することはないため独立性を有していると

考える。 

⑤ 格納容器の冷却機能

重要度分類指針によると，格納容器の冷却機能は「残留熱

除去系（原子炉格納容器スプレイ冷却モード）」である。 

残留熱除去系（格納容器冷却モード）は２系統あり，それ

ぞれの系統を用いて格納容器スプレイ冷却が可能である。

(第８図) 

これら格納容器の冷却機能を有する構築物，系統及び機器

は，同一機能を有する２系統に対して，火災防護に係る審査

基準に基づき発生防止対策として潤滑油の漏えい防止・拡大

防止対策，過電流による過熱防止対策，主要な構造材への不

燃性材料の使用，難燃ケーブルの使用，不燃性内装材の使用

等の対策を講じていることから，これらの機器から火災が発

生するおそれは小さい。また，感知・消火対策として異なる

感知方式の感知器，固定式ガス消火設備を設置していること

から，これらの機器を設置する場所で火災が発生しても影響

が及ぶおそれは小さい。 

さらに，残留熱除去系（格納容器冷却モード）の２系統は，

それぞれ別の部屋に設置しており位置的分散を図っている。

(第９図) 

なお，単一設計である格納容器スプレイ・ヘッダ管（ドラ

イウェル，サプレッション・チェンバ）については，格納容

器内に設置されており，不燃性材料で構成されていることか

ら，火災により当該スプレイ管の機能に影響が及ぶおそれは

ない。 

以上より，火災によって残留熱除去系（格納容器冷却モー

ド）２系統は同時に喪失することはなく，本機能は独立性を

有していると考える。 
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第８図：格納容器の冷却機能の概要図 

第９図：格納容器スプレイ系の配置 

第 7図 残留熱除去系(原子炉格納容器スプレイ冷却モード)概要

図 

第 8図 原子炉格納容器スプレイ冷却モードの配置 

第８図 残留熱除去系（格納容器冷却モード）の概要 

第９図 残留熱除去系（格納容器冷却モード）の配置 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

系統構成が異なる 
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⑥ 格納容器内の可燃性ガス制御機能

重要度分類指針によると，格納容器内の可燃性ガス制御機能

は「可燃性ガス濃度制御系及び残留熱除去系（再結合装置への

冷却水供給を司る部分）」である。 

可燃性ガス濃度制御系及び残留熱除去系（再結合装置への冷

却水供給を司る部分）はそれぞれ２系統あり，それぞれの系統

を用いて格納容器内の可燃性ガス制御が可能である。（第 10 

図） 

これら格納容器の可燃性ガスを制御する機能を有する構築

物，系統及び機器のうち残留熱除去系については，同一機能を

有する２系統に対して，火災防護に係る審査基準に基づく火災

の影響軽減対策として 3 時間以上の耐火性能を有する隔壁に

より区分分離する設計としている。 

一方，可燃性ガス濃度制御系については，同一機能を有する

２系統に対して，火災防護に係る審査基準に基づき発生防止対

策として過電流による過熱防止対策，主要な構造材への不燃性

材料の使用，難燃ケーブルの使用，不燃性内装材の使用等の対

策を講じていることから，これらの機器から火災が発生するお

それは小さい。また，感知・消火対策として異なる２種類の感

知器及び自動起動の固定式ガス消火設備を設置していること

から，これらの機器を設置する場所で火災が発生しても影響が

及ぶおそれは小さい。 

さらに，可燃性ガス濃度制御系のブロワ，加熱器，再結合装

置等については，一方の区分で火災が発生した場合でも，火災

を感知し消火するまでもう一方の区分に影響を及ぼさないよ

う，第 11 図に示すとおり，ブロワ，加熱器，再結合装置等を 

1 時間以上の耐火性能を有する隔壁等で 分離する。隔壁につ

いては Ss 機能維持を図るものとし，干渉物等により設置不可

能な部分を除き対象となる設備を最大限分離するよう設置す

る。 

 なお，干渉物等が存在しない箇所については第７図のとお

り，火災影響評価に従って FDTs 評価※によって求めた火災影

響範囲を下回らない隔壁 高さ及び幅であることを確認する。

（7 号炉の例を第 3 表に示す） 

※FDTs による火災影響評価では，以下の条件で評価を行う。 

⑥原子炉格納容器内の可燃性ガス制御機能

原子炉格納容器内の可燃性ガス制御機能は「可燃性ガス濃度

制御系，残留熱除去系の一部(再結合装置への冷却水供給をす

る部分)」である。 

 可燃性ガス濃度制御系及び残留熱除去系の一部（再結合装置

への冷却水を供給する部分）は 2系統あり，原子炉格納容器内

の可燃性ガス制御が可能である（第 9図）。 

 原子炉格納容器内の可燃性ガス制御機能を有する機器等は，

火災防護審査基準に基づく火災の影響軽減対策として 3 時間

以上の耐火能力を有する隔壁等により分離する設計としてい

る（第 10図）。 

また，火災防護審査基準に基づき，火災発生防止対策として

過電流に過熱防止対策，主要な構造材に対する不燃性材料の使

用等の対策を講じており，感知・消火対策としては，異なる 2

種類の感知器及びハロゲン化物自動消火設備（局所）を設置す

る設計としており，これらの機器を設置する場所で火災が発生

しても影響がおよばない。 

⑥ 格納容器内の可燃性ガス制御機能

重要度分類指針によると，格納容器内の可燃性ガス制御機

能は「可燃性ガス濃度制御系及び残留熱除去系（再結合装置

への冷却水供給を司る部分）」である。 

可燃性ガス濃度制御系及び残留熱除去系（再結合装置への

冷却水供給を司る部分）はそれぞれ２系統あり，それぞれの

系統を用いて格納容器内の可燃性ガス制御が可能である。

(第10図) 

これら格納容器の可燃性ガスを制御する機能を有する構

築物，系統及び機器のうち残留熱除去系については，同一機

能を有する２系統に対して，火災防護に係る審査基準に基づ

く火災の影響軽減対策として３時間以上の耐火性能を有す

る隔壁により区分分離する設計としている。 

可燃性ガス濃度制御系については，同一機能を有する２系

統に対して，火災防護に係る審査基準に基づき発生防止対策

として過電流による過熱防止対策，主要な構造材への不燃性

材料の使用，難燃ケーブルの使用，不燃性内装材の使用等の

対策を講じていることから，これらの機器から火災が発生す

るおそれは小さい。また，感知・消火対策として異なる感知

方式の感知器及び自動起動の固定式ガス消火設備を設置し

ていることから，これらの機器を設置する場所で火災が発生

しても影響が及ぶおそれは小さい。 

さらに，可燃性ガス濃度制御系のブロワ，加熱器，再結合

装置等については，一方の区分で火災が発生した場合でも，

火災を感知し消火するまでもう一方の区分に影響を及ぼさ

ないよう，第11図に示す通り，ブロワ，加熱器，再結合装置

等を１時間以上の耐火性能を有する隔壁等で分離する。隔壁

についてはＳｓ機能維持を図るものとし，干渉物等により設

置不可能な部分を除き対象となる設備を最大限分離するよ

う設置する。 

なお，干渉物等が存在しない箇所については第７図の通

り，火災影響評価に従ってFDTs評価※によって求めた火災影

響範囲を下回らない隔壁高さ及び幅であることを確認する。

（第３表） 

※：FDTsによる火災影響評価では，以下の条件で評価を行う。 

・評価条件の相違

【東海第二】 

 島根２号炉と評価の

条件が異なる。 
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・考慮する可燃物については，火災影響評価等の結果から機

器から漏 えいした潤滑油（グリース），現場盤，ケーブル

トレイを選定（第 11 図）。

・電線管については基本埋設されており一部の露出部も不燃

材にて閉塞され，かつ難燃ケーブルを用いておりIEEE384

に基づく離隔がなされているため，火災が継続し他区分に

影響を及ぼすことは考えにくいことから評価上の火災源

からは除く。ただし，分離対象機器に関する異区分の露出

電線管が同時に火災影響範囲に含まれる場合は， 影響を

受けないよう対策を施すものとする。

・潤滑油の漏えいについては常に状態を監視しており，複数

個所からの大規模漏えいは考えにくいこと，潤滑油は軸受

部等の閉塞した空間に収められており，仮に引火したとし

ても継続した火災は考えにくいことから，機器の部位にお

ける最大保有箇所の 10%漏えいを仮定する。

一方，可燃性ガス濃度制御系のケーブルについては，可燃

性ガス濃度制御系設置エリアで異なる区分毎に電線管に布

設する設計としており，他の区分のケーブルと分離してい

る。また，電動弁については，駆動部 の潤滑油（グリース）

等は金属に覆われていることから，発火した場合 において

も他の構築物，系統又は機器において火災を生じさせるおそ

れは小さいが，万一，火災によって電動駆動機能が喪失した

場合でも，当該弁を手動操作することで可燃性ガス濃度制御

系の機能を維持することができる。 

以上より，火災によってこれら２系統は同時に喪失するこ

とはなく，本機能は独立性を有していると考える。 

第 3 表：対象機器に関する火災高さと隔壁の干渉状況（K7）※1 

 一方，可燃性濃度制御系のケーブルは，可燃性濃度制御系設

置エリアで異なる区分毎に電線管に敷設しており，他の区分の

ケーブルと分離している。また，電動弁については，駆動部の

潤滑油(グリス)等は金属に覆われていることから，発火した場

合においても他の構築物，系統または機器において火災を生じ

させるおそれは小さいが，万が一，火災により電動駆動機能が

喪失したとしても，当該弁を手動操作することにより可燃性ガ

ス濃度制御系の機能を維持することが可能である。

 以上のことから，火災が発生した場合でも，当該機能の 2系統

が同時に喪失することはないため独立性を有していると考える。 

・考慮する可燃物については，火災影響評価等の結果から

機器から漏えいした潤滑油（グリース），現場盤，ケー

ブルトレイを選定（第11図）。 

・電線管については基本埋設されており一部の露出部も不

燃材にて閉塞され，かつ難燃ケーブルを用いており

IEEE384に基づく離隔がなされているため，火災が継続し

他区分に影響を及ぼすことは考えにくいことから評価上

の火災源からは除く。ただし，分離対象機器に関する異

区分の露出電線管が同時に火災影響範囲に含まれる場合

は，影響を受けないよう対策を施すものとする。 

・潤滑油の漏えいについては常に状態を監視しており，複

数個所からの大規模漏えいは考えにくいこと，潤滑油は

軸受部等の閉塞した空間に収められており，仮に引火し

たとしても継続した火災は考えにくいことから，機器の

部位における最大保有箇所の10%漏えいを仮定する。 

一方，可燃性ガス濃度制御系のケーブルについては，可

燃性ガス濃度制御系設置エリアで異なる区分毎に電線管に

布設しており，他の区分のケーブルと分離している。また，

電動弁については，駆動部の潤滑油（グリース）等は金属

に覆われていることから，発火した場合においても他の構

築物，系統又は機器において火災を生じさせるおそれは小

さいが，万一，火災によって電動駆動機能が喪失した場合

でも，当該弁を手動操作することで可燃性ガス濃度制御系

の機能を維持することができる。 

以上より，火災によってこれら２系統は同時に喪失する

ことはなく，本機能は独立性を有していると考える。 

第３表 対象機器に関する火炎高さと隔壁の干渉状況 

※１：Thomas の式とHeskestad の式の内，大きな値を記載。

評価対象機器 
機器の 

高さ(m) 

火源 

高さ(m) 

可燃物 

（内包量） 

漏えい火災の

火炎高さ※1 (m) 

火源＋火炎 

高さ(m) 

推定設置 

可能高さ(m) 

可燃性ガス濃度

制御系再結合装

置 
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第 10 図：可燃性ガス濃度制御系の概要 

第 11-1 図：可燃性ガス濃度制御系の配置（6 号炉） 

第 9図 可燃性ガス濃度制御系概要図 

第 10図 可燃性濃度制御系の配置 

第 10図 可燃性ガス濃度制御系の概要 

第11図 可燃性ガス濃度制御系の配置 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

系統構成が異なる 
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第 11-2 図：可燃性ガス濃度制御系の配置（7 号炉） 

⑦ 原子炉制御室非常用換気空調機能

重要度分類指針によると，原子炉制御室非常用換気空調機能

は「中央制御室非常用換気空調系」である。 

中央制御室非常用換気空調系については，同一機能を有する

２系統の中央制御室送・排風機，再循環送風機に対して，火災

防護に係る審査基準に基づき発生防止対策として過電流によ

る過熱防止対策，主要な構造材への不燃性材料の使用，難燃ケ

ーブルの使用，不燃性内装材の使用等の対策を講じていること

から，これらの機器から火災が発生するおそれは小さい。 

また，感知・消火対策として異なる２種類の感知器及び自動

起動の固定式ガス消火設備を設置していることから，これらの

機器を設置する場所で火災が発生しても影響が及ぶおそれは

小さい。 

さらに，中央制御室送排風機，再循環送風機については，一

方の区分で火災が発生した場合でも，火災を感知し消火するま

でもう一方の区分に影響を及ぼさないよう，第 12 図に示すと

おり，中央制御室送排風機，再循環送風機を 1 時間以上の耐

火性能を有する隔壁等で分離する。隔壁については Ss 機能維

持を図るものとし，干渉物等により設置不可能な部分を除 き

対象となる設備を最大限分離するように設置する。 

なお，干渉物等が存在しない箇所については，第 7 図のと

⑦原子炉制御室非常用換気空調機能

原子炉制御室非常用換気空調機能は「非常用換気空調系（中

央制御室換気系）」である。 

中央制御室換気系は，同一機能を有する 2系統のフィルタユ

ニット，空気調和機等に対して，火災防護に係る審査基準に基

づき発生防止対策として，過電流による過熱防止対策，主要な

構造材への不燃性材料の使用等の対策を講じていることから，

これらの機器から火災が発生するおそれは小さい。 

 また，感知・消火対策として異なる 2 種類の感知器及び固定

式消火設備を設置する設計とすることから，これらの機器を設

置する場所で火災が発生しても影響がおよぶおそれは小さい。 

 さらに，フィルタユニット，空気調和機等については，一方

の区分で火災が発生した場合でも，火災を感知し消火するまで

もう一方の区分に影響をおよぼさないように，フィルタユニッ

ト，空気調和機等を 1時間以上の耐火性能を有する隔壁等で分

離する設計とする。隔壁については，Ｓs機能維持を図るもの

とし，干渉物等により設置不可能な部分を除き対象となる設備

を最大限分離するように設置する設計とする。 

⑦ 原子炉制御室非常用空調換気機能

重要度分類指針によると，原子炉制御室非常用空調換気機

能は「中央制御室非常用空調換気系」である。 

中央制御室非常用空調換気系については，同一機能を有す

る２系統の中央制御室送風機，再循環送風機に対して，火災

防護に係る審査基準に基づき発生防止対策として過電流によ

る過熱防止対策，主要な構造材への不燃性材料の使用，難燃

ケーブルの使用，不燃性内装材の使用等の対策を講じている

ことから，これらの機器から火災が発生するおそれは小さい。 

また，感知・消火対策として異なる感知方式の感知器及び

自動起動の固定式ガス消火設備を設置していることから，こ

れらの機器を設置する場所で火災が発生しても影響が及ぶお

それは小さい。 

さらに，中央制御室送風機，再循環送風機については，一

方の区分で火災が発生した場合でも，火災を感知し消火する

までもう一方の区分に影響を及ぼさないよう，第12-２図に示

す通り，中央制御室送風機，再循環送風機を１時間以上の耐

火性能を有する隔壁等で分離する。隔壁についてはＳｓ機能

維持を図るものとし，干渉物等により設置不可能な部分を除

き対象となる設備を最大限分離するように設置する。 

なお，干渉物等が存在しない所については，第７図の通り， ・設備の相違 
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おり，火災影響評価に従って FDTs 評価※によって求めた火災

影響範囲を下回らない隔壁高さ及び幅であることを確認する。

（7 号炉の例を第 4 表に示す） 

※FDTs による火災影響評価では，以下の条件で評価を行う。 

・考慮する可燃物については，火災影響評価等の結果から機器

から漏えいした潤滑油（グリース），現場盤，ケーブルトレ

イを選定（第 12 図）。

・ブロア電線管については基本埋設されており一部の露出部も

不燃材にて閉塞され，かつ難燃ケーブルを用いており

IEEE384に基づく離隔がなされているため，火災が継続し他

区分に影響を及ぼすことは考え にくいことから評価上の火

災源からは除く。ただし，分離対象機器に 関する異区分の

露出電線管が同時に火災影響範囲に含まれる場合は，影響を

受けないよう対策を施すものとする。 

・潤滑油の漏えいについては巡視等で状態を監視しており，複

数個所からの大規模漏えいは考えにくいこと，潤滑油は軸受

部等の閉塞した空間に収められており，仮に引火したとして

も継続した火災は考えにくいことから，機器の部位における

最大保有箇所の10%漏えいを仮定する。 

一方，中央制御室非常用換気空調系のケーブルについては，

当該火災区域内で異なる区分毎に電線管に布設する設計とし

ており，他の区分のケーブルと分離している。また，電動弁に

ついては，駆動部の潤滑油（グリース）等は金属に覆われてい

ることから，発火した場合においても他の構築物，系統又は機

器において火災を生じさせるおそれは小さいが，万一，火災に

よって電動駆動機能が喪失した場合でも，中央制御室の環境が

維持できなくなる（環境温度が設計温度を超える）まで時間的

余裕があることから，消火後に手動で操作するものとする。 

なお，中央制御室非常用換気空調系は，ダクト及び再循環フ

ィルタを異なる安全系区分で共用しているが，ダクトについて

は不燃性材料で構成されていること，再循環フィルタは不燃性

材料で構成された筐体内に設置されているとともに，通常は閉

塞されており，通気する際も中央制御室内の空気が通気するも

 一方，中央制御室換気系のケーブルについては，当該火災区

域内で異なる区分毎に電線管に敷設しており，他の区分のケー

ブルと分離している。また，電動弁については，駆動部の潤滑

油（グリス）等は金属に覆われていることから，発火した場合

においても，他の構築物，系統または機器において火災を生じ

させるおそれは小さいが，万が一，火災により電動駆動機能が

喪失した場合は，当該弁を手動操作することにより中央制御室

換気系の機能が維持することが可能である。 

 なお，静的機器の一部（ダクト）は単一設計としているが，

ダクトについては不燃性材料で構成されており，中央制御室内

の空気が通気するもので発火する要素がないことから，火災に

よる影響がおよぶおそれはない。 

火災影響評価に従ってFDTs評価※によって求めた火災影響範

囲を下回らない隔壁高さ及び幅であることを確認する。（第

４表） 

※：FDTsによる火災影響評価では，以下の条件で評価を行う。 

・考慮する可燃物については，火災影響評価等の結果から機

器から漏えいした潤滑油（グリース），現場盤，ケーブル

トレイを選定（第12-２図）。

・ブロア電線管については基本埋設されており一部の露出部

も不燃材にて閉塞され，かつ難燃ケーブルを用いており

IEEE384に基づく離隔がなされているため，火災が継続し他

区分に影響を及ぼすことは考えにくいことから評価上の火

災源からは除く。ただし，分離対象機器に関する異区分の

露出電線管が同時に火災影響範囲に含まれる場合は，影響

を受けないよう対策を施すものとする。 

・潤滑油の漏えいについては巡視等で状態を監視しており，

複数個所からの大規模漏えいは考えにくいこと，潤滑油は

軸受部等の閉塞した空間に収められており，仮に引火した

としても継続した火災は考えにくいことから，機器の部位

における最大保有箇所の10%漏えいを仮定する。 

一方，中央制御室非常用空調換気系のケーブルについては，

当該火災区域内で異なる区分毎に電線管に布設する設計とし

ており，他の区分のケーブルと分離している。また，空気作

動弁についてはフェイルセーフ設計となっており，火災によ

って空気作動弁の電磁弁のケーブルが損傷した場合，空気作

動弁が「開」又は「閉」動作することから，火災により中央

制御室非常用空調換気系の機能に影響が及ぶおそれはない。

万一，火災によってケーブルが損傷し，電磁弁が無励磁とな

らない場合においても，電磁弁の電源をOFFとすることによっ

て空気作動弁を「開」又は「閉」動作させることができる。 

なお，中央制御室非常用空調換気系は，ダクト及び再循環

フィルタを異なる安全系区分で共用しているが，ダクトにつ

いては不燃性材料で構成されていること，再循環フィルタは

不燃性材料で構成された筐体内に設置されているとともに，

通常は閉塞されており，通気する際も中央制御室内の空気が

【東海第二】 

 島根 2 号炉は，FDTs

評価に基づき，隔壁高さ

等を設定している 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

設備仕様が異なる 
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のであり，発火する要素がないことから，火災による影響が及

ぶおそれはない。 

以上より，火災によって中央制御室非常用換気空調系が機能

喪失することはない。 

第 4 表：対象機器に関する火災高さと隔壁の干渉状況（K7）※1 

 したがって，火災により中央制御室換気系の機能が同時に喪

失することはないため独立性を有していると考える。 

第 11図 非常用換気空調系(中央制御室換気系)概要図 

通気するものであり，発火する要素がないことから，火災に

よる影響が及ぶおそれはない。 

以上より，火災によって中央制御室非常用空調換気系が機

能喪失することはない。 

第４表 対象機器に関する火炎高さと隔壁の干渉状況 

第12-１図 中央制御室空調換気系の概要 

・設備の相違

【東海第二】 

 島根 2 号炉は，FDTs

評価に基づき，隔壁高さ

等を設定している 
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：単一設計箇所 

区分Ⅰ 

区分Ⅱ 

評価対象機器 

機器の 

高さ

(m) 

火源 

高さ(m) 

可燃物 

（内包量） 

漏えい火災の

火炎高さ※1(m) 

火源＋火炎 
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推定設置 

可能高さ(m) 

中央制御室送風

機 

中央制御室非常

用再循環送風機 

※１：Thomas の式と Heskestad の式の内，大きな値を記載。
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第 12-1 図：中央制御室非常用換気空調系の配置図（6 号炉） 

第 12-2 図：中央制御室非常用換気空調系の配置図（7 号炉） 第 12 図 非常用換気空調系(中央制御室換気系)の配置 第12-２図 中央制御室非常用空調換気系の配置 
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⑧ 圧縮空気供給機能

重要度分類指針によると圧縮空気供給機能は「駆動用窒素源

（逃がし安全弁への供給，主蒸気隔離弁への供給）」である。 

駆動用窒素源（アキュムレータ）はそれぞれの逃がし安全弁，

主蒸気隔離弁に個別に設置されている。（第 13 図） 

これら圧縮空気供給機能を有する構築物，系統及び機器のう

ち，逃がし安全弁の駆動用窒素源については，格納容器内に設

置されており，不燃性材料で構成されているため，火災により

本機能に影響が及ぶおそれはない。 

主蒸気隔離弁の駆動用窒素源のうち内側隔離弁は，格納容器

内に設置され，不燃性材料で構成されているため，火災により

本機能に影響が及ぶおそれはない。 

主蒸気隔離弁の駆動用窒素源のうち外側隔離弁については，

フェイル・クローズ設計となっており，火災により当該弁が機

能喪失すると自動で閉止する設計となっている。万一の不動作

を想定しても，格納容器内側に設置する内側隔離弁で主蒸気隔

離機能を確保できることから，主蒸気隔離機能が喪失すること

はない。 

以上より，本機能は火災によって同時に全機能が喪失しない

ことから， 火災が発生した場合でも独立した複数個の機能を

有していると考える。 

⑧圧縮空気供給機能

圧縮空気供給機能は「駆動用窒素源（逃がし安全弁，自動減

圧系，主蒸気隔離弁）」である。 

     駆動用窒素源（アキュームレータ）は各々の逃がし安全弁，

主蒸気隔離弁に個別に設置さている（第 13図）。 

 圧縮空気供給機能を有する機器等のうち，逃がし安全弁用の

駆動用窒素源は原子炉格納容器内に設置され，不燃性材料で構

成されているため，火災によって本機能に影響がおよぶおそれ

はない。 

 主蒸気隔離弁の駆動用窒素源のうち内側隔離弁は，原子炉格

納容器内に設置され，不燃性材料で構成されているため，火災

により圧縮空気供給機能に影響がおよぶおそれはない。 

主蒸気隔離弁の駆動用窒素源のうち外側隔離弁は，フェイ

ル・クローズ設計となっており，火災により当該弁が機能喪失

すると自動で閉止する設計となっている。また，万が一の不動

作を想定しても，原子炉格納容器内側に設置する内側隔離弁で

主蒸気隔離が達成されるため，主蒸気隔離機能が喪失すること

はない。 

     以上のことから，本機能は火災により同時に機能が喪失しな

いことから，独立した複数の機能を有していると考える。 

⑧ 圧縮空気供給機能

重要度分類指針によると，圧縮空気供給機能は「駆動用窒

素源（逃がし安全弁への供給，主蒸気隔離弁への供給）」で

ある。 

駆動用窒素源（アキュムレータ）はそれぞれの逃がし安全

弁，主蒸気隔離弁に個別に設置されている。(第13図) 

これら圧縮空気供給機能を有する構築物，系統及び機器の

うち，逃がし安全弁の駆動用窒素源については，格納容器内

に配置されており，不燃性材料で構成されているため，火災

により本機能に影響が及ぶおそれはない。 

主蒸気隔離弁の駆動用窒素源のうち内側隔離弁は，格納容

器内に設置され，不燃性材料で構成されているため，火災に

より本機能に影響が及ぶおそれはない。 

主蒸気隔離弁の駆動用窒素源のうち外側隔離弁について

は，フェイル・クローズ設計となっており，火災により当該

弁が機能喪失すると自動で閉止する設計となっている。万一

の不動作を想定しても，格納容器内側に設置する内側隔離弁

で主蒸気隔離機能を確保できることから，主蒸気隔離機能が

喪失することはない。 

以上より，本機能は火災によって同時に全機能が喪失しな

いことから，火災が発生した場合でも独立した複数個の機能

を有していると考える。 
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第 13 図：圧縮空気供給機能の概要 

⑨ 原子炉格納容器バウンダリを構成する配管の隔離機能

重要度分類指針によると原子炉格納容器バウンダリを構成

する配管の隔離機能は「原子炉格納容器バウンダリ隔離弁」で

ある。 

原子炉格納容器バウンダリ隔離弁は，JEAC4602-2004「原子

炉冷却材圧力バウンダリ，原子炉格納容器バウンダリの範囲を

定める規程」に基づき設置されており，かつ，設置許可基準規

則 32 条への適合性を有している。（第 14 図） 

これら原子炉格納容器バウンダリ隔離弁については，下記の

第 13図 圧縮空気供給機能の概要 

⑨原子炉格納容器バウンダリを構成する配管の隔離機能

原子炉格納容器バウンダリを構成する配管の隔離機能は「原

子炉格納容器バウンダリ隔離弁」である。 

 原子炉格納容器バウンダリ隔離弁は，JEAC4602-2004「原子

炉冷却材圧力バウンダリ，原子炉格納容器バウンダリの範囲を

定める規程」に基づき設置している。また，設置許可基準規則

第 32条に対する適合性を有している（第 14図）。 

 これら原子炉格納容器バウンダリ隔離弁は，以下の何れかの

第13図 圧縮空気供給機能の概要 

⑨ 原子炉格納容器バウンダリを構成する配管の隔離機能

重要度分類指針によると，原子炉格納容器バウンダリを構

成する配管の隔離機能は「原子炉格納容器バウンダリ隔離弁」

である。 

原子炉格納容器バウンダリ隔離弁は，JEAC4602-2004「原子

炉冷却材圧力バウンダリ，原子炉格納容器バウンダリの範囲

を定める規程」に基づき設置されており，かつ，設置許可基

準規則32条への適合性を有している。(第14図) 

これら原子炉格納容器バウンダリ隔離弁については，下記
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いずれか方針に基づき設置されており，バウンダリ機能は火災

に対する独立性を有していると考える。 

i 原子炉格納容器内外に異なる区分の電動弁又は空気作動

弁を２弁設置 

原子炉格納容器内外で位置的分散が図られており，異なる区

分のケーブル等については，IEEE384 に準じて，離隔，バリア

又はケーブ ルトレイカバーあるいは電線管の使用等により分

離していること， 空気作動弁については原子炉格納容器の隔

離機能を確保するためフ ェイル・クローズ設計，すなわち火

災により当該弁が機能喪失すると自動で閉止する設計となっ

ていることから，火災によって原子炉格納容器内外両方の弁が

同時に機能喪失することはない。 

ii 原子炉格納容器外に異なる区分の電動弁，空気作動弁又

は電磁弁を２弁設置 

原子炉格納容器外に設置されている異なる区分の２つの電

動弁， 空気作動弁又は電磁弁は，空気作動弁・電磁弁につい

ては原子炉格納容器の隔離機能を確保するため，フェイル・ク

ローズ設計，すなわち火災により当該弁が機能喪失すると自動

で閉止する設計となっている。万一の不動作を想定しても，こ

れらの弁は異なる電源区分で多重化され た構成となってお

り，かつ電源設備やケーブルは IEEE384に準じて離隔，バリア

又はケーブルトレイカバーあるいは電線管の使用等により分

離していること，電磁弁の電源を OFF することで隔離弁を閉

止させることができる。電動弁についても，異なる区分のケー

ブル等は IEEE384に準じて，離隔，バリア又はケーブルトレイ

カバーあるいは電線管の使用等により分離している。

以上より，火災によっても多重化された空気作動弁又は電磁

弁が両方とも開動作するおそれは小さく，火災によっても本機

能は維持される。 

iii 原子炉格納容器内又は外に逆止弁を設置 

逆止弁は不燃性材料で構成されているため，火災により逆止

弁の機能に影響が及ぶおそれはない。このため，逆止弁が設置

された系統については，火災により本機能に影響を及ぶおそれ

方針に基づき設置しており，独立性を有していると考える。 

a. 原子炉格納容器内外に異なる区分の電動弁又は空気作動

弁を 2弁設置

 電動弁は原子炉格納容器内外で位置的分散をしており，

異なる区分のケーブルについては，IEEE384 に準じて，離

隔，バリアまたはケーブルトレイあるいは電線管の使用に

より分離していること，空気作動弁については原子炉格納

容器隔離機能を確保するため，フェイル・クローズ設計で

あり，火災により当該弁が機能喪失すると自動で閉止する

設計となっていることから，火災により原子炉格納容器内

外の両方の弁が同時に機能喪失することはない。 

したがって，火災により原子炉格納容器内外の電動弁が

同時に機能喪失することはない。 

b. 原子炉格納容器内外側に異なる区分の電動弁，空気作動弁

または電磁弁を 2弁設置

原子炉格納容器外に設置している異なる区分の 2 つの電

動弁，空気作動弁または電磁弁は，空気作動弁及び電磁弁

は，原子炉格納容器隔離機能を確保するため，フェイル・

クローズ設計であり，火災により当該弁が機能喪失すると

自動で閉止する設計となっている。これらのケーブルは，

IEEE384 に準じて，離隔，バリアまたはケーブルトレイある

いは電線管の使用により分離していること，電磁弁の電源

を切ることで隔離弁を閉止させることができる。電動弁に

ついても，IEEE384 に準じて，離隔，バリアまたはケーブル

トレイあるいは電線管の使用により分離していること。

したがって，火災により空気作動弁又は電磁弁が両方と

も開となるおそれは小さく，火災によっても本機能は維持

される。 

c. 原子炉格納容器内又は外に逆止弁を設置

逆止弁は不燃性材料で構成されている。したがって，火

災により逆止弁の機能に影響がおよぶおそれはなく，火災に

より原子炉格納容器隔離機能に影響がおよぶおそれはない。 

のいずれかの方針に基づき設置されており，バウンダリ機能

は火災に対する独立性を有していると考える。 

ⅰ 原子炉格納容器内外に異なる区分の電動弁又は空気作動

弁を２弁設置 

原子炉格納容器内外で位置的分散が図られており，異なる

区分のケーブル等については，IEEE384に準じて，離隔，バ

リア又はケーブルトレイカバーあるいは電線管の使用等に

より分離していること，空気作動弁については原子炉格納容

器の隔離機能を確保するためフェイル・クローズ設計，すな

わち火災により当該弁が機能喪失すると自動で閉止する設

計となっていることから，火災によって原子炉格納容器内外

両方の弁が同時に機能喪失することはない。 

ⅱ原子炉格納容器外に異なる区分の電動弁，空気作動弁又は

電磁弁を２弁設置 

原子炉格納容器外に設置されている異なる区分の２つの

電動弁，空気作動弁又は電磁弁は，空気作動弁・電磁弁につ

いては原子炉格納容器の隔離機能を確保するため，フェイ

ル・クローズ設計，すなわち火災により当該弁が機能喪失す

ると自動で閉止する設計となっている。万一の不動作を想定

しても，これらの弁は異なる電源区分で多重化された構成と

なっており， かつ電源設備やケーブルはIEEE384に準じて，

離隔，バリア又はケーブルトレイカバーあるいは電線管の使

用等により分離していること，電磁弁の電源をOFFすること

で隔離弁を閉止させることができる。電動弁についても，異

なる区分のケーブル等はIEEE384に準じて，離隔，バリア又

はケーブルトレイカバーあるいは電線管の使用等により分

離している。 

以上より，火災によっても多重化された空気作動弁又は電

磁弁が両方とも開動作するおそれは小さく，火災によっても

本機能は維持される。 

ⅲ 原子炉格納容器内又は外に逆止弁を設置 

逆止弁は不燃性材料で構成されているため，火災により逆

止弁の機能に影響が及ぶおそれはない。このため，逆止弁が

設置された系統については，火災により本機能に影響が及ぶ
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はない。 

iv 原子炉格納容器外で閉ループを構成する系統 

原子炉格納容器外で閉ループを構成する系統については，当

該ループの配管等は不燃性材料で構成されていることから，火

災により本機能に影響が及ぶおそれは小さい。 

以上のことから，火災によって各ラインの配管，隔離弁が全

て機能喪失することはなく，本機能は独立した２種類の機能を

有している。 

第 14 図：原子炉格納容器隔離弁の概要 

⑩ 原子炉停止系に対する作動信号（常用系として作動させる

ものを除く）の 発生機能 

重要度分類指針によると，原子炉停止系に対する作動信号

（常用系と して作動させるものを除く）の発生機能は「原子

e. 原子炉格納容器外で閉ループを構成する系統

  原子炉格納容器外で閉ループを構成する系統は，配管等

が不燃性材料で構成されている。したがって，火災により原

子炉格納容器隔離機能に影響がおよぶおそれはない。 

  以上により，火災により各ラインの配管，隔離弁が全て機能

喪失することはなく，本機能は独立した機能を有している。 

第 14図 原子炉格納容器バウンダリ隔離弁 系統概略図 

⑩原子炉停止系に対する作動信号（常用系として作動させるも

のを除く）の発生機能 

 原子炉停止系に対する作動信号（常用系として作動させるも

のを除く）の発生機能は「原子炉緊急停止の保護回路」である

おそれはない。 

ⅳ 原子炉格納容器外で閉ループを構成する系統 

原子炉格納容器外で閉ループを構成する系統については，

当該ループの配管等は不燃性材料で構成されていることか

ら，火災により本機能に影響が及ぶおそれは小さい。 

以上のことから，火災によって各ラインの配管，隔離弁が

全て機能喪失することはなく，本機能は独立した２種類の機

能を有している。 

第14図 原子炉格納容器隔離弁の概要 

⑩ 原子炉停止系に対する作動信号（常用系として作動させる

ものを除く）の発生機能

重要度分類指針によると，原子炉停止系に対する作動信号

（常用系として作動させるものを除く）の発生機能は「原子
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炉緊急停止の安全保護回路」である。（第 15 図） 

原子炉停止系の安全保護回路は，火災防護に係る審査基準に

基づき発 生防止対策として難燃ケーブルの使用等の対策を講

じているとともに，感知・消火対策として異なる２種類の感知

器及び煙の充満により消火困難となる場所に固定式ガス消火

設備を設置する。 

さらに，安全保護回路はフェイルセーフ設計となっており，

火災によって損傷した場合はトリップ信号が発生すること，万

一誤動作した場合でも，安全保護回路は区分毎に IEEE384 に

準じて離隔バリア又はケーブルトレイカバーあるいは電線管

の使用等により分離して配置していること，現場多重伝送盤は

区分ごとに位置的に分散して配置していること，中央制御室に

設置するトリップ論理回路については区分ごとに別の制御盤

に設置すること，他区分で故障が発生しても影響がないよう信

号の取合いは光伝送により電的に分離していることから，火災

によって複数の区分が同時に誤動作する可能性はきわめて小

さい。（第 16 図） 

以上より，本機能は火災によって同時に全機能が喪失しない

ことから，火災が発生した場合でも独立した複数個の機能を有

していると考える。 

（第 15 図）。 

 原子炉停止系の安全保護回路は，火災審査基準に基づき火災

発生防止対策としてケーブルは電線管に敷設する対策を講じ

ており，感知・消火対策は，異なる 2種類の感知器（中央制御

室においては中央制御盤内に高感度煙感知器を設置）及び消火

器を設置する設計とする。 

さらに，安全保護回路はフェイルセーフ設計としており，火

災によって損傷した場合はトリップ信号が発生すること，万が

一の誤動作については，安全保護回路は，区分毎に離隔バリア

又はケーブルトレイ，或いは電線管の使用等により分離して配

置していること，中央制御室に設置するトリップ論理回路につ

いては，区分ごとに別の制御盤に設置することから，他区分で

故障があった場合の影響がないように電気的に分離している

ことから，火災によって複数の区分が同時に誤動作する可能性

はきわめて小さい（第 16図）。 

したがって，火災により原子炉停止系に対する作動信号の発

生機能が同時に機能喪失しないことから，火災が発生した場合

においても複数の機能を有すると考える。 

炉緊急停止の安全保護回路」である。(第15図) 

原子炉停止系の安全保護回路は，火災防護に係る審査基準

に基づき発生防止対策として難燃ケーブルの使用等の対策を

講じているとともに，感知・消火対策として異なる感知方式

の感知器及び煙の充満により消火困難となる場所に固定式ガ

ス消火設備を設置する。

さらに，安全保護回路はフェイルセーフ設計となっており，

火災によって損傷した場合はトリップ信号が発生すること，

万一，誤動作した場合でも，安全保護回路は区分毎にIEEE384

に準じて，離隔，バリア又はケーブルトレイカバーあるいは

電線管の使用等により分離して配置していること，現場計装

ラックは区分毎に位置的に分散して配置していること，中央

制御室に設置するトリップ論理回路については区分毎に別の

制御盤に設置することから，火災によって複数の区分が同時

に誤動作する可能性はきわめて小さい。(第16図) 

以上より，本機能は火災によって同時に全機能が喪失しな

いことから，火災が発生した場合でも独立した複数個の機能

を有していると考える。 

・設備の相違

【東海第二】 

 島根２号炉は，煙の充

満等により消火困難と

なる場所には，固定式ガ

ス消火設備を設置する

（以下，別添 1 資料 1-

㉚の相違） 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は，光伝送

は使用していない（以

下，別添 1 資料 1-㉛の

相違） 
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第 15 図：原子炉緊急停止の安全保護回路の概要 第 15図 原子炉緊急停止系の安全保護回路概要図 第 15図 原子炉保護系作動信号の概要 ・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

論理回路が異なる 
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第 16 図：原子炉緊急停止の安全保護回路に係る制御盤等の配置 第 16図 原子炉緊急停止系の安全保護回路に係る制御盤の配置 第16図 原子炉停止系に対する作動信号（常用系として作動させ

るものを除く）の発生機能に係る制御盤等の配置 
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⑪ 工学的安全施設に分類される機器若しくは系統に対する作

動信号の発生 機能 

重要度分類指針によると，工学的安全施設に分類される機器

若しくは系統に対する作動信号の発生機能は「非常用炉心冷却

系作動の安全保護回路」 「主蒸気隔離の安全保護回路」「原子

炉格納容器隔離の安全保護回路」 「非常用ガス処理系の安全

保護回路」である。（第 17～20 図） 

これらの安全保護回路のうち，主蒸気隔離の安全保護回路

は，火災防護に係る審査基準に基づき発生防止対策として難燃

ケーブルの使用等の対策を講じているとともに，感知・消火対

策として異なる２種類の感知器及び煙の充満により消火困難

となる場所に固定式ガス消火設備を設置する。 

さらに，安全保護回路はフェイルセーフ設計となっており，

火災によって損傷した場合はトリップ信号が発生すること，万

一，誤動作した場合でも，安全保護回路は区分毎に IEEE384 に

準じて離隔バリア又はケーブルトレイカバーあるいは電線管

の使用等により分離して配置していること，現場多重伝送盤は

区分ごとに位置的に分散して配置していること，中央制御室に

設置するトリップ論理回路については区分ごとに別の制御盤

に設置すること，他区分で故障が発生しても影響がないよう信

号の取合いは光伝送により電気的に分離していることから，火

災によって複数の区分が同時に誤動作する可能性はきわめて

小さい。(第 21 図) 

一方，非常用炉心冷却系作動の安全保護回路，原子炉格納容

器隔離の安全保護回路，非常用ガス処理系の安全保護回路は，

火災防護に係る審査基準に基づき発生防止対策として難燃ケ

ーブルの使用等の対策を講じているとともに，感知・消火対策

として異なる２種類の感知器及び煙の充満により消火困難と

なる場所に固定式ガス消火設備を設置する。 

さらに，安全保護回路は区分ごとに IEEE384 に準じて離隔

バリア又はケーブルトレイカバーあるいは電線管の使用等に

より分離して配置していること，現場多重伝送盤は区分ごとに

位置的に分散して配置していること，中央制御室に設置する作

動回路・トリップ論理回路については区分ごとに別の制御盤に

設置すること，他区分で故障が発生しても影響がないよう信号

の取合いは光伝送により電気的に分離していることから，火災

⑪工学的安全施設に分類される機器若しくは系統に対する作

動信号の発生機能 

 工学的安全施設に分類される機器若しくは系統に対する作

動信号の発生機能は，「非常用炉心冷却系の安全保護回路」「主

蒸気隔離の安全保護回路」「原子炉格納容器隔離の安全保護回

路」「原子炉建屋ガス処理系の安全保護回路」である（第 17～

第 21図）。 

 主蒸気隔離の安全保護回路は，火災防護に係る審査基準に基

づき火災審査基準に基づき火災発生防止対策としてケーブル

は電線管に敷設する対策を講じており，感知・消火対策として

異なる 2種類の感知器（中央制御室においては中央制御盤内に

高感度煙感知器を設置）及び消火器を設置する設計とする。さ

らに，安全保護回路はフェイルセーフ設計としており，火災に

よって損傷した場合はトリップ信号が発生すること，万が一の

誤動作については，安全保護回路は，区分毎に離隔バリア又は

ケーブルトレイ，あるいは電線管の使用等により分離して配置

していること，他区分で故障があった場合の影響がないように

電気的に分離していることから，火災によって複数の区分が同

時に誤動作する可能性はきわめて小さい（第 19図）。 

 非常用炉心冷却系の安全保護回路，原子炉格納容器隔離の安

全保護回路，非常用ガス処理系の安全保護回路は，火災防護に

係る審査基準に基づき火災発生防止対策ケーブルは電線管に

敷設する対策を講じているとともに，感知・消火対策として異

なる 2種類の感知器（中央制御室においては中央制御盤内に高

感度煙感知器を設置）及び消火器を設置している。 

さらに，安全保護回路は，区分毎に離隔バリア又はケーブル

トレイ，あるいは電線管の使用等により分離して配置している

こと，他区分で故障があった場合の影響がないように信電気的

に分離していることから，火災により 2 区分（非常用炉心冷却

系の一部は 3区分のうち 1区分以上）のうち 1区分以上が機能

を維持される。 

⑪ 工学的安全施設に分類される機器若しくは系統に対する作

動信号の発生機能

重要度分類指針によると，工学的安全施設に分類される機

器若しくは系統に対する作動信号の発生機能は「非常用炉心

冷却系作動の安全保護回路」「主蒸気隔離の安全保護回路」

「原子炉格納容器隔離の安全保護回路」「非常用ガス処理系

の安全保護回路」である。(第17図) 

これらの安全保護回路のうち，主蒸気隔離の安全保護回路

は，火災防護に係る審査基準に基づき発生防止対策として難

燃ケーブルの使用等の対策を講じているとともに，感知・消

火対策として異なる感知方式の感知器及び煙の充満により消

火困難となる場所に固定式ガス消火設備を設置する。 

さらに，安全保護回路はフェイルセーフ設計となっており，

火災によって損傷した場合はトリップ信号が発生すること，

万一，誤動作した場合でも，安全保護回路は区分毎にIEEE384

に準じて，離隔，バリア又はケーブルトレイカバーあるいは

電線管の使用等により分離して配置していること，現場計装

ラックは区分毎に位置的に分散して配置していること，中央

制御室に設置するトリップ論理回路については区分毎に別の

制御盤に設置することから，火災によって複数の区分が同時

に誤動作する可能性はきわめて小さい。(第18図) 

一方，非常用炉心冷却系作動の安全保護回路，原子炉格納

容器隔離の安全保護回路，非常用ガス処理系の安全保護回路

は，火災防護に係る審査基準に基づき発生防止対策として難

燃ケーブルの使用等の対策を講じているとともに，感知・消

火対策として異なる感知方式の感知器及び煙の充満により消

火困難となる場所に固定式ガス消火設備を設置する。 

さらに，安全保護回路は区分毎にIEEE384に準じて，離隔，

バリア又はケーブルトレイカバーあるいは電線管の使用等に

より分離して配置していること，現場計装ラックは区分毎に

位置的に分散して配置していること，中央制御室に設置する

作動回路・トリップ論理回路については区分毎に別の制御盤

に設置することから，火災により２区分のうち１区分以上が

機能を維持できる。 

・設備の相違

【東海第二】 

別添 1 資料 1-㉚の相

違 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

別添 1 資料 1-㉛の相

違 

・設備の相違

【東海第二】 

別添 1 資料 1-㉚の相

違 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

論理回路が異なる 
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により４区分のうち２区分以上（非常用ガス処理系にあっては

２区分のうち１区分以上）が機能を維持できる。 

以上より，本機能は火災によって同時に全機能が喪失しない

ことから， 火災が発生した場合でも独立した複数個の機能を

有していると考える。 

第 17 図：非常用炉心冷却系作動の安全保護回路の概要図 

第 18 図：主蒸気隔離の安全保護回路の概要図 

 したがって，本機能は火災により同時に全機能喪失しないこ

とから，火災が発生した場合でも独立した機能を有すると考え

る。 

第 17図 非常用炉心冷却系の安全保護回路 系統概略図 

以上より，本機能は火災によって同時に全機能が喪失しな

いことから，火災が発生した場合でも独立した複数個の機能

を有していると考える。 

第 17図 工学的安全施設作動信号（非常用炉心冷却系作動＜ＬＰ

ＣＳ/ＬＰＣＩ＞）の概要 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

論理回路が異なる 
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第 19 図：原子炉格納容器隔離の安全保護回路の概要図 

第 20 図：非常用ガス処理系の安全保護回路の概要図 

第 18図 非常用炉心冷却系の安全保護回路 系統概略図 

第 19図 主蒸気隔離の安全保護回路 系統概略図 
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第 20 図 原子炉格納容器隔離の安全保護回路 系統概略図 

原子炉建屋ガス処理系(A)作動の安全保護回路 

原子炉建屋ガス処理系(B)作動の安全保護回路 

第 21図 原子炉建屋ガス処理系の安全保護回路 系統概略図 
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第 21 図：工学的安全施設に分類される機器若しくは系統に対す

る作動信号の発生機能に係る制御盤等の配置 

⑫ 事故時の原子炉の停止状態の把握機能

重要度分類指針によると，事故時の原子炉の停止状態の把握

機能は「事故時監視計器の一部（中性子束（起動領域モニタ），

原子炉スクラム用電 磁弁接触器の状態，制御棒位置）」である。

（第 22 図） 

これらの監視計器のうち，中性子束（起動領域モニタ）につ

いては，火災防護対象機器及び火災防護対象ケーブルとして火

災防護に係る審査基準に基づき発生防止対策，感知・消火対策，

火災の影響軽減対策をそれぞれ実施する。 

原子炉スクラム用電磁接触器の状態は，区分毎に盤筐体に収

納し物理的分離を行っているとともに，ケーブルについても区

分毎にIEEE384に準じて位置的に分離して配置していることか

ら，火災によって複数の区分が同時に機能喪失する可能性はき

わめて小さい。また，制御棒位置と原子炉スクラム用電磁弁接

触器の状態を監視するために必要な設備とは，物理的分離を行

第 22 図 工学的安全施設に分類される機器若しくは系統に対する

作動信号の発生機能に係る制御盤の配置 

⑫事故時の原子炉の停止状態の把握機能

事故時の原子炉の停止状態の把握機能は，「中性子束（起動

領域モニタ），原子炉スクラム用電磁弁接触器の状態，制御棒

の位置」である。(第 23図) 

 これらの監視計器のうち，中性子束（起動領域モニタ）は，

火災防護対象機器等として火災防護に係る審査基準に基づき

発生防止対策，感知・消火対策，火災の影響軽減対策をそれぞ

れ実施する設計とする。 

 原子炉スクラム用電磁弁接触器の状態は，盤の筐体内に区分

毎に収納し，物理的分離を行っているとともに，ケーブルにつ

いても区分毎に IEEE384 に準じて位置的に分離して配置して

いることから，火災により複数の区分が同時に機能喪失する可

能性はきわめて小さい。また，制御棒の位置と原子炉スクラム

用電磁弁接触器の状態を監視するために必要な設備とは，物理

第 18図 工学的安全施設に分類される機器若しくは系統に対す

る作動信号の発生機能に係る制御盤等の配置 

⑫ 事故時の原子炉の停止状態の把握機能

重要度分類指針によると，事故時の原子炉の停止状態の把

握機能は「事故時監視計器の一部（中性子束（起動領域モニ

タ），原子炉スクラム用電磁弁接触器の状態，制御棒位置）」

である。(第19図) 

これらの監視計器のうち，中性子束（起動領域モニタ）に

ついては，火災防護対象機器及び火災防護対象ケーブルとし

て火災防護に係る審査基準に基づき発生防止対策，感知・消

火対策，火災の影響軽減対策をそれぞれ実施する。 

原子炉スクラム用電磁接触器の状態は，区分毎に盤筐体に

収納し物理的分離を行っているとともに，ケーブルについて

も区分毎にIEEE384に準じて位置的に分離して配置している

ことから，火災によって複数の区分が同時に機能喪失する可

能性はきわめて小さい。また，制御棒位置と原子炉スクラム

用電磁弁接触器の状態を監視するために必要な設備とは，物
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っている。（第23図）さらに，原子炉スクラム用電磁弁接触器

の状態，制御棒位置は，火災防護に係る審査基準に基づき発生

防止対策として難燃ケーブルの使用等の対策を講じていると

ともに，感知・消火対策として消防法に基づき感知器，消火器

等を設置している。 

以上より，本機能は火災によって同時に全機能が喪失しない

ことから，火災が発生した場合でも独立した複数個の機能を有

していると考える。 

第 22 図：原子炉スクラム用電磁接触器の状態及び制御棒位置の

概要図 

的分離を行っている（第 24 図）。さらに，原子炉スクラム用電

磁弁接触器の状態，制御棒の位置は，火災防護に係る審査基準

に基づき発生防止対策としてケーブルは電線管に敷設する対

策を講じているとともに，感知・消火対策として消防法に基づ

き感知器，消火器等を設置している。 

 したがって，事故時の原子炉の停止状態の把握機能は火災に

より同時に全機能が喪失しないことから，火災が発生した場合

でも独立した複数の機能を有していると考 

える。 

第 23図 原子炉スクラム用電磁接触器の状態及び制御棒の位置の

概要図 

理的分離を行っている。(第20図)さらに，原子炉スクラム用

電磁弁接触器の状態，制御棒位置は，火災防護に係る審査基

準に基づき発生防止対策として難燃ケーブルの使用等の対策

を講じているとともに，感知・消火対策として消防法に基づ

き感知器，消火器等を設置している。 

以上より，本機能は火災によって同時に全機能が喪失しな

いことから，火災が発生した場合でも独立した複数個の機能

を有していると考える。 

第19図 原子炉スクラム用電磁弁接触器の状態及び制御棒位置

の概要 
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第 23 図：原子炉スクラム用電磁接触器の状態及び制御棒位置の

配置 

第 24図 原子炉スクラム用電磁接触器の状態及び制御棒の位置の

配置 

第20図 原子炉スクラム用電磁接触器の状態及び制御棒位置の

配置 
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⑬ 事故時のプラント操作のための情報の把握機能

重要度分類指針によると，事故時のプラント操作のための情

報の把握機能は「事故時監視計器の一部（原子炉圧力，原子炉

水位（広帯域，燃料 域），原子炉格納容器圧力，サプレッショ

ン・チェンバ・プール水温度，原子炉格納容器水素濃度，原子

炉格納容器酸素濃度，放射能監視設備）」 である。 

これらの監視計器のうち，事故時監視計器の一部（原子炉圧

力，原子炉水位（広帯域，燃料域），原子炉格納容器圧力，サ

プレッション・チェンバ・プール水温度，原子炉格納容器水素

濃度については，火災防護対象機器及び火災防護対象ケーブル

として火災防護に係る審査基準に基づき発生防止対策，感知・

消火対策，火災の影響軽減対策をそれぞれ実施する。 

原子炉格納容器酸素濃度，放射能監視設備（気体廃棄物処理

設備エリア排気モニタ）は，検出器を複数設置し，耐火壁によ

り分離する設計とする。また，電路についても IEEE384 に準

じて電線管の使用等により分離して配置していることから，火

災によって複数の区分が同時に機能喪失する可能性はきわめ

て小さい。（第 24，25 図）さらに，火災防護に係る審査基準

に基づき発生防止対策として難燃ケーブルの使用等の対策を

講じている。 

以上より，本機能は火災によって同時に全機能が喪失しない

ことから，火災が発生した場合でも独立した複数個の機能を有

していると考える。 

⑬事故時のプラント操作のための情報の把握機能

事故時のプラント操作のための情報の把握機能は「事故時監

視計器の一部（原子炉圧力，原子炉水位（広帯域，燃料域），

原子炉格納容器圧力，サプレッション・プール水温度，格納容

器内水素濃度，格納容器内酸素濃度，放射能監視設備）」であ

る。 

 こられ監視計器のうち，原子炉圧力，原子炉水位（広帯域，

燃料域），原子炉格納容器圧力，サプレッション・プール水温

度，格納容器内水素濃度については，火災防護対象機器等とし

て火災防護に係る審査基準に基づき火災発生防止対策，感知・

消火対策，火災の影響軽減対策をそれぞれ実施する。 

格納容器内酸素濃度，放射能監視設備(排気筒放射線モニタ)

は，検出器を多重化し位置的分散を図る設計とする。また，電

路についても IEEE384 に準じて電線管の使用等により分離し

て配置する設計とすることから，火災により複数の区分が同時

に機能喪失する可能性はきわめて小さい（第 25図）。さらに，

火災防護に係る審査基準に基づき火災発生防止対策として難

燃ケーブルの使用等の対策を講じる設計とする。 

したがって，火災により複数の区分が同時に機能を喪失する

ことはなく，火災が発生した場合においても，独立した複数の

機能を有していると考える。 

⑬ 事故時のプラント操作のための情報の把握機能

重要度分類指針によると，事故時のプラント操作のための

情報の把握機能は「事故時監視計器の一部（原子炉圧力，原

子炉水位（広帯域，燃料域），原子炉格納容器圧力，サプレ

ッション・プール水温度，原子炉格納容器水素濃度，原子炉

格納容器酸素濃度，放射能監視設備）」である。(第21図) 

これらの監視計器のうち，事故時監視計器の一部（原子炉

圧力，原子炉水位（広帯域，燃料域），原子炉格納容器圧力，

サプレッション・プール水温度，原子炉格納容器水素濃度）

については，火災防護対象機器及び火災防護対象ケーブルと

して火災防護に係る審査基準に基づき発生防止対策，感知・

消火対策，火災の影響軽減対策をそれぞれ実施する。 

原子炉格納容器酸素濃度，放射能監視設備（排気筒モニタ）

は，検出器を多重化し，位置的分散を図っている。また，電

路についてもIEEE384に準じて電線管の使用等により分離し

て配置していることから，火災によって複数の区分が同時に

機能喪失する可能性はきわめて小さい。(第22図)さらに，火

災防護に係る審査基準に基づき発生防止対策として難燃ケー

ブルの使用等の対策を講じている。 

以上より，本機能は火災によって同時に全機能が喪失しな

いことから，火災が発生した場合でも独立した複数個の機能

を有していると考える。 

第21図 原子炉格納容器水素濃度及び酸素濃度の概要 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

対象設備が異なる 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

 位置的分散を図る設

計としている 
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第 24 図：格納容器酸素濃度の配置 

第 25 図：気体廃棄物処理設備エリア排気モニタの配置 第 25図 格納容器内酸素濃度の設置位置 第22図 原子炉格納容器水素濃度及び原子炉格納容器酸素濃度

の配置 
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参考資料４ 

柏崎刈羽原子力発電所 ６号及び７号炉における 

水密扉の止水機能に対する火災影響について 

参考資料４ 

参考資料４ 

東海第二発電所における水密扉の止水機能 

に対する火災影響について 

参考資料４ 

島根原子力発電所２号炉における 

水密扉の止水機能に対する火災影響について 
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参考資料４ 

柏崎刈羽原子力発電所 ６号及び７号炉における 

水密扉の止水機能に対する火災影響について 

1．概要

水密扉については，溢水発生時に安全機能を有する機器を防護

することを目的として設置されている。しかしながら，水密扉の

パッキンが難燃性であることから，火災時には止水機能の低下の

おそれがある。これに対して「火災防護に係る審査基準 2.2.3」

の（参考）では火災時に考慮する消火用水供給系統からの放水に

よる溢水が想定されることが求められているため，火災発生の状

況と消火活動において放水される溢水に対して安全機能が確保

されていることが必要となる。火災については単一火災と地震随

伴火災が想定されることを踏まえ，水密扉が設置された箇所を整

理し，安全機能への影響を評価する。 

2．水密扉の設置箇所と火災発生時の影響について 

水密扉については火災防護の観点からは，以下の区域の境界に

設置される。 

①固定式消火設備が設置された安全機能を有する火災区域

②可燃物量の評価により固定式消火設備の対象から除いた安

全機能を有する火災区域

③安全機能を有しない火災区域（屋外を含む）

2.1．単一火災 

単一火災においては上記のいずれの区域からも火災の発生

が想定される。対して，消火活動における消火用水供給系統か

らの放水による溢水に関して，内部溢水影響評価ガイドでは，

消火栓による消火活動が想定される場合について溢水を想定

することとしている。①固定式消火設備を設置した火災区域の

境界については，速やかに固定式消火設備により消火がなされ

消火栓による消火活動は想定されない。また，②可燃物量の評

価により固定式消火設備の対象から除いた安全機能を有する

火災区域の境界においては，可燃物量が少量であり，いずれも

金属製筐体や電線管に覆われ，大規模火災の発生や煙の大量発

参考資料４ 

東海第二発電所における 

水密扉の止水機能に対する火災影響について 

1．概要

水密扉は，溢水発生時に安全機能を有する機器を防護するこ

とを目的とし設置している。一方，水密扉のパッキンは難燃性

であるため，火災時に止水機能が低下するおそれがある。これ

について，「火災防護に係る審査基準 2.2.3」の（参考）におい

ては，建屋内の消火活動のために設置される消火栓から放水さ

れる溢水に対して安全機能が確保されていることが必要とな

る。火災は，単一火災と地震随伴火災が想定されることを踏ま

え，水密扉が設置された箇所を整理し，安全機能への影響を評

価する。

2．水密扉の設置箇所と火災発生時の影響 

 火災防護の観点から，水密扉の設置箇所を確認した結果，以

下の区域の境界に設置されている。 

①固定式消火設備を設置する安全機能を有する火災区域

②現場確認により固定式消火設備の対象から除いた安全機

能を有する火災区域

③安全機能を有しない火災区域

2.1 単一火災 

 単一火災は，上記 2.①②③のいずれの区域においても火災の

発生が想定される。一方，消火活動における消火水系からの放

水による溢水に関し，内部溢水影響評価ガイドでは，消火栓に

よる消火活動は想定される場合は，溢水を想定することとして

いる。 

①固定式消火設備を設置した火災区域の境界は，速やかに固

定式消火設備により消火を実施するため，基本的には消火栓

による消火活動に期待しない。また，②現場確認により固定

式消火設備の対象から除いた安全機能を有する火災区域の

境界は，可燃物量が少なく，金属製の筐体や電線管に覆われ

参考資料４ 

島根原子力発電所２号炉における 

水密扉の止水機能に対する火災影響について 

1．概要

水密扉については，溢水発生時に安全機能を有する機器を防護

することを目的として設置されている。しかしながら，水密扉の

パッキンが難燃性であることから，火災時には止水機能の低下の

おそれがある。これに対して「火災防護に係る審査基準 2.2.3」

の（参考）では火災時に考慮する消火用水供給系統からの放水に

よる溢水が想定されることが求められているため，火災発生の状

況と消火活動において放水される溢水に対して安全機能が確保

されていることが必要となる。火災については単一火災と地震随

伴火災が想定されることを踏まえ，水密扉が設置された箇所を整

理し，安全機能への影響を評価する。 

2．水密扉の設置箇所と火災発生時の影響について 

水密扉については火災防護の観点からは，以下の区域の境界に

設置される。 

①固定式消火設備が設置された安全機能を有する火災区域

②可燃物量の評価により固定式消火設備の対象から除いた安

全機能を有する火災区域

③安全機能を有しない火災区域（屋外を含む）

2.1．単一火災 

単一火災においては上記のいずれの区域からも火災の発生

が想定される。対して，消火活動における消火用水供給系統か

らの放水による溢水に関して，内部溢水影響評価ガイドでは，

消火栓による消火活動が想定される場合について溢水を想定

することとしている。①固定式消火設備を設置した火災区域の

境界については，速やかに固定式消火設備により消火がなされ

消火栓による消火活動は想定されない。また，②可燃物量の評

価により固定式消火設備の対象から除いた安全機能を有する

火災区域の境界においては，可燃物量が少量であり，いずれも

金属製筐体や電線管に覆われ，大規模火災の発生や煙の大量発
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生が考えにくいことから，十分な量の消火器による消火活動を

行う設計であるため，消火栓による消火活動は想定しない。よ

って，火災時においても消火水による溢水は想定されず，溢水

防護への影響は生じない。これらに対して，③安全機能を有し

ない火災区域の境界については消火栓による消火活動が想定

されることから，火災発生区域の水密扉を含めた止水機能が 

喪失した状態で消火活動に伴う放水による溢水と安全機能へ

の影響の有無を評価した。評価の結果，水密扉からの消火水の

溢水により安全機能へ影響を及ぼす区域はないことを確認し

ている。 

よって，以上から単一火災において消火活動時の消火水によ

る溢水に対して水密扉の機能が要求されるものはない。 

2.2．地震随伴火災 

地震随伴火災としては耐震 B，C クラス機器の破損による火

災が想定される。出火源となる耐震 B，C クラス機器について

は安全機能を有する火災区域に設置されたもののほかに安全

機能を有していない火災区域に設置されたものを含めて，隣接

する火災区域への温度影響を評価した上で安全機能を有する

火災区域に対して影響を及ぼすものは耐震性を確保する設計

とする。これにより地震随伴火災の発生と隣接区域への影響を

防止するとともに安全機能を有する火災区域で，万一，耐震 B，

C クラス機器の破損による火災が発生した場合であっても，固

定式消火設備が設置された火災区域では速やかに消火がなさ

れること，固定式消火設備の設置対象から除いた安全機能を有

する火災区域に設置された耐震 B，C クラス機器は可燃物量が

少なく，消火器により速やかな消火が可能であることから，地

震随伴火災により①，②に示した安全機能を有する火災区域で

水密扉の機能が喪失することはない。 

よって，水密扉の防護機能並びに安全機能に影響を及ぼす地

震随伴火災は生じない。 

3．消火設備の破損，誤動作又は誤操作について 

火災防護に係る審査基準 2.2.3 においては消火活動時の消火

水の溢水のほかに消火設備の破損，誤動作又は誤操作について内

部溢水影響評価ガイドに沿って評価することが求められている。

ていることから，消火器による消火活動を行う設計であるた

め，基本的には，消火栓による消火活動は期待していない。

しかしながら，①，②において消火栓の使用は考慮する必要

があることから溢水による影響の有無を評価した。その結

果，溢水防護への影響は生じない。③安全機能を有しない火

災区域の境界については，消火栓による消火活動が想定され

ることから，消火活動に伴う放水による溢水により安全機能

への影響の有無を評価した。評価の結果，安全機能へ影響を

およぼす区域はないことを確認している。 

2.2 地震随伴火災 

 地震随伴による火災は，耐震Ｂ，Ｃクラス機器の破損による

火災が想定される。出火源となる耐震Ｂ，Ｃクラス機器につい

ては安全機能を有する火災区域に設置されたものの他に，安全

機能を有していない火災区域に設置されたものを含めて，隣接

する火災区域への温度影響を評価した上で，安全機能を有する

火災区域に対して影響をおよぼすものは耐震性を確保する設計

とする。これにより，火災の発生と隣接区域への影響を防止す

るとともに安全機能を有する火災区域で，万が一，耐震Ｂ，Ｃ

クラス機器の破損によって火災が発生した場合であっても，固

定式消火設備が設置された火災は速やかに消火を実施するこ

と，固定式消火設備を設置する対象から除いた安全機能を有す

る火災区域に設置された耐震Ｂ，Ｃクラス機器は，可燃物量が

少なく，消火器により速やかに消火することから，地震随伴に

よる火災により①，②の安全機能を有する火災区域で水密扉の

機能が喪失することはない。 

3.消火設備の破損，誤動作又は誤操作について

 「火災防護に係る審査基準 2.2.3」の(参考)においては，消

火活動時の消火水の溢水の他に，消火設備の破損，誤動作又は

誤操作を踏まえ内部溢水影響評価ガイドにより確認することが

生が考えにくいことから，十分な量の消火器による消火活動を

行う設計であるため，消火栓による消火活動は想定しない。よ

って，火災時においても消火水による溢水は想定されず，溢水

防護への影響は生じない。これらに対して，③安全機能を有し

ない火災区域の境界については消火栓による消火活動が想定

されることから，火災発生区域の水密扉を含めた止水機能が喪

失した状態で消火活動に伴う放水による溢水と安全機能への

影響の有無を評価した。評価の結果，水密扉からの消火水の溢

水により安全機能へ影響を及ぼす区域はないことを確認して

いる。 

よって，以上から単一火災において消火活動時の消火水によ

る溢水に対して水密扉の機能が要求されるものはない。 

2.2．地震随伴火災 

地震随伴火災としては耐震Ｂ，Ｃクラス機器の破損による火

災が想定される。出火源となる耐震Ｂ，Ｃクラス機器について

は安全機能を有する火災区域に設置されたものの他に安全機

能を有していない火災区域に設置されたものを含めて，隣接す

る火災区域への温度影響を評価した上で安全機能を有する火

災区域に対して影響を及ぼすものは耐震性を確保する設計と

する。これにより地震随伴火災の発生と隣接区域への影響を防

止するとともに安全機能を有する火災区域で，万一，耐震Ｂ，

Ｃクラス機器の破損による火災が発生した場合であっても，固

定式消火設備が設置された火災区域では速やかに消火がなさ

れること，固定式消火設備の設置対象から除いた安全機能を有

する火災区域に設置された耐震Ｂ，Ｃクラス機器は可燃物量が

少なく，消火器により速やかな消火が可能であることから，地

震随伴火災により①，②に示した安全機能を有する火災区域で

水密扉の機能が喪失することはない。 

よって，水密扉の防護機能並びに安全機能に影響を及ぼす地

震随伴火災は生じない。 

3．消火設備の破損，誤動作又は誤操作について 

「火災防護に係る審査基準 2.2.3」の(参考)においては消火活

動時の消火水の溢水の他に消火設備の破損，誤動作又は誤操作に

ついて内部溢水影響評価ガイドにより確認することが求められ
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内部溢水影響評価ガイドにおいては，想定破損に対して他設備の

健全性を仮定していること，また，誤動作，誤操作については消

火栓の元弁が手動弁であることから現場での意図した人為的な

行為を除き，原因や状況が特定されない偶発的な事象であると考

えられ，これらも想定破損と同様の考え方と考えられることか

ら，水密扉によりこれらの溢水から安全機能を防護可能である。

なお，消火設備の破損については地震による破損も考えられる

が，2.2.に示すとおり，安全機能を有する火災区域に影響が考え

られる耐震 B，C クラス機器については耐震性の確保により地震

随伴火災の発生防止を図っていることから，水密扉の防護機能は

保たれ，消火水配管の破損に伴う溢水によって安全機能への影響

は生じない。 

4．まとめ 

火災区域毎の境界の水密扉と各火災並びに溢水について，安全

機能への影響の有無を以下の第１表に整理する。 

水密扉については単一火災並びに地震随伴火災による火災と

その際の消火活動に伴う放水による溢水に対して，安全機能を損

なうものではない。 

第１表：水密扉と設置状況と各火災並びに溢水に対する影響一覧 

求められている。内部溢水影響評価ガイドでは，想定破損に対

し他設備の健全性を仮定していること，誤動作，誤操作は消火

栓の元弁が手動弁であることから，現場での意図した操作を除

き，原因や状況が特定されない事象であると考えられ，これら

も想定破損の同様な考え方と言えることから，水密扉により溢

水から安全機能を防護可能である。なお，消火設備の破損につ

いては地震による破損も考えられるが，2.2「地震随伴火災」に

記載したとおり，安全機能を有する火災区域に影響が考えられ

る耐震 B，Cクラス機器については耐震性を確保することによ

り，発生防止を図っていることから，水密扉の機能は確保され，

配管破損に伴う溢水により安全機能への影響は生じない。 

4.まとめ

 火災区域毎の境界の水密扉と，各火災並びに溢水について，

安全機能への影響の有無を以下の第 1表に整理する。 

 水密扉については，単一火災並びに地震随伴火災による火災

とその際の消火活動に対する溢水に対して，安全機能を損なう

ものではない。 

第 1表 水密扉と設置状況と各火災並びに溢水に対する影響一覧 

ている。内部溢水影響評価ガイドにおいては，想定破損に対して

他設備の健全性を仮定していること，また，誤動作，誤操作につ

いては消火栓の元弁が手動弁であることから現場での意図した

人為的な行為を除き，原因や状況が特定されない偶発的な事象で

あると考えられ，これらも想定破損と同様の考え方と考えられる

ことから，水密扉によりこれらの溢水から安全機能を防護可能で

ある。なお，消火設備の破損については地震による破損も考えら

れるが，2.2.に示すとおり，安全機能を有する火災区域に影響が

考えられる耐震Ｂ，Ｃクラス機器については耐震性の確保により

地震随伴火災の発生防止を図っていることから，水密扉の防護機

能は保たれ，消火水配管の破損に伴う溢水によって安全機能への

影響は生じない。 

4．まとめ 

火災区域毎の境界の水密扉と各火災並びに溢水について，安全

機能への影響の有無を以下の第１表に整理する。 

水密扉については単一火災並びに地震随伴火災による火災と

その際の消火活動に伴う放水による溢水に対して，安全機能を損

なうものではない。 

第１表 水密扉の設置状況と各火災並びに溢水に対する影響一

覧 
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参考資料５ 

柏崎刈羽原子力発電所 6 号及び 7 号炉における 

配管フランジパッキンの火災影響について 

参考資料５ 

東海第二発電所における配管フランジパッキンの 

火災影響について 

参考資料５ 

島根原子力発電所２号炉における 

配管フランジパッキンの火災影響について 
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参考資料５ 

柏崎刈羽原子力発電所 6 号及び 7 号炉における 

配管フランジパッキンの火災影響について 

1．概要

柏崎刈羽原子力発電所6 号及び 7 号炉の火災防護対象機器

の選定において不燃性材料である金属製の配管，タンク，手動

弁，逆止弁等については火災によっても安全機能に影響を及ぼ

さないものと整理している。 

しかしながら，配管フランジや弁ボンネットフランジについ

ては，漏えい防止のため不燃性ではないパッキン類が取り付け

られていることから，燃焼試験により火災影響について評価を

行った。 

2．燃焼試験 

2.1．試験体の選定 

プラント内で安全機能を有する系統で使用されているパッ

キンについては耐熱性の高い黒鉛系のパッキン並びに補機冷

却系等の一部の低温配管フランジには黒鉛系パッキンに比べ

耐熱性に劣るシートパッキン，海水系の配管フランジではゴム

パッキンを使用している。 

よって，熱影響を考慮する必要があると考えられるシートパ

ッキン，ゴムパッキンについて以下の代表品を用いて燃焼試験

を実施する。 

試験に当たっては体積が小さく入熱による温度影響を受け

やすい小径配管を模擬する。 

第１表：試験体とするパッキンの仕様 

参考資料５ 

東海第二発電所における配管フランジパッキンの火災影響につい

て 

１.概要

東海第二発電所の火災防護対象機器の選定においては，不燃性

材料である金属製の配管，タンク，手動弁，逆止弁等については

火災により安全機能に影響がおよぼさないものと整理している。 

これらのうち，配管フランジや，弁のフランジについては，内包

するものの漏えいを防止するために，不燃性でないパッキン類が

取り付けられていることから，燃焼試験により火災影響を確認し

た。 

2.燃焼試験

2.1 試験体の選定 

 安全機能を有する系統で使用されているパッキンは，耐熱性の

高い黒鉛系パッキン，低温配管などに用いられるシートパッキン

(黒鉛系パッキンと比較し耐熱性が落ちる)，ゴムパッキンを使用

している。 

したがって，熱影響を考慮する必要があると考えられるシート

パッキン，ゴムパッキンについて以下の代表品を用いて燃焼試験

を行う。 

試験においては，体積が小さく入熱による温度影響を受けやす

い小口径の配管を模擬する。 

第 1表 試験体(パッキン)の仕様 

参考資料５ 

島根原子力発電所２号炉における 

配管フランジパッキンの火災影響について 

1. 概要

島根原子力発電所２号炉の火災防護対象機器の選定において，

不燃性材料である金属製の配管，タンク，手動弁，逆止弁等につ

いては，火災によっても安全機能に影響を及ぼさないものと整理

している。 

しかしながら，配管フランジや弁ボンネットフランジについて

は，漏えい防止のため，不燃性ではないパッキン類が取り付けら

れていることから，燃焼試験により火災影響について評価を行っ

た。 

2. 燃焼試験

2.1. 試験体の選定 

  プラント内で安全機能を有する系統で使用されているパッキ

ンについては，耐熱性の高い黒鉛系のパッキン並びに補機冷却

系等の一部の低温配管フランジには黒鉛系パッキンに比べ耐

熱性の劣るシートパッキン，海水系の配管フランジでは，ゴム

パッキンを使用している。 

  よって，熱影響を考慮する必要があると考えられるシートパ

ッキン，ゴムパッキンについて以下の代表品を用いて燃焼試験

を実施する。 

  試験にあたっては体積が小さく入熱による温度影響を受けや

すい小径配管を模擬する。 

第１表 試験体とするパッキンの仕様 

名称 サイズ 使用温度 厚さ 

25A -100℃～183℃ 1.5t 

25A -30℃～120℃ 3.0t 
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2.2．試験方法・判定基準 

試験についてはフランジ部にパッキンを取り付けた状態を

模擬して，パッキンの直下からバーナーによる直接加熱を 3 

時間実施する。 

加熱後，シート面の外観確認と燃焼によるパッキンの構成成

分の酸化消失の有無を確認するため，熱重量測定を行い加熱前

後で比較する。 

また，1.0 MPa にて 10 分間の耐圧試験により漏えいがない

ことを確認する。 

加熱試験の概要を第１図，試験体の加熱前後の状況を第２

図，熱重量測定の測定箇所を第３図に示す。 

第１図 加熱試験の概要 

2.2 試験方法・判定基準 

 試験は，フランジ部にパッキンを取り付けた状態を模擬して，

パッキンの直下からバーナーによる直接加熱を 3時間実施する。 

加熱後，シート面の外観確認と燃焼によるパッキンの構成成分

の酸化消失の有無を確認するため，熱重量測定を行い加熱前後で

比較する。 

また，1.0MPa にて 10分間の耐圧試験により漏えいが無いことを

確認する。 

 加熱試験の概要を第 1図，試験体の加熱前後の状況を第 2図，

熱重量測定の測定箇所を第 3図に示す。 

第 1図 加熱試験の概要 

2.2. 試験方法・判定基準 

  試験についてはフランジ部にパッキンを取り付けた状態を模

擬して，パッキンの直下からバーナーにより直接加熱を３時間

実施する。 

加熱後，シート面の外観確認と燃焼によるパッキンの構成成

分の酸化消失の有無を確認するため，熱重量測定を行い，加熱

前後で比較する。 

また，1.0MPa にて 10 分間の耐圧試験により，漏えいの無い

ことを確認する。 

  加熱試験の概要を第１図，試験体の加熱前後の状況を第２図，

熱重量測定の測定箇所を第３図に示す。 

第１図 加熱試験の概要 
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第２図 試験体の加熱状況 

第３図 熱重量測定の測定箇所 

2.3．試験結果 

2.3.1．汎用非石綿ジョイントシートの試験結果 

各試験について試験結果を以下の第２表に示す。 

第２表 汎用非石綿ジョイントシート試験結果 

第 2図 試験体の加熱状況 

第 3図 熱定量測定の測定箇所 

2.3 試験結果 

2.3.1 の試験結果 

各試験について試験結果を以下の第 2表に示す。 

第 2表 試験結果 

第２図 試験体の加熱状況 

第３図 熱重量測定の測定箇所 

2.3. 試験結果 

2.3.1. 汎用非石綿ジョイントシートの試験結果 

 各試験について，試験結果を以下の第２表に示す。 

第２表 汎用非石綿ジョイントシート試験結果 

試験体 汎用非石綿ジョイントシート ゴム打ち抜きガスケット 

加熱中 

加熱後 

（下面） 

試料採取箇所（圧縮部内径側） 

試料採取箇所（圧縮部） 

平面 断面（拡大図） 
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第４図に示すとおり，外観確認においてはシート面に変化は

見られなかった。 

また，熱重量測定について測定結果を第５図に示す。加熱の

前後で変化が見られないことから，ガスケット内部の構成成分

に焼失等の影響はなく，健全性を維持できることを確認した。 

耐圧試験時にも漏えいは確認されなかった。 

第４図 加熱前後の試験体シート面（汎用非石綿ジョイントシー

ト） 

第５図 熱重量測定結果（汎用非石綿ジョイントシート） 

第 4 図に示すとおり，外観確認においてはシート面に変化は見

られなかった。 

また，熱重量測定について測定結果を第 5 図に示す。加熱の前

後で変化が見られないことから，ガスケット内部の構成成分に焼

失等の影響はなく，健全性を維持できることを確認した。 

耐圧試験時にも漏えいは確認されなかった。 

第 4図 加熱前後の試験体シート面(汎用非石綿ジョントシート) 

第 5 図 熱定量測定結果（汎用非石綿ジョイントシート） 

第４図に示すとおり，外観確認においてはシート面に変化は見

られなかった。 

また，熱重量測定について測定結果を第５図に示す。加熱の前

後で変化が見られないことから，ガスケット内部の構成成分に焼

失等の影響はなく，健全性を維持できることを確認した。 

耐圧試験時にも漏えいは確認されなかった。 

第４図 加熱前後の試験体シート面（汎用非石綿ジョイントシー

ト） 

第５図 熱重量測定結果（汎用非石綿ジョイントシート） 

表 裏 

試験前 

試験後 

上 

上 上 

上 

下 

下 下 

下 

462



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所２号炉 備考 

2.3.2．ゴム打ち抜きガスケットの試験結果 

各試験について試験結果を以下の第３表に示す。 

第３表 ゴム打ち抜きガスケット試験結果 

第６図に示すとおり，外観確認においては加熱側になる下部

の縁沿いに焦げ跡が確認されたが，シート面に変化は見られな

かった。 

また，熱重量測定について測定結果を第７図に示す。加熱の

前後で変化が見られないことから，ガスケット内部の構成成分

に焼失等の影響はなく，健全性を維持できること を確認した。 

耐圧試験時にも漏えいは確認されなかった。 

第６図 加熱前後の試験体シート面（ゴム打ち抜きガスケット） 

2.3.2 の試験結果 

各試験について試験結果を以下の第 3表に示す。 

第 3表 試験結果 

第 6図に示すとおり，外観確認においては加熱側になる下部の

縁沿いに焦げ跡が確認されたが，シート面に変化は見られなかっ

た。 

また，熱重量測定について測定結果を第 7図に示す。加熱前後

で変化が確認されないことから，ガスケット内部の構成成分に焼

失等の影響はなく，健全性を維持できることを確認した。 

耐圧試験時にも漏えいは確認されなかった。 

第 6図 加熱前後の試験体シート面(ゴム抜き打ちガスケット) 

2.3.2. ゴム打ち抜きガスケットの試験結果 

 各試験について試験結果を以下の第３表に示す。 

第３表 ゴム打ち抜きガスケット試験結果 

第６図に示すとおり，外観確認においては加熱側になる

下部の縁沿いに焦げ跡が確認されたが，シート面に変化は

見られなかった。 

また，熱重量測定について測定結果を第７図に示す。加

熱の前後で変化が見られないことから，ガスケット内部の

構成成分に焼失等の影響はなく，健全性を維持できること

を確認した。 

耐圧試験時にも漏えいは確認されなかった。 

第６図 加熱前後の試験体シート面（ゴム打ち抜きガスケット） 

試験体 シート面外観確認 熱重量測定 耐圧試験 

ゴム打ち抜きガスケット 異常なし 変化なし 漏えいなし 

表 裏 

試験前 

試験後 

上 

下 

上 

下 

上 

下 

上 

下 
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第７図 熱重量測定結果（ゴム打ち抜きガスケット） 

3．まとめ 

以上の試験により，液体を内包する配管フランジに使用する

熱影響に弱いパッキンについて3 時間の直接加熱に対しても配

管系からの放熱並びに内部流体による熱除去によって熱影響に

よる機能喪失が生じないことを確認した。これらより高い耐熱

性を有する黒鉛系パッキンについても熱影響に対して同等以上

の性能を有するものである。 

第 7図 熱定量測定結果(ゴム抜き打ちガスケット) 

3.まとめ

以上の試験により，液体を内包する配管フランジに使用する熱

影響に弱いパッキンについて 3 時間の直接加熱に対しても配管径

からの放熱ならびに内部流体による熱除去により熱影響による機

能喪失が生じないことを確認した。これらより高い耐熱性を有す

る黒鉛系パッキンについても熱影響に対して同等以上の性能を有

するものである。 

第７図 熱重量測定結果（ゴム打ち抜きガスケット） 

3. まとめ

以上の試験により，液体を内包する配管フランジに使用する

熱影響に弱いパッキンについて３時間の直接加熱に対しても配

管系からの放熱並びに内部流体による熱除去によって熱影響に

よる機能喪失が生じないことを確認した。これらより高い耐熱

性を有する黒鉛系パッキンについても熱影響に対して同等以上

の性能を有するものである。 
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参考資料６ 

海水ポンプ室における 

火災防護対策について 

・設備の相違

【東海第二】 

島根２号炉の海水ポ

ンプエリアについては，

火災防護審査基準に基

づく対策を実施してい

る 
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参考資料 6 

海水ポンプ室における火災防護対策について 

1.はじめに

屋外に設置された海水ポンプ室は，安全機能を有する構築

物，系統及び機器において選定する機器を設置する区域とし

て，他の区域と分離して火災防護対策を実施するために，火

災区域として選定する。 

原子炉の安全停止に必要な機能を達成するための系統とし

て，残留熱除去系海水系，非常用ディーゼル発電機海水系を

抽出し，以下の通り火災防護対策を行う。ただし，火災の影

響を受けない不燃性材料で構成され，火災の影響がない配管，

手動弁，逆止弁及びタンクについては除外する。 

2.火災区域の設定

海水ポンプ室の火災区域は，区分Ⅰのポンプ，ストレーナ

及び区分Ⅱ・Ⅲのポンプ，ストレーナをそれぞれ設置するエ

リア並びに区分Ⅰの屋外配管・電路が敷設されるエリアで構

成されている。 

3.火災の発生防止

海水ポンプ室に設置される安全機能を有する構築物，系統

及び機器に使用するケーブルには，難燃ケーブルを使用する

設計とする。 

4.火災感知設備

海水ポンプ室（区分Ⅰポンプ，区分Ⅱ・Ⅲポンプの設置エ

リア）は，煙が周囲に拡散し煙感知器による火災感知は困難

であること及び降水等の侵入により火災感知器の故障が想定

される。 

このため，ポンプを設置するエリアは，審査基準に適合す

るため，固有の信号を発する異なる種類の感知器として，ア

ナログ式の屋外仕様の熱感知カメラ及び非アナログ式の屋外

仕様の炎感知器を設置する設計とする。 

不燃性材料である金属により構成される配管等が敷設され
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るエリア（区分Ⅰストレーナ，区分Ⅱ・Ⅲストレーナのそれ

ぞれ設置エリア及び区分Ⅰ屋外配管・電路の敷設エリア）は，

火災により影響を受けないことから，消防法又は建築基準法

に基づく火災感知器を設置する設計とする。 

5.消火設備

海水ポンプ室は，煙の充満により消火活動が困難とならな

いことから，消火器又は移動式消火設備で消火を行う設計と

する。 

また，可燃物が少ないエリアについては，消火器で消火を

行う設計とする。 

6.影響軽減

原子炉の高温停止及び低温停止に係る安全機能を有する構

築物，系統及び機器における「その相互の系統分離」を行う

際には，単一火災の発生により，相互に分離された安全区分

のすべての安全機能が喪失することのないよう，安全区分Ⅰ

と安全区分Ⅱ・Ⅲの境界を分離する。 

分離は，3時間以上の耐火能力を有する耐火壁として，3時

間耐火に設計上必要なコンクリート壁厚である 150mm 以上の

壁厚を有するコンクリート壁により隣接する他の火災区域と

分離するように設定する。海水ポンプ室の分離を第 1 図に示

す。 

第 1図 火災区域の配置を明示した図面（海水ポンプ室） 
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まとめ資料比較表 〔第８条 火災による損傷の防止 別添１資料２〕 

柏崎刈羽原子力発電所 6／7 号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 2 号炉 備考 

 

 

 

 

実線・・設備運用又は体制等の相違（設計方針の相違） 

波線・・記載表現，設備名称の相違（実質的な相違なし） 

相違No. 相違理由

別添1資料2-① 島根２号炉では，Ｂ－原子炉補機冷却系ポンプ室冷却機の分離状況を踏まえ，当該冷却機について個別に評価を実施している

　比較表において，相違理由を類型化したものについて以下にまとめて記載する。下記以外の相違については，備考欄に相違理由を記載する。
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資料２ 

柏崎刈羽原子力発電所 ６号及び７号炉における 

原子炉の安全停止に必要な機器の選定について 

資料２ 

東海第二発電所における 

原子炉の安全停止に必要な機器の選定について 

資料２ 

島根原子力発電所２号炉における 

原子炉の安全停止に必要な機器の選定について 
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炉の安全停止に必要な機能を達成するための系統 
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【東海第二】 

島根２号炉では，試験

により，配管フランジパ

ッキンへの火災影響が

ないことを確認してい
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資料２ 

柏崎刈羽原子力発電所 ６号及び７号炉における 

原子炉の安全停止に必要な機器の選定について 

1．概 要 

「実用発電用原子炉及びその附属施設の火災防護に係る審査

基準」（以下「火災防護に係る審査基準」という。）の「２．基

本事項」では，「原子炉施設内の火災区域又は火災区画に設置さ

れる安全機能を有する構造物，系統及び機器」を火災から防護

することを目的とし，「原子炉の高温停止及び低温停止を達成

し，維持するための安全機能を有する構築物，系統及び機器」

が設置される火災区域及び火災区画の分類に基づき，火災防護

対策を実施することを要求し，「1.2 用語の定義」には，安全機

能の一つとして「原子炉を停止，冷却するための機能」が記載

されている。（次頁参照） 

また，「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及び

設備の基準に関する規則」の「第十二条」では，「安全施設は，

その安全機能の重要度に応じて，安全機能が確保されたもので

なければならない。」と要求し，その解釈には，「安全機能の重

要度に応じて，安全機能が確保されたもの」については，「発電

用軽水型原子炉施設の安全機能の重要度分類に関する審査指

針」（以下「重要度分類審査指針」という。）によることを要求

している。（次頁参照） 

さらに，発電用原子炉施設内の単一の内部火災によって，安

全保護系及び原子炉停止系の作動が要求される場合には，火災

による影響を考慮しても，多重化されたそれぞれの系統が同時

に機能を失うことなく原子炉を高温停止及び低温停止できるこ

とが要求されている。（次頁参照） 

以上を踏まえ，火災防護対策については，重要度分類審査指

針におけるすべての安全機能を有する構築物，系統及び機器を

対象として実施する設計とし，本資料では，その中でも特に火

災防護に係る審査基準に基づく対策を行う対象として，柏崎刈

羽原子力発電所 6 号及び 7 号炉における単一の内部火災の発

生を想定した場合に，原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，

資料2 

東海第二発電所における 

原子炉の安全停止に必要な機器の選定について 

1. 概要

「実用発電用原子炉及びその附属施設の火災防護に係る審査

基準」の「2. 基本事項」では，「原子炉施設内の火災区域又は

火災区画に設置される安全機能を有する構造物，系統及び機器」

を火災から防護することを目的とし，「原子炉の高温停止及び低

温停止を達成し，維持（以下「原子炉の安全停止」という。）す

るための安全機能を有する構築物，系統及び機器」が設置され

る火災区域及び火災区画の分類に基づき，火災防護対策を実施

することを要求している。また，「1.2 用語の定義」には，安全

機能の一つとして，「原子炉の停止，冷却するための機能」が記

載されている。 

「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備の

基準に関する規則」の「第十二条」は，「安全施設は，その安全

機能の重要度に応じて，安全機能が確保されたものでなければな

らない」と要求し，その解釈には，「安全機能の重要度に応じて，

安全機能が確保されたもの」については，「発電用軽水型原子炉

施設の安全機能の重要度分類に関する審査指針」によることを要

求している。 

さらに，原子炉施設内の単一の内部火災によって，安全保護系

及び原子炉停止系の作動が要求される場合には，火災による影響

を考慮しても，多重化されたそれぞれの系統が同時に機能を失う

ことなく原子炉を高温停止及び低温停止できることが要求され

ている。 

以上より，本資料では，「原子炉施設内の火災区域又は火災区画

に設置される安全機能を有する構造物，系統及び機器」として，

東海第二発電所における単一の内部火災の発生を想定した場合

に，重要度分類審査指針を参考に，原子炉の安全停止に必要な構

築物，系統及び機器（以下「原子炉の安全停止に必要な機器等」

という。）を選定する。 

資料２ 

島根原子力発電所２号炉における 

原子炉の安全停止に必要な機器の選定について 

1. 概 要

「実用発電用原子炉及びその附属施設の火災防護に係る審査

基準」（以下「火災防護に係る審査基準」という。）の「2．基

本事項」では，「原子炉施設内の火災区域又は火災区画に設置さ

れる安全機能を有する構造物、系統及び機器」を火災から防護す

ることを目的とし，「原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，

維持するための安全機能を有する構築物，系統及び機器」が設置

される火災区域及び火災区画の分類に基づき，火災防護対策を実

施することを要求し，「1.2 用語の定義」には，安全機能の一つ

として「原子炉を停止，冷却するための機能」が記載されている。

（次頁参照） 

また，「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び

設備の基準に関する規則」の「第十二条」では，「安全施設は、

その安全機能の重要度に応じて、安全機能が確保されたものでな

ければならない。」と要求し，その解釈には，「安全機能の重要

度に応じて、安全機能が確保されたもの」については，「発電用

軽水型原子炉施設の安全機能の重要度分類に関する審査指針」

（以下「重要度分類審査指針」という。）によることを要求して

いる。（次頁参照） 

さらに，発電用原子炉施設内の単一の内部火災によって，安全

保護系及び原子炉停止系の作動が要求される場合には，火災によ

る影響を考慮しても，多重化されたそれぞれの系統が同時に機能

を失うことなく原子炉を高温停止及び低温停止できることが要

求されている。（次頁参照） 

以上を踏まえ，火災防護対策については，重要度分類審査指針

におけるすべての安全機能を有する構築物，系統及び機器を対象

として実施する設計とし，本資料では，その中でも特に火災防護

に係る審査基準に基づく対策を行う対象として，島根原子力発電

所２号炉における単一の内部火災の発生を想定した場合に，原子

炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持するために必要な機能
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維持するために必要な安全機能を有する構築物，系統及び機器

を，重要度分類審査指針を参考に選定する。 

なお，放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築物，

系統及び機器については資料９に示す。 

「実用発電用原子炉及びその附属施設の火災防護に係る審査基

準」 

1. まえがき

1.2 用語の定義 

(15)｢安全機能｣ 原子炉の停止，冷却，環境への放射性物質の放

出抑制を確保するための 機能をいう。

2. 基本事項

(1) 原子炉施設内の火災区域又は火災区画に設置される安全機

能を有する構造物，系統及び機器を火災から防護すること

を目的として，以下に示す火災区域及び火災区画の分類に

基づいて，火災発生防止，火災の感知及び消火,火災の影響

軽減のそれぞれを考慮した火災防護対策を講じること。

① 原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持するため

の安全機能を有する構築物，系統及び機器が設置される

火災区域及び火災区画

② 放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築物，系

統及び機器が設置される火災区域

2.3.2 原子炉施設内のいかなる火災によっても，安全保護系及

び原子炉停止系の作動が要 求される場合には，火災によ

る影響を考慮しても，多重化されたそれぞれの系統が同

時に機能を失うことなく，原子炉を高温停止及び低温停

止できる設計であること。 

 なお，放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築物，系

統及び機器については資料9に示す。 

「実用発電用原子炉及びその附属施設の火災防護に係る審査基

準」（抜粋） 

1. まえがき

1.2 用語の定義 

（15）｢安全機能｣ 原子炉の停止，冷却，環境への放射性物質の

放出抑制を確保するための機能をいう。 

2．基本事項 

（1）原子炉施設内の火災区域又は火災区画に設置される安全機

能を有する構造物，系統及び機器を火災から防護することを

目的として，以下に示す火災区域及び火災区画の分類に基づ

いて，火災発生防止，火災の感知及び消火，火災の影響軽減

のそれぞれを考慮した火災防護対策を講じること。 

① 原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持するため

の安全機能を有する構築物，系統及び機器が設置される火

災区域及び火災区画

② 放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築物，系

統及び機器が設置される火災区域

2.3.2 原子炉施設内のいかなる火災によっても，安全保護系及び

原子炉停止系の作動が要求される場合には，火災による影

響を考慮しても，多重化されたそれぞれの系統が同時に機

能を失うことなく，原子炉を高温停止及び低温停止できる

設計であること。 

を有する構築物，系統及び機器を，重要度分類審査指針を参考に

選定する。 

  なお，放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築物，系

統及び機器については資料９に示す。 

「実用発電用原子炉及びその附属施設の火災防護に係る審査基

準」 

1. まえがき

1.2 用語の定義 

(15)「安全機能」 原子炉の停止、冷却、環境への放射性物質の

放出抑制を確保するための機能をいう。 

2. 基本事項

(1) 原子炉施設内の火災区域又は火災区画に設置される安全機

能を有する構造物、系統及び機器を火災から防護すること

を目的として、以下に示す火災区域及び火災区画の分類に

基づいて、火災発生防止、火災の感知及び消火、火災の影

響軽減のそれぞれを考慮した火災防護対策を講ずること。

① 原子炉の高温停止及び低温停止を達成し、維持するため

の安全機能を有する構築物、系統及び機器が設置される

火災区域及び火災区画

② 放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築物、系

統及び機器が設置される火災区域

2.3.2 原子炉施設内のいかなる火災によっても、安全保護系及

び原子炉停止系の作動が要求される場合には、火災によ

る影響を考慮しても、多重化されたそれぞれの系統が同

時に機能を失うことなく、原子炉を高温停止及び低温停

止できる設計であること。 

 
473



 

柏崎刈羽原子力発電所 6／7 号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 2 号炉 備考 

「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備の 

基準に関する規則」 

第十二条 安全施設は，その安全機能の重要度に応じて，安全

機能が確保されたものでなければならない。 

「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備の 

基準に関する規則の解釈」 

第１２条（安全施設） 

１ 第 1 項に規定する「安全機能の重要度に応じて，安全機能

が確保されたもの」については，「発電用軽水型原子炉施設

の安全機能の重要度分類に関する審査指針」による。ここ

で，当該指針における「安全機能を有する構築物，系統及

び機器」は本規定の「安全施設」に読み替える。 

2．原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持するための安全

機能を有する機能，系統の確認 

2.1．運転状態の整理 

火災防護に係る審査基準は，発電用原子炉施設内のいかなる

単一の内部火災によっても，安全保護系及び原子炉停止系の作

動が要求される場合には，火災による影響を考慮しても，多重

化されたそれぞれの系統が同時に機能を失うことなく，発電用

原子炉を安全停止することを求めている。 

このため，「柏崎刈羽原子力発電所 6 号及び 7 号炉におけ

る原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持するための安

全機能を有する構築物，系統及び機器」の選定に当たっては，

発電用原子炉の状態が運転，起動，高温停止，低温停止及び燃

料交換（ただし，全燃料全取出の期間を除く）のそれぞれにお

いて，原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持するため

に必要な構築物，系統及び機器を網羅的に抽出する。 

「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備の基

準に関する規則」（抜粋） 

第十二条 安全施設は，その安全機能の重要度に応じて，安全機

能が確保されたものでなければならない。 

「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備の基

準に関する規則の解釈」（抜粋） 

第12条（安全施設） 

1 第１項に規定する「安全機能の重要度に応じて，安全機能が確

保されたもの」については，「発電用軽水型原子炉施設の安全

機能の重要度分類に関する審査指針」による。ここで，当該指

針における「安全機能を有する構築物，系統及び機器」は本規

定の「安全施設」に読み替える。 

2. 原子炉の安全停止に必要な機能，系統及び機器の確認

2.1 運転状態の整理 

火災防護に係る審査基準では，原子炉施設内のいかなる単一

の内部火災によっても，安全保護系及び原子炉停止系の作動が

要求される場合には，火災による影響を考慮しても，多重化さ

れたそれぞれの系統が同時に機能を失うことなく，原子炉を安

全停止することを求めている。 

東海第二発電所の原子炉の安全停止に必要な機能，系統及び

機器の選定に際しては，原子炉の状態が，運転，起動，高温停

止，低温停止及び燃料交換（全燃料取り出し期間は除く）にお

いて，原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持するため

に必要な系統及び機器を網羅的に抽出する。 

「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の 

基準に関する規則」 

第十二条 安全施設は、その安全機能の重要度に応じて、安全

機能が確保されたものでなければならない。 

「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の 

基準に関する規則の解釈」 

第１２条（安全施設） 

１ 第１項に規定する「安全機能の重要度に応じて、安全機能

が確保されたもの」については、「発電用軽水型原子炉施設

の安全機能の重要度分類に関する審査指針」による。ここ

で、当該指針における「安全機能を有する構築物、系統及

び機器」は本規定の「安全施設」に読み替える。 

2. 原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持するための安全

機能を有する機能，系統の確認

2.1. 運転状態の整理 

火災防護に係る審査基準は，発電用原子炉施設内のいかなる

単一の内部火災によっても，安全保護系及び原子炉停止系の作

動が要求される場合には，火災による影響を考慮しても，多重

化されたそれぞれの系統が同時に機能を失うことなく，発電用

原子炉を安全停止することを求めている。 

このため，「島根原子力発電所２号炉における原子炉の高温

停止及び低温停止を達成し，維持するための安全機能を有する

構築物，系統及び機器」の選定に当たっては，発電用原子炉の

状態が運転，起動，高温停止，低温停止及び燃料交換（ただし，

全燃料全取出の期間を除く）のそれぞれにおいて，原子炉の高

温停止及び低温停止を達成し，維持するために必要な構築物，

系統及び機器を網羅的に抽出する。 
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2.2．原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持するために必

要な機能の特定 

設計基準対象施設のうち，発電用原子炉施設において火災が

発生した場合に，原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維

持するために必要な機能について，重要度分類審査指針から以

下のとおり抽出した。（添付資料１） 

なお，ここでは原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維

持するために直接必要な機能に加え，当該機能が喪失すると炉

心の著しい損傷又は燃料の大量の破損を引き起こす可能性が

あり，その結果，原子炉の高温停止及び低温停止の達成・維持

に影響を及ぼすおそれがある機能についても抽出した。 

(1) 原子炉冷却材圧力バウンダリ機能

(2) 過剰反応度の印加防止機能

(3) 炉心形状の維持機能

(4) 原子炉の緊急停止機能

(5) 未臨界維持機能

(6) 原子炉冷却材圧力バウンダリの過圧防止機能

(7) 原子炉停止後の除熱機能

(8) 炉心冷却機能

(9) 工学的安全施設及び原子炉停止系への作動信号の発生機

能

(10) 安全上特に重要な関連機能

(11) 安全弁及び逃がし弁の吹き止まり機能

(12) 事故時のプラント状態の把握機能

(13) 制御室外からの安全停止機能

2.2 原子炉の安全停止に必要な機能の特定 

原子炉の安全停止に必要な機能について，重要度分類審査指

針より以下のとおり抽出した。（添付資料1） 

抽出においては，原子炉の安全停止に直接必要な機能，及び

当該機能が喪失すると炉心の著しい損傷又は燃料の大量破損

を引き起こす可能性があり，その結果原子炉の安全停止に影響

をおよぼすおそれがある機能を抽出した。 

（1） 原子炉冷却材圧力バウンダリ機能

（2） 過剰反応度の印加防止機能

（3） 炉心形状の維持機能

（4） 原子炉の緊急停止機能

（5） 未臨界維持機能

（6） 原子炉冷却材圧力バウンダリの過圧防止機能

（7） 原子炉停止後の除熱機能

（8） 炉心冷却機能

（9） 工学的安全施設及び原子炉停止系への作動信号の発生

機能

（10）安全上特に重要な関連機能

（11）安全弁及び逃がし弁の吹き止まり機能

（12）事故時のプラント状態の把握機能

（13）制御室外からの安全停止機能

2.2. 原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持するために必

要な機能の特定 

設計基準対象施設のうち，発電用原子炉施設において火災が

発生した場合に，原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維

持するために必要な機能について，重要度分類審査指針より以

下のとおり抽出した。（添付資料１） 

なお，ここでは原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維

持するために直接必要な機能に加え，当該機能が喪失すると炉

心の著しい損傷又は燃料の大量の破損を引き起こす可能性が

あり，その結果，原子炉の高温停止及び低温停止の達成・維持

に影響を及ぼすおそれがある機能についても抽出した。 

(1) 原子炉冷却材圧力バウンダリ機能

(2) 過剰反応度の印加防止機能

(3) 炉心形状の維持機能

(4) 原子炉の緊急停止機能

(5) 未臨界維持機能

(6) 原子炉冷却材圧力バウンダリの過圧防止機能

(7) 原子炉停止後の除熱機能

(8) 炉心冷却機能

(9) 工学的安全施設及び原子炉停止系への作動信号の発生機能

(10)安全上特に重要な関連機能

(11)安全弁及び逃がし弁の吹き止まり機能

(12)事故時のプラント状態の把握機能

(13)制御室外からの安全停止機能
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2.3．原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持するために必

要な機能を確保するための系統 

2.2．で示した「原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，

維持するために必要な機能」の分類に対し，本項では，火災に

よってこれらの機能に影響を及ぼす系統を，重要度分類審査指

針を参考に抽出する。 

設計基準対象施設のうち，発電用原子炉施設において火災が

発生した場合に，原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維

持するために必要な機能を確保するための系統を，重要度分類

指針を参考に抽出すると下表のとおりとなる。（第2-1 表） 

第 2-1 表：原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持するた

めに必要な機能を確保するための系統 

上記の整理の結果，設計基準対象施設のうち，発電用原子炉

施設において火災が発生した場合に，「原子炉の高温停止及び

2.3 原子炉の安全停止に必要な機能を達成するための系統及び

機器 

2.2（1）から（13）で示した「原子炉の安全停止に必要な機

能」に対し，火災によって機能に影響をおよぼす系統を，重要

度分類審査指針を参考に抽出する。 

原子炉の安全停止に必要な機能を達成するための系統を，重

要度分類指針を参考に抽出すると下表のとおりである。（第2-1

表） 

第2-1表 原子炉の安全停止に必要な機能を達成するための系統 

上記整理の結果，火災が発生した場合に「原子炉の安全停止

に必要な機能を達成するための系統」として，火災防護対象と

2.3. 原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持するために必

要な機能を確保するための系統 

2.2．で示した「原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，

維持するために必要な機能」の分類に対し，本項では，火災に

よってこれらの機能に影響を及ぼす系統を，重要度分類審査指

針を参考に抽出する。 

設計基準対象施設のうち，発電用原子炉施設において火災が

発生した場合に，原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維

持するために必要な機能を達成するための系統を，重要度分類

審査指針を参考に抽出すると第２-１表のとおりとなる。 

第２-１表 原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持するた

めに必要な機能を達成するための系統 

上記の整理の結果，設計基準対象施設のうち，発電用原子炉

施設において火災が発生した場合に「原子炉の高温停止及び低

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

設備設計が異なる 
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低温停止を達成し，維持するために必要な機能を確保するため

の系統」として，火災防護対象とする系統は，それぞれの系統

の操作と監視に必要な計測制御系も含めると以下のとおりと

なる。それぞれの系統図（制御棒カップリング，炉心支持構造

物，燃料集合体，制御室外原子炉停止装置，計測制御系，安全

保護系を除く）を添付資料２に示す。 

(1) 原子炉冷却材圧力バウンダリ

(2) 制御棒カップリング

(3) 炉心支持構造物

(4) 燃料集合体（燃料を除く）

(5) 原子炉停止系（制御棒及び制御棒駆動系（スクラム機能）） 

(6) ほう酸水注入系

(7) 逃がし安全弁

(8) 自動減圧系

(9) 残留熱除去系

(10)原子炉隔離時冷却系

(11)高圧炉心注水系

(12)非常用ディーゼル発電設備（燃料移送系を含む）

(13)非常用交流電源系

(14)直流電源系

(15)原子炉補機冷却水系

(16)原子炉補機冷却海水系

(17)非常用換気空調系

(18)中央制御室非常用換気空調系

(19)換気空調補機非常用冷却系

(20)制御室外原子炉停止装置

(21)計測制御系（事故時監視計器の一部を含む）

(22)安全保護系

3．原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持するために必要

な機能を確保するための系統の境界を構成する電動弁等 

「2.3．原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持す

する系統は，それぞれの系統の操作と監視に必要な計測制御系

も含めると以下のとおりである。それぞれの系統図（制御棒カ

ップリング，炉心支持構造物，燃料集合体，制御室外原子炉停

止装置，計測制御系を除く）を添付資料2に示す。 

(1) 原子炉冷却材圧力バウンダリ

(2) 制御棒カップリング

(3) 炉心支持構造物

(4) 燃料集合体（燃料を除く）

(5) 原子炉停止系（制御棒及び制御棒駆動系（スクラム機能）） 

(6) ほう酸水注入系

(7) 逃がし安全弁

(8) 自動減圧系

(10) 残留熱除去系

(9) 原子炉隔離時冷却系

(12) 高圧炉心スプレイ系

(11) 低圧炉心スプレイ系

(16) 非常用所内電源系（非常用ディーゼル発電機，非常用交

流電源系を含む）

(17) 直流電源系

(14) 残留熱除去系海水系

(15) 非常用ディーゼル発電機海水系

(13) 非常用換気空調系（中央制御室換気空調系含む）

(18) 制御室外原子炉停止装置

(19) 事故時監視計器の一部（計測制御系）

(20) 安全保護系

3. 原子炉の安全停止に必要な機能を達成するための系統の境界

を構成する電動弁等

2.3「原子炉の安全停止に必要な機能を達成するための系統及

温停止を達成し，維持するために必要な機能を達成するための

系統」として，火災防護対象とする系統は，それぞれの系統の

操作と監視に必要な計測制御系も含めると以下のとおりとな

る。それぞれの系統図（制御棒カップリング，炉心支持構造物，

燃料集合体，制御室外原子炉停止装置，計測制御系及び安全保

護系を除く）を添付資料２に示す。 

(1) 原子炉冷却材圧力バウンダリ

(2) 制御棒カップリング

(3) 炉心支持構造物

(4) 燃料集合体（燃料を除く）

(5) 原子炉停止系（制御棒及び制御棒駆動系（スクラム機能）） 

(6) ほう酸水注入系

(7) 逃がし安全弁

(8) 自動減圧系

(9) 残留熱除去系

(10) 原子炉隔離時冷却系

(11) 高圧炉心スプレイ系

(12) 低圧炉心スプレイ系

(13) ディーゼル発電機（燃料移送系を含む）

(14) 非常用交流電源系

(15) 直流電源系

(16) 原子炉補機冷却系

(17) 原子炉補機海水系

(18) 高圧炉心スプレイ補機冷却系

(19) 高圧炉心スプレイ補機海水系

(20) 非常用空調換気系

(21) 中央制御室非常用空調換気系

(22) 制御室外原子炉停止装置

(23) 計測制御系（事故時監視計器の一部を含む）

(24) 安全保護系

3. 原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持するために必要

な機能を確保するための系統の境界を構成する電動弁等

「2.3. 原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持する

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

系統構成が異なる 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

系統構成が異なる 
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るために必要な機能を確保するための系統」で示した系統

は，「原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持するた

めに必要な機能を確保するための系統以外の系統（以下「他

系統」という。）」と境界を構成する「電動弁」及び「空気作

動弁」が，火災により期待する機能に影響を受ける可能性が

あることから，以下に示すとおり，「原子炉の高温停止及び

低温停止を達成し，維持するために必要な機器」となる可能

性のあるものとして網羅的に抽出する。 

(1)原子炉冷却材圧力バウンダリ

原子炉冷却材圧力バウンダリには，他系統と境界を構成す

る電動弁，空気作動弁，窒素作動弁として，以下の弁が設置

されている。 

（添付資料２の第１図参照） 

・ 主蒸気内側隔離弁（B21-NO-F002）

・ 主蒸気外側隔離弁（B21-AO-F003）

・ 主蒸気ドレンライン内側隔離弁（B21-MO-F005）

・ 主蒸気ドレンライン外側隔離弁（B21-MO-F006）

・ MS 原子炉圧力容器１次ベント弁（B21-MO-F013）

・ MS 原子炉圧力容器２次ベント弁（B21-MO-F014）

・ CUW 吸込ライン内側隔離弁（G31-MO-F002）

・ CUW 吸込ライン外側隔離弁（G31-MO-F003）

・ CUW RPV ヘッドスプレイ隔離弁（G31-MO-F017）

・ CUW 炉水サンプル内側隔離弁（G31-NO-F071）

・ CUW 炉水サンプル外側隔離弁（G31-AO-F072）

・ RCIC 蒸気ライン内側隔離弁（E51-MO-F035）

・ RCIC 蒸気ライン外側隔離弁（E51-MO-F036）

・ RCIC 系蒸気ライン暖機弁（E51-MO-F048）

・ RHR 注入隔離弁（E11-MO-F005）

・ RHR 停止時冷却内側隔離弁（E11-MO-F010）

・ RHR 停止時冷却外側隔離弁（E11-MO-F011）

・ HPCF 注入隔離弁（E22-MO-F003）

び機器」で示した系統には,「原子炉の安全停止に必要な機能を

達成するための系統以外の系統（以下「他系統」という。）」と

境界を構成する「電動弁」及び「空気作動弁」により接続され

ている系統があり，これらの弁が火災により安全停止に必要な

系統機能に影響を及ぼす可能性があることから,以下に示すと

おり,「原子炉の安全停止に必要な機器」となる可能性があるも

のとし，網羅的に抽出する。 

(1) 原子炉冷却材圧力バウンダリ

原子炉冷却材圧力バウンダリには，他系統と境界を構成す

る電動弁，空気作動弁，窒素作動弁として，以下の弁が設置

されている。 

（添付資料2の第1図参照） 

・主蒸気内側隔離弁（B22-NO-F022A,B,C,D）

・主蒸気外側隔離弁（B22-AO-F028A,B,C,D）

・主蒸気ドレンライン内側隔離弁（B22-MO-F016）

・主蒸気ドレンライン外側隔離弁（B22-MO-F019）

・CUW吸込ライン内側隔離弁（G33-MO-F001）

・CUW吸込ライン外側隔離弁（G33-MO-F004）

ために必要な機能を確保するための系統」で示した系統は，

「原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持するために

必要な機能を達成するための系統以外の系統（以下「他系統」

という。）」と境界を構成する「電動弁」及び「空気作動弁」

が，火災により期待する機能に影響を受ける可能性があるこ

とから，以下に示すとおり，「原子炉の高温停止及び低温停止

を達成し，維持するために必要な機器」となる可能性のある

ものとして網羅的に抽出する。 

(1) 原子炉冷却材圧力バウンダリ

原子炉冷却材圧力バウンダリには，他系統と境界を構成す

る電動弁，空気作動弁，窒素作動弁として，以下の弁が設置

されている。 

（添付資料２の第１図参照） 

・主蒸気内側隔離弁（AV202-1）

・主蒸気外側隔離弁（AV202-2）

・主蒸気ドレン内側隔離弁（MV202-2）

・主蒸気ドレン外側隔離弁（MV202-3）

・原子炉給水外側隔離逆止弁（AV204-101）

・CUW 入口 PCV 内側隔離弁（MV213-3）

・CUW 入口 PCV 外側隔離弁（MV213-4）

・RCIC 蒸気内側隔離弁（MV221-20）

・RCIC 蒸気外側隔離弁（MV221-21）

・RHR 注水弁（MV222-5）

・RHR 炉水入口内側隔離弁（MV222-6）

・RHR 炉水入口外側隔離弁（MV222-7）

・RHR ポンプ炉水戻り弁（MV222-11）

・LPCS 注入弁（MV223-2）

・HPCS 注入弁（MV224-3）

・設備の相違

【東海第二】 

系統構成が異なる 
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(2)制御棒カップリング 

制御棒カップリングには，電動弁，空気作動弁は設置さ

れていない。 

 

(3)炉心支持構造物  

炉心支持構造物には，電動弁，空気作動弁は設置されて

いない。 

 

(4)燃料集合体（燃料を除く） 

燃料集合体（燃料を除く）には，電動弁，空気作動弁は

設置されていない。 

 

(5)原子炉停止系（制御棒及び制御棒駆動系（スクラム機能）） 

 

原子炉停止系（制御棒及び制御棒駆動系（スクラム機能））

には，他系統と境界を構成する電動弁，空気作動弁は設置

されていない。 

 

(6)ほう酸水注入系  

ほう酸水注入系には，他系統と境界を構成する電動弁，

空気作動弁は設置されていない。（添付資料２の第２図参

照） 

 

(7)逃がし安全弁  

逃がし安全弁には，他系統と境界を構成する電動弁，空

気作動弁は設置されていない。（添付資料２の第１図参照） 

 

(8)自動減圧系  

自動減圧系には，他系統と境界を構成する電動弁，空気

作動弁は設置されていない。（添付資料２の第１図参照） 

 

(9)残留熱除去系  

残留熱除去系には，他系統と境界を構成する電動弁とし

て，以下の弁が設置されている。（添付資料２の第３図参照） 

 

・ RCIC 第二試験用調節弁（E51-MO-F009） 

(2)   制御棒カップリング 

制御棒カップリングには，電動弁，空気作動弁は設置さ

れていない。 

 

(3)   炉心支持構造物 

炉心支持構造物には，電動弁，空気作動弁は設置されて

いない。 

 

(4)   燃料集合体（燃料を除く） 

燃料集合体（燃料を除く）には，電動弁，空気作動弁は

設置されていない。 

 

(5)   原子炉停止系（制御棒及び制御棒駆動系（スクラム機

能）） 

原子炉停止系（制御棒及び制御棒駆動系（スクラム機

能））には，他系統と境界を構成する電動弁，空気作動弁

は設置されていない。 

 

(6)   ほう酸水注入系 

ほう酸水注入系は，他系統と境界を構成する電動弁，空

気作動弁は設置されていない。（添付資料2の第2図参照） 

 

 

(7)   逃がし安全弁 

逃がし安全弁には，他系統と境界を構成する電動弁，空

気作動弁は設置されていない。（添付資料2の第3図参照） 

 

(8)   自動減圧系 

自動減圧系には，他系統と境界を構成する電動弁，空気

作動弁は設置されていない。（添付資料2の第3図参照） 

 

(10)  残留熱除去系 

残留熱除去系には，他系統と境界を構成する電動弁，空

気作動弁，窒素作動弁として，以下の弁が設置されている。

（添付資料2の第5図参照） 

・RHR注入弁(A)（E12-MO-F042A） 

 (2) 制御棒カップリング 

   制御棒カップリングには，電動弁，空気作動弁は設置され

ていない。 

 

 (3) 炉心支持構造物 

   炉心支持構造物には，電動弁，空気作動弁は設置されてい

ない。 

 

 (4) 燃料集合体（燃料を除く） 

   燃料集合体（燃料を除く）には，電動弁，空気作動弁は設

置されていない。 

 

 (5) 原子炉停止系（制御棒及び制御棒駆動系（スクラム機能）） 

 

   原子炉停止系（制御棒及び制御棒駆動系（スクラム機能））

には，他系統と境界を構成する電動弁，空気作動弁は設置さ

れていない。 

 

 (6) ほう酸水注入系 

   ほう酸水注入系には，他系統と境界を構成する電動弁，空

気作動弁は設置されていない。（添付資料２の第２図参照） 

 

 

 (7) 逃がし安全弁 

   逃がし安全弁には，他系統と境界を構成する電動弁，空気

作動弁は設置されていない。（添付資料２の第１図参照） 

 

 (8) 自動減圧系 

   自動減圧系には，他系統と境界を構成する電動弁，空気作

動弁は設置されていない。（添付資料２の第１図参照） 

 

 (9) 残留熱除去系 

   残留熱除去系には，他系統と境界を構成する電動弁として，

以下の弁が設置されている。（添付資料２の第３図，第４図参

照） 

・RCIC ポンプミニマムフロー弁（MV221-6） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【東海第二】 

 島根 2 号炉では，RHR

系に空気作動弁，窒素作
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・ RCIC 最小流量バイパス弁（E51-MO-F011）

・ RHR 燃料プール側第一出口弁（E11-MO-F014）

・ RHR 燃料プール側第二出口弁（E11-MO-F015）

・ RHR SPH 第一止め弁（E11-MO-F029）

・ RHR SPH 第二止め弁（E11-MO-F030）

・ RHR 系統暖機弁（E11-MO-F031）

・ RHR プロセスサンプル第一隔離弁（E11-MO-F043）

・ RHR プロセスサンプル第二隔離弁（E11-MO-F044）

・ HPCF 最小流量バイパス弁（E22-MO-F010）

・ RHR PASS 第一炉水サンプリング弁（E11-MO-F045）

・ RHR PASS 第二炉水サンプリング弁（E11-MO-F046）

・ RHR 系 HPCF 系第一止め弁（6 号:E11-MO-F070 7

号:E11-MO-F061） 

・ RHR 系 HPCF 系第二止め弁（6 号:E11-MO-F071 7

号:E11-MO-F062） 

・ HPCF 第二試験用調節弁（E22-MO-F009）

・ RCICHPAC 系第二試験用調節弁(6 号:E51-MO-F083)

・ FCS 冷却水止め弁(T49-MO-F010)

(10)原子炉隔離時冷却系

原子炉隔離時冷却系には，他系統と境界を構成する電動

弁，窒素作動弁として，以下の弁が設置されている。（添付

資料２の第５図参照） 

・ 主蒸気内側隔離弁（B21-NO-F002）

・ 主蒸気ドレンライン内側隔離弁（B21-MO-F005）

・RHR注入弁(B)（E12-MO-F042B）

・RHR注入弁(C)（E12-MO-F042C）

・RHRテストライン弁(A)（E12-MO-F024A）

・RHRテストライン弁(B)（E12-MO-F024B）

・RHRテストライン弁(C)（E12-MO-F021）

・RHR廃棄物処理系隔離弁（E12-MO-F049）

・RHR熱交換器サンプルライン弁(A)（E12-AO-F060A）

・RHR熱交換器サンプルライン弁(B)（E12-AO-F060B）

・事故時サンプリングライン第一止め弁（MO-V25-1003）

・RHR(A)停止時冷却注入弁（E12-MO-F053A）

・RHR(B)停止時冷却注入弁（E12-MO-F053B）

・RHR熱交換器バイパス弁(A)（E12-MO-F048A）

・RHR熱交換器バイパス弁(B)（E12-MO-F048B）

・RHR格納容器スプレイ弁(A)（E12-MO-F016A）

・RHR格納容器スプレイ弁(B)（E12-MO-F016B）

・ RHR サ プ レ ッ シ ョ ン プ ー ル ス プ レ イ 弁 (A)

（E12-MO-F027A） 

・ RHR サ プ レ ッ シ ョ ン プ ー ル ス プ レ イ 弁 (B)

（E12-MO-F027B） 

・RHR凝縮水ラインドレン弁(A)（E12-MO-F011A）

・RHR凝縮水ラインドレン弁(B)（E12-MO-F011B）

・RHRヘッドスプレイ隔離弁（E12-MO-F023）

・RHR FCSライン電動弁(A)（E12-MO-FF104A）

・RHR FCSライン電動弁(B)（E12-MO-FF104B）

(9) 原子炉隔離時冷却系

原子炉隔離時冷却系には，他系統と境界を構成する電動

弁，空気作動弁，窒素作動弁として，以下の弁が設置され

ている。（添付資料2の第4図参照） 

・RHR トーラス水移送第１隔離弁（MV222-20）

・RHR トーラス水移送第２隔離弁（MV222-21）

・HPCS ポンプトーラス側ミニマムフロー弁（MV224-7）

(10) 原子炉隔離時冷却系

原子炉隔離時冷却系には，他系統と境界を構成する電動

弁，空気作動弁として，以下の弁が設置されている。（添付

資料２の第５図参照） 

・B-主蒸気内側隔離弁（AV202-1B）

・主蒸気ドレン内側隔離弁（MV202-2）

動弁は設置されていな

い 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

設備構成が異なる 

・設備の相違

【東海第二】 

 島根 2号炉では，RCIC

系に窒素作動弁は設置

されていない 
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・ RCIC 系第一蒸気ドレン止め弁（E51-AO-F040）

・ RCIC 系第二蒸気ドレン止め弁（E51-AO-F041）

・ RCIC HPAC タービン止め弁（6 号：E51-MO-F080 7 号：

E51-MO-F065） 

（今後設置予定） 

・ RCIC 系復水ポンプ出口第一隔離弁(E51-MO-F031)

・ RCIC 系復水ポンプ出口第二隔離弁(E51-MO-F032)

・ RHR 試験用調節弁（E11-MO-F008）

・ RHR 系統暖機弁（E11-MO-F031）

・ RHR 最小流量バイパス弁(E11-MO-F021)

・ RHR 系 HPCF 系第二止め弁(6 号：E11-MO-F071 7

号:E11-MO-F062) 

・ HPCF CSP 側吸込弁（E22-MO-F001）

・ RCIC 系蒸気ライン暖機弁（E51-MO-F048）

・ SPCU CSP 側吸込弁（6 号：G51-MO-F009 7 号：

G51-MO-F010） 

(11) 高圧炉心注水系

高圧炉心注水系には，他系統と境界を構成する電動弁と

して，以下の弁が設置されている。（添付資料２の第４図参

照） 

・ RCIC CSP 側吸込弁（E51-MO-F001）

・ SPCU CSP 側吸込弁（K6：G51-MO-F009 K7：G51-MO-F010） 

・ RHR 試験用調節弁（E11-MO-F008）

・ RHR 最小流量バイパス弁(E11-MO-F021)

・ RHR 系 HPCF 系第二止め弁(6 号：E11-MO-F071 7

号:E11-MO-F062) 

・RCICテストバイパス弁（E51-MO-F022）

・RCIC蒸気入口ドレンポット排水弁（E51-AO-F025）

・RCIC真空タンク復水排水第一止め弁（E51-AO-F004）

(12) 高圧炉心スプレイ系

高圧炉心スプレイ系は，テストラインが復水貯蔵タンク

及びサプレッションチェンバに接続されており，その境界

には，以下の弁が設置されている。（添付資料2の第7図参

照） 

・HPCS系CSTテスト弁（E22-MO-F010）

・HPCS系SUPP．テスト弁（E22-MO-F023）

・第１テスト弁（MV221-4）

・第２テスト弁（MV221-5）

・RCIC HPAC タービン蒸気入口弁（MV221-34）

（今後設置予定） 

・A-RHR テスト弁（MV222-15A）

・A-RHR ポンプミニマムフロー弁（MV222-17A）

・HPCS 第２テスト弁（MV224-6）

・HPCS ポンプ CST 側第２ミニマムフロー弁（MV224-9）

(11) 高圧炉心スプレイ系

高圧炉心スプレイ系には，他系統と境界を構成する電動

弁として，以下の弁が設置されている。（添付資料２の第６

図参照） 

・RCIC テスト第２弁（MV221-5）

・RHR テスト弁（MV222-15B,C）

・RHR ポンプミニマムフロー弁（MV222-17B,C）

・FMW ポンプ入口弁（MV285-1）

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

設備設計が異なる 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

設備設計が異なる 
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(12) 非常用ディーゼル発電機（燃料移送系を含む）

燃料移送系を含めた非常用ディーゼル発電機には，他系

統と境界を構成する電動弁，空気作動弁は設置されていな

い。（添付資料２の第 10，11 図参照） 

(13) 非常用交流電源系

非常用交流電源系には，電動弁，空気作動弁は設置されて

いない。 

(14) 直流電源系

直流電源系には，電動弁，空気作動弁は設置されていない。 

(15) 原子炉補機冷却水系

原子炉補機冷却水系には，他系統と境界を構成する空気

作動弁として，以下の弁が設置されている。（添付資料２の

第６，７図参照） 

・ RCW 常用冷却水緊急遮断弁（6 号炉:P21-A0-F072 7 号

炉:P21-AO-F014） 

(16) 原子炉補機冷却海水系

原子炉補機冷却海水系には，他系統と境界を構成する弁

はあるが，電動弁，空気作動弁は設置されていない。（添付

資料２の第９図参照） 

(11) 低圧炉心スプレイ系

低圧炉心スプレイ系は，テストラインがサプレッション

チェンバに接続されており，その境界には，以下の弁が設

置されている。（添付資料2の第6図参照） 

・LPCS系テスト弁（E21-MO-F012）

(16) 非常用所内電源系（非常用ディーゼル発電機，非常用交

流電源系を含む） 

非常用交流電源（非常用ディーゼル発電機を含む）には，

他系統と境界を構成する電動弁，空気作動弁は設置されて

いない。（添付資料2の第12図参照） 

(17) 直流電源系

直流電源設備には，電動弁，空気作動弁は設置されてい

ない。（添付資料2の第13図参照） 

(14) 残留熱除去系海水系

残留熱除去系海水系には，他系統と境界を構成する電動

弁，空気作動弁は設置されていない。（添付資料2の第10図

参照） 

(15) 非常用ディーゼル発電機海水系

非常用ディーゼル発電機海水系には，他系統と境界を構

成する電動弁，空気作動弁は設置されていない。（添付資

料2の第11図参照） 

(12) 低圧炉心スプレイ系

低圧炉心スプレイ系には，他系統と境界を構成する電動

弁，空気作動弁は設置されていない。（添付資料２の第７図

参照） 

(13) ディーゼル発電機（燃料移送系を含む）

 燃料移送系を含めたディーゼル発電機には，他系統と境界

を構成する電動弁，空気作動弁は設置されていない。（添付

資料２の第８図，第９図参照） 

(14) 非常用交流電源系

 非常用交流電源系には，電動弁，空気作動弁は設置されて

いない。（添付資料２の第 10図参照） 

(15) 直流電源系

直流電源系には，電動弁，空気作動弁は設置されていない。

（添付資料２の第 11 図，第 12図参照） 

(16) 原子炉補機冷却系

原子炉補機冷却系には，他系統と境界を構成する電動弁と

して，以下の弁が設置されている。（添付資料２の第 13図参

照） 

・RCW 常用補機冷却水入口切替弁（MV214-1）

(17) 原子炉補機海水系

原子炉補機海水系には，他系統と境界を構成する電動弁，

空気作動弁は設置されていない。（添付資料２の第 14図参

照） 

(18) 高圧炉心スプレイ補機冷却系

 高圧炉心スプレイ補機冷却系には，他系統と境界を構成す

る電動弁，空気作動弁は設置されていない。（添付資料２の

第 15図参照） 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根 2 号炉は，LPCS

テスト弁を安全停止に

必要な機器として抽出

している 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根 2号炉は，他系統

との境界として電動弁

を設置している 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

系統構成が異なる 
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(17) 非常用換気空調系

非常用換気空調系には，他系統と境界を構成する電動弁，

空気作動弁は設置されていない。（添付資料２の第12，13

図参照） 

(18) 中央制御室非常用換気空調系

中央制御室非常用換気空調系には，他系統と境界を構成

する電動弁，空気作動弁は設置されていない。 

(19) 換気空調補機非常用冷却系

換気空調補機非常用冷却系には，他系統と境界を構成す

る電動弁，空気作動弁は設置されていない。（添付資料２の

第８図参照） 

(20) 制御室外原子炉停止装置

制御室外原子炉停止装置には，電動弁，空気作動弁は設

置されていない。 

(21)計測制御系（事故時監視計器の一部を含む）

計測制御系には，電動弁，空気作動弁は設置されていない。 

(22) 安全保護系

安全保護系には，電動弁，空気作動弁は設置されていない。 

(13) 非常用換気空調系（中央制御室換気空調系含む）

非常用換気空調系（中央制御室換気空調系含む）には，

他系統と境界を構成する電動弁，空気作動弁は設置されて

いない。（添付資料2の第8，9図参照） 

(18) 制御室外原子炉停止装置

中央制御室外原子炉停止制御盤には，他系統と境界を構

成する電動弁，空気作動弁は設置されていない。 

(19) 事故時監視計器の一部（計測制御系）

事故時監視計器の一部（計測制御系）には，他系統と境

界を構成する電動弁，空気作動弁は設置されていない。 

(20) 安全保護系

安全保護系には，他系統と境界を構成する電動弁，空気

作動弁は設置されていない。 

(19) 高圧炉心スプレイ補機海水系

 高圧炉心スプレイ補機海水系には，他系統と境界を構成す

る電動弁，空気作動弁は設置されていない。（添付資料２の

第 15図参照） 

(20) 非常用空調換気系

非常用空調換気系には，他系統と境界を構成する電動弁，

空気作動弁は設置されていない。（添付資料２の第 16 図～第

19 図参照） 

(21) 中央制御室非常用空調換気系

 中央制御室非常用空調換気系には，他系統と境界を構成す

る電動弁，空気作動弁は設置されていない。（添付資料２の

第 20図参照） 

(22) 制御室外原子炉停止装置

制御室外原子炉停止装置には，電動弁，空気作動弁は設置

されていない。 

(23) 計測制御系（事故時監視計器の一部を含む）

 計測制御系（事故時監視計器の一部を含む）には，電動弁，

空気作動弁は設置されていない。 

(24) 安全保護系

安全保護系には，電動弁，空気作動弁は設置されていない。 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

系統構成が異なる 
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4．原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持するために必要

な機能を確保するための多重化された系統間を接続する電動

弁等 

「2.3．原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持するため

に必要な機能を確保するための系統及び機器」で示した系統には，

多重化された系統間が電動弁及び空気作動弁を用いて接続されて

いる系統があり，これらが火災により期待する機能に影響を受け

る可能性があることから，以下に示すとおり，「原子炉の高温停止

及び低温停止を達成し，維持するために必要な機器」となる可能

性のあるものとして抽出する。 

(1) 原子炉冷却材圧力バウンダリ

原子炉冷却材圧力バウンダリは，多重化された系統ではな

い。 

（添付資料２の第１図参照） 

(2) 制御棒カップリング

制御棒カップリングは，多重化された系統ではない。

(3) 炉心支持構造物

炉心支持構造物は，多重化された系統ではない。 

(4) 燃料集合体（燃料を除く）

燃料集合体（燃料を除く）は，多重化された系統ではない。 

(5) 原子炉停止系（制御棒及び制御棒駆動系（スクラム機能））  

原子炉停止系（制御棒及び制御棒駆動系（スクラム機能））

には，多重化された系統間が電動弁や空気作動弁によって接

続されていない。 

(6) ほう酸水注入系

ほう酸水注入系には，多重化された系統間が電動弁や空気

作動弁によって接続されていない。（添付資料２の第２図参

照） 

4. 原子炉の安全停止に必要な機能を達成するための多重化され

た系統間を接続する電動弁等 

2.3「原子炉の安全停止に必要な機能を達成するための系統及

び機器」で示した系統には，多重化された系統間が「電動弁」

及び「空気作動弁」により接続されている系統があり,これらの

弁が火災により安全停止に必要な系統機能に影響を及ぼす可能

性があることから，以下に示すとおり，「原子炉の安全停止に必

要な機器」となる可能性のあるものとして抽出する。 

(1) 原子炉圧力冷却材バウンダリ

原子炉冷却材圧力バウンダリには，多重化された系統間

が電動弁及び空気作動弁により接続されていない。（添付

資料2） 

(2) 制御棒カップリング

制御棒カップリングは，多重化された系統ではない。

(3) 炉心支持構造物

炉心支持構造物は，多重化された系統ではない。

(4) 燃料集合体（燃料を除く）

燃料集合体（燃料を除く）は，多重化された系統ではな

い。 

(5) 原子炉停止系（制御棒及び制御棒駆動系（スクラム機

能））

原子炉停止系（制御棒及び制御棒駆動系（スクラム機

能））には，多重化された系統間が，電動弁，空気作動弁

によって接続されていない。 

(6) ほう酸水注入系

ほう酸水注入系には，多重化された系統間が，電動弁，

空気作動弁によって接続されていない。（添付資料2） 

4. 原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持するために必要

な機能を確保するための多重化された系統間を接続する電動

弁等

「2.3. 原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持するため

に必要な機能を達成するための系統及び機器」で示した系統には，

多重化された系統間が電動弁及び空気作動弁により接続されてい

る系統があり，これらが火災により期待する機能に影響を受ける

可能性があることから，以下に示すとおり，「原子炉の高温停止

及び低温停止を達成し，維持するために必要な機器」となる可能

性のあるものとして抽出する。 

(1) 原子炉冷却材圧力バウンダリ

原子炉冷却材圧力バウンダリは，多重化された系統ではな

い。 

（添付資料２の第１図参照） 

(2) 制御棒カップリング

制御棒カップリングは，多重化された系統ではない。

(3) 炉心支持構造物

炉心支持構造物は，多重化された系統ではない。

(4) 燃料集合体（燃料を除く）

燃料集合体（燃料を除く）は，多重化された系統ではない。 

(5) 原子炉停止系（制御棒及び制御棒駆動系（スクラム機能）） 

原子炉停止系（制御棒及び制御棒駆動系（スクラム機能））

は，多重化された系統間が電動弁や空気作動弁によって接続

されていない。 

(6) ほう酸水注入系

ほう酸水注入系は，多重化された系統間が電動弁や空気作

動弁によって接続されていない。（添付資料２の第２図参照） 
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(7) 逃がし安全弁

逃がし安全弁には，多重化された系統間が電動弁や空気作

動弁によって接続されていない。（添付資料２の第１図参照） 

(8) 自動減圧系

自動減圧系は，多重化された系統間が電動弁や空気作動弁

によって接続されていない。（添付資料２の第１図参照） 

(9) 残留熱除去系

残留熱除去系には，多重化された系統間を接続する電動

弁として，以下の弁が設置されている。（添付資料２の第３

図参照） 

(ア) RHR 燃料プール側第一出口弁（E11-MO-F014）

(イ) RHR 燃料プール側第二出口弁（E11-MO-F015）

(ウ) RHR SPH 第一止め弁（E11-MO-F029）

(エ) RHR SPH 第二止め弁（E11-MO-F030）

(オ) RHR 系統暖機弁（E11-MO-F031）

(10) 原子炉隔離時冷却系

原子炉隔離時冷却系は，多重化された系統ではない。 

（添付資料２の第５図参照） 

(11) 高圧炉心注水系

高圧炉心注水系には，多重化された系統間を接続する電動

弁として，以下の弁が設置されている。 

（添付資料２の第４図参照） 

・ HPCF CSP 側吸込弁（E22-MO-F001）

(7) 逃がし安全弁

逃がし安全弁には，多重化された系統間が，電動弁，空

気作動弁によって接続されていない。（添付資料2） 

(8) 自動減圧系

自動減圧系には，多重化された系統間が，電動弁，空気

作動弁によって接続されていない。（添付資料2） 

(10) 残留熱除去系

残留熱除去系（全てのモード）には，多重化された系統

間を接続する電動弁として，以下の弁が設置されている。

（添付資料2） 

・RHR(A)停止時冷却ライン入口弁（E12-MO-F006A）

・RHR(B)停止時冷却ライン入口弁（E12-MO-F006B）

(9) 原子炉隔離時冷却系

原子炉隔離時冷却系は，多重化されていない。（添付資料2） 

(12) 高圧炉心スプレイ系

高圧炉心スプレイ系は，多重化されていない。（添付資

料2） 

(11) 低圧炉心スプレイ系

低圧炉心スプレイ系は，多重化されていない。（添付資

料2） 

(7) 逃がし安全弁

逃がし安全弁は，多重化された系統間が電動弁や空気作動

弁によって接続されていない。（添付資料２の第１図参照） 

(8) 自動減圧系

自動減圧系は，多重化された系統間が電動弁や空気作動弁

によって接続されていない。（添付資料２の第１図参照） 

(9) 残留熱除去系

残留熱除去系には，多重化された系統間を接続する電動弁

として，以下の弁が設置されている。（添付資料２の第３図，

第４図参照） 

・RHR ポンプ炉水入口弁（MV222-8A,B）

・RHR テスト弁（MV222-15B,C）

(10) 原子炉隔離時冷却系

原子炉隔離時冷却系は，多重化された系統ではない。

（添付資料２の第５図参照） 

(11) 高圧炉心スプレイ系

高圧炉心スプレイ系は，多重化された系統ではない。 

（添付資料２の第６図参照） 

(12) 低圧炉心スプレイ系

低圧炉心スプレイ系は，多重化された系統ではない。

（添付資料２の第７図参照） 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

系統構成が異なる 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

 島根 2号炉では，HPCS

系は多重化された系統

ではない 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

 柏崎 6/7 には，LPCS

系は設置されない 
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(12) 非常用ディーゼル発電設備（燃料移送系を含む）

燃料移送系を含めた非常用ディーゼル発電機は，多重化さ

れた系統間が電動弁や空気作動弁によって接続されていな

い。（添付資料２の第 10，11 図参 照） 

(13) 非常用交流電源系

非常用交流電源系には，電動弁及び空気作動弁は設置さ

れていない。 

なお，多重化された非常用母線を接続する連絡母線に対

する火災影響について評価を行った。その結果を添付資料４

に示す。 

(14) 直流電源系

直流電源系には，電動弁及び空気作動弁は設置されてい

ない。 

なお，多重化された直流母線を接続する連絡母線に対す

る火災影響について評価を行った。その結果を添付資料４

に示す。 

(15) 原子炉補機冷却水系

原子炉補機冷却水系には，多重化された系統間が電動弁

や空気作動弁によって接続されていない。（添付資料２の第

６，７図参照） 

(16) 原子炉補機冷却海水系

原子炉補機冷却海水系には，多重化された系統間が電動

弁や空気作動弁によって接続されていない。（添付資料２の

第９図参照） 

(16) 非常用所内電源系(非常用ディーゼル発電機，非常用交

流電源系を含む)

非常用交流電源(非常用ディーゼル発電機を含む)には，

電動弁，空気作動弁は設置されていない。 

なお，非常用母線における火災影響について評価を行っ

た。結果を添付資料4に示す。 

(17) 直流電源系

直流電源設備には，電動弁，空気作動弁は設置されてい

ない。 

なお，直流電源系における火災影響について評価を行っ

た。結果を添付資料4に示す。 

(14) 残留熱除去系海水系

残留熱除去系海水系には，多重化された系統間が電動弁

及び空気作動弁により接続されていない。（添付資料2） 

(15) 非常用ディーゼル発電機海水系

非常用ディーゼル発電機海水系には，多重化された系統

間が電動弁及び空気作動弁により接続されていない。（添

付資料2） 

(13) ディーゼル発電機（燃料移送系を含む）

 燃料移送系を含めたディーゼル発電機は，多重化された系

統間が電動弁や空気作動弁によって接続されていない。 

（添付資料２の第８図，第９図参照） 

(14) 非常用交流電源系

 非常用交流電源系には，電動弁，空気作動弁は設置されて

いない。 

 なお，多重化された非常用母線を接続する連絡母線に対す

る火災影響について評価を行った。その結果を添付資料４に

示す。 

(15) 直流電源系

直流電源系には，電動弁，空気作動弁は設置されていない。 

なお，多重化された直流母線を接続する連絡母線に対す

る火災影響について評価を行った。その結果を添付資料４

に示す。 

(16) 原子炉補機冷却系

原子炉補機冷却系は，多重化された系統間が電動弁や空気

作動弁によって接続されていない。（添付資料２の第 13図参

照） 

(17) 原子炉補機海水系

原子炉補機海水系は，多重化された系統間が電動弁や空気

作動弁によって接続されていない。（添付資料２の第 14図参

照） 

(18) 高圧炉心スプレイ補機冷却系

 高圧炉心スプレイ補機冷却系は，多重化された系統ではな

い。 

（添付資料２の第 15 図参照） 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

系統構成が異なる 
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(17) 非常用換気空調系

非常用換気空調系には，多重化された系統間が電動弁及

び空気作動弁によって接続されていない。（添付資料２の第 

12，13 図参照） 

(18) 中央制御室非常用換気空調系

中央制御室非常用換気空調系は，多重化された系統では

ない。 

(19) 換気空調補機非常用冷却系

換気空調補機非常用冷却系には，多重化された系統間が

電動弁及び空気作動弁によって接続されていない。（添付資

料２の第８図参照） 

(20) 制御室外原子炉停止装置

制御室外原子炉停止装置には，電動弁，空気作動弁は設

置されていない。 

(21) 計測制御系

計測制御系には，電動弁，空気作動弁は設置されていな

い。 

(22) 安全保護系

安全保護系には，電動弁，空気作動弁は設置されていな

い。 

5．原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持するために必要

な機器の特定 

前2．～4．の検討結果を踏まえ，2.3．の(1)～(22)の系統に対

する火災防護対象として原子炉の高温停止及び低温停止を達成

し，維持するために必要な機器を特定した。 

(13) 非常用換気空調系（中央制御室換気空調系含む）

非常用換気空調系（中央制御室換気空調系含む）は，多

重化された系統間が電動弁及び空気作動弁により接続さ

れていない。（添付資料2） 

(18) 制御室外原子炉停止装置

中央制御室外原子炉停止制御盤には，電動弁，空気作動

弁は設置されていない。 

(19) 事故時監視計器の一部（計測制御系）

事故時監視計器の一部（計測制御系）には，電動弁，空

気作動弁は設置されていない。 

(20) 安全保護系

安全保護系には，電動弁，空気作動弁は設置されていな

い。 

5. 原子炉の安全停止に必要な機器の特定

前記2.～4.の検討結果を踏まえ，2.3（1）～（20）の系統に対

する火災防護対象として原子炉の安全停止に必要な機器を特定

した。 

(19) 高圧炉心スプレイ補機海水系

 高圧炉心スプレイ補機海水系は，多重化された系統ではな

い。 

（添付資料２の第 15 図参照） 

(20) 非常用空調換気系

非常用空調換気系は，多重化された系統間が電動弁や空気

作動弁によって接続されていない。（添付資料２の第 16図～

第 19図参照） 

(21) 中央制御室非常用空調換気系

 中央制御室非常用空調換気系は，多重化された系統ではな

い。 

（添付資料２の第 20 図参照） 

(22) 制御室外原子炉停止装置

制御室外原子炉停止装置には，電動弁，空気作動弁は設置

されていない。 

(23) 計測制御系（事故時監視計器の一部を含む）

計測制御系（事故時監視計器の一部を含む）には，電動弁，

空気作動弁は設置されていない。 

(24) 安全保護系

安全保護系には，電動弁，空気作動弁は設置されていない。 

5. 原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持するために必要

な機器の特定

  2.項～4.項の検討結果を踏まえ，2.3 の(1)～(24)の系統に対

する火災防護対象として原子炉の高温停止及び低温停止を達成

し，維持するために必要な機器を特定した。 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

系統構成が異なる 
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特定に当たっては，まず上記の系統から，火災によって原子炉

の高温停止及び低温停止を達成し，維持するために必要な機能に

影響を及ぼす系統を抽出した。次に，抽出された系統も含め，系

統図・単線結線図・展開接続図から原子炉の高温停止及び低温停

止を達成し，維持するために必要なポンプ・電動機・弁・計器等，

及びこれらに関連する電源盤・制御盤・ケーブル等を抽出した。

抽出された各機器に対して，火災による原子炉の高温停止及び低

温停止を達成し，維持するために必要な機能への影響を考慮し，

重要度に応じて図るべき火 災防護対策について評価した。 

5.1．原子炉冷却材圧力バウンダリ機能 

重要度分類審査指針によると，原子炉冷却材圧力バウンダ

リ機能に該当する系統は「原子炉冷却材バウンダリを構成す

る機器・配管系（原子炉圧力容器，原子炉再循環ポンプ，配

管，弁，隔離弁，制御棒駆動機構ハウジング，中性子束計装

ハウジング。なお，計装等の小口径配管・機器は除く。）」で

ある。原子炉冷却材圧力バウンダリの系統図を添付資料２の

第１図に示す。 

原子炉圧力容器，再循環ポンプ，配管，手動弁，逆止弁，

制御棒駆動機構ハウジング，中性子束計装ハウジングについ

ては，金属等の不燃性材料で構成されており，火災による機

能喪失は考えにくく，火災によって原子炉冷却材圧力バウン

ダリ機能に影響が及ぶおそれはない※２。これらの機器，配

管，弁については消防法又は建築基準法に基づく火災防護対

策を行う設計とする。 

対して，原子炉冷却材バウンダリを構成する隔離弁のうち，

電動弁の一部は，火災によって原子炉冷却材圧力バウンダリ

機能に影響が及ぶ可能性を否定できない。 

したがって，原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維

持するために必要な機能を確保するための系統として，「原子

炉冷却材圧力バウンダリを構成する隔離弁」を抽出し，火災

防護に係る審査基準に基づき火災防護対策を行う設計とす

る。 

5.2．過剰反応度の印加防止機能 

重要度分類審査指針によると，過剰反応度の印加防止機能

特定においては，上記の系統から，火災により原子炉の安全停

止に必要な機能に影響をおよぼす系統を抽出した。次に，抽出さ

れた系統も含め，系統図・単線結線図・展開接続図より原子炉の

安全停止に必要なポンプ・電動機・弁・計器等，およびこれらに

関連する電源盤・制御盤・ケーブル等を抽出し，抽出された各機

器に対して，火災による原子炉の安全停止に必要な機能への影響

を考慮し，火災防護対策の要否を評価した。 

5.1 原子炉冷却材圧力バウンダリ機能 

原子炉冷却材圧力バウンダリ機能に該当する系統は「原子

炉冷却材圧力バウンダリを構成する機器・配管系(原子炉圧力

容器，原子炉再循環ポンプ，配管，弁，隔離弁，制御棒駆動

機構ハウジング，中性子束計装ハウジング（計装等の小口径

配管・機器は除く。）」である。原子炉冷却材圧力バウンダリ

の系統図を添付資料2の第1図に示す。 

これらのうち，原子炉格納容器内に設置される機器，配管，

弁等は，環境条件から火災により機能に影響をおよぼすおそ

れはない※１。また，原子炉格納容器外に設置される配管は，

金属等の不燃性材料で構成され，火災により機能喪失は考え

にくく，火災発生のおそれはない※２。 

原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する隔離弁のうち，原

子炉格納容器外側の電動弁の一部は，火災によって原子炉冷

却材圧力バウンダリ機能に影響をおよぼす可能性がある。 

したがって，原子炉の安全停止に必要な機能を達成するた

めの系統として，「原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する隔

離弁」を抽出する。 

5.2 過剰反応度の印加防止機能 

過剰反応度の印加防止機能に該当する系統は「制御棒カッ

  特定に当たっては，まず上記の系統から，火災によって原子炉

の高温停止及び低温停止を達成し，維持するために必要な機能に

影響を及ぼす系統を抽出した。次に，抽出された系統も含め，系

統図・単線結線図・展開接続図から原子炉の高温停止及び低温停

止を達成し，維持するために必要なポンプ・電動機・弁・計器等

及びこれらに関連する電源盤・制御盤・ケーブル等を抽出した。

抽出された各機器に対して，火災による原子炉の高温停止及び低

温停止を達成し，維持するために必要な機能への影響を考慮し，

重要度に応じて図るべき火災防護対策について評価した。 

5.1. 原子炉冷却材圧力バウンダリ機能 

重要度分類審査指針によると，原子炉冷却材圧力バウンダ

リ機能に該当する系統は「原子炉冷却材圧力バウンダリを構

成する機器・配管系（原子炉圧力容器，原子炉再循環ポンプ，

配管，弁，隔離弁，制御棒駆動機構ハウジング，中性子束計

装ハウジング。なお，計装等の小口径配管・機器は除く。）」

である。原子炉冷却材圧力バウンダリの系統図を添付資料２

の第１図に示す。 

原子炉圧力容器，原子炉再循環ポンプ，配管，手動弁，逆

止弁，制御棒駆動機構ハウジング，中性子束計装ハウジング

については，金属等の不燃性材料で構成されており，火災に

よる機能喪失は考えにくく，火災によって原子炉冷却材圧力

バウンダリ機能に影響が及ぶおそれはない※２。これらの機

器，配管，弁については消防法又は建築基準法に基づく火災

防護対策を行う設計とする。 

対して，原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する隔離弁の

うち，電動弁の一部は，火災によって原子炉冷却材圧力バウ

ンダリ機能に影響が及ぶ可能性を否定できない。

したがって，原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維

持するために必要な機能を確保するための系統として，「原

子炉冷却材圧力バウンダリを構成する隔離弁」を抽出し，火

災防護に係る審査基準に基づき火災防護対策を行う設計とす

る。 

5.2. 過剰反応度の印加防止機能 

重要度分類審査指針によると，過剰反応度の印加防止機
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に該当する系統は「制御棒カップリング（制御棒カップリン

グ，制御棒駆動機構カップリング，制御棒駆動機構ラッチ機

構）」である。 

制御棒カップリング（制御棒カップリング，制御棒駆動機

構カップリング，制御棒駆動機構ラッチ機構）は，金属等の

不燃性材料で構成する機械品であるため，火災による機能喪

失は考えにくく，火災によって過剰反応度の印加防止機能に

影響が及ぶおそれはない※２。 

したがって，火災によって過剰反応度の印加防止機能に影

響を及ぼす系統はなく，これらの機器については消防法又は

建築基準法に基づく火災防護対策を行う設計とする。 

5.3．炉心形状の維持機能 

重要度分類審査指針によると，炉心形状の維持機能に該当

する系統は「炉心支持構造物，燃料集合体（燃料を除く）」

である。 

炉心支持構造物，燃料集合体は，原子炉圧力容器内に設置

されており，環境条件から火災によって炉心形状の維持機能

に影響が及ぶおそれはない※１。 

したがって，火災によって炉心形状の維持機能に影響を及

ぼす系統はなく，これらの機器については消防法又は建築基

準法に基づく火災防護対策を行う設計とする。 

5.4．原子炉の緊急停止機能 

重要度分類審査指針によると，原子炉の緊急停止機能に該

当する系統は「原子炉停止系の制御棒による系（制御棒及び

制御棒駆動系（スクラム機能））」である。制御棒及び制御棒

駆動系（スクラム機能）の系統概略図を第 2-1 図に示す。 

このうち，制御棒，制御棒案内管は原子炉圧力容器内に設

置されており，環境条件から火災によって原子炉の緊急停止

機能に影響が及ぶおそれはない※１。また，制御棒駆動機構

は金属等の不燃性材料で構成する機械品であるため，火災に

プリング（制御棒カップリング，制御棒駆動機構カップリン

グ）」である。 

制御棒カップリング等は，原子炉格納容器内に設置されて

おり，環境条件から火災が発生するおそれがなく，火災によ

り過剰反応度の印加防止機能に影響をおよぼすおそれはない

※１。また，制御棒カップリング等は，金属等の不燃性材料で

構成する機械品であるため，火災による機能喪失は考えにく

く，火災によって過剰反応度の印加防止機能に影響をおよぼ

すおそれはない※２。 

したがって，火災により過剰反応度の印加防止機能に影響

をおよぼす系統はない。 

5.3 炉心形状の維持機能 

炉心形状の維持機能に該当する系統は「炉心支持構造物，

燃料集合体（燃料を除く）」である。 

炉心支持構造物，燃料集合体は，原子炉圧力容器内に設置

されており，環境条件から火災により炉心形状の維持機能に

影響をおよぼすおそれはない※１。 

したがって，火災により炉心形状の維持機能に影響をおよ

ぼす系統はない。 

5.4 原子炉の緊急停止機能 

原子炉の緊急停止機能に該当する系統は「原子炉停止系の制

御棒による系（制御棒及び制御棒駆動系（スクラム機能））」で

ある。第2-1図に制御棒及び制御棒駆動系（水圧制御ユニット）

の系統概略図を示す。 

これらのうち，制御棒及び制御棒案内管は，原子炉格納容器

内に設置されており，環境条件から火災により原子炉の緊急停

止機能に影響をおよぼすおそれはない※１。制御棒駆動機構は，

不燃性材料で構成されており，火災により原子炉の緊急停止機

能に該当する系統は「制御棒カップリング（制御棒カップ

リング，制御棒駆動機構カップリング）」である。

制御棒カップリング（制御棒カップリング，制御棒駆動

機構カップリング）は，金属等の不燃性材料で構成する機

械品であるため，火災による機能喪失は考えにくく，火災

によって過剰反応度の印加防止機能に影響が及ぶおそれは

ない※２。 

したがって，火災によって過剰反応度の印加防止機能に

影響を及ぼす系統はなく，これらの機器については消防法

又は建築基準法に基づく火災防護対策を行う設計とする。 

5.3. 炉心形状の維持機能 

重要度分類審査指針によると，炉心形状の維持機能に該

当する系統は「炉心支持構造物，燃料集合体（燃料を除く）」

である。 

炉心支持構造物，燃料集合体は，原子炉圧力容器内に設

置されており，環境条件から火災によって炉心形状の維持

機能に影響が及ぶおそれはない※１。 

したがって，火災によって炉心形状の維持機能に影響を

及ぼす系統はなく，これらの機器については消防法又は建

築基準法に基づく火災防護対策を行う設計とする。 

5.4. 原子炉の緊急停止機能 

重要度分類審査指針によると，原子炉の緊急停止機能に

該当する系統は「原子炉停止系の制御棒による系（制御棒

及び制御棒駆動系（スクラム機能））」である。制御棒及

び制御棒駆動系（スクラム機能）の系統概略図を第２-１図

に示す。 

このうち，制御棒，制御棒案内管は，原子炉格納容器内

に設置されており，環境条件から火災によって原子炉の緊

急停止機能に影響が及ぶおそれはない※１。また，制御棒駆

動機構は金属等の不燃性材料で構成する機械品であるた
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よる機能喪失は考えにくく，火災によって原子炉の緊急停止

機能に影響が及ぶおそれはない※２。 

スクラム機能が要求される水圧制御ユニットについては，

当該ユニットのアキュムレータ，窒素容器，配管は金属等の

不燃性材料で構成する機械品であるため，火災による機能喪

失は考えにくく，火災によって原子炉の緊急停止機能に影響

が及ぶおそれはない※２。 

スクラム弁・スクラムパイロット弁は，金属部品とケーブ

ル・ダイヤフラム等の非金属部品によって構成されるが，金

属部品よりも融点の低い非金属部品について評価する。火災

によってケーブルが機能喪失した場合は，スクラム弁・スク

ラムパイロット弁の作動用電磁弁が無励磁となるため，自動

的に制御棒が挿入される。万一，火災によってケーブルが損

傷し，すべての電磁弁が無励磁とならない場合においても，

電磁弁の電源を OFF とすることによってスクラム弁を「開」

動作し制御棒を挿入させることができる。また，火災によっ

てスクラム弁・スクラムパイロット弁のダイヤフラム等が機

能喪失した場合も，自動的に制御棒が挿入される構造となっ

ている。以上より，水圧制御ユニットは火災によってスクラ

ム機能に影響が及ぶおそれはない。

したがって，火災によって原子炉の緊急停止機能に影響を

及ぼす系統はなく，これらの機器については消防法又は建築

基準法に基づく火災防護対策を行う設計とする。 

能に影響をおよぼすおそれはない※２。 

スクラム機能が要求される水圧制御ユニットは，ユニットを

構成するアキュムレータ，窒素容器，配管が金属等の不燃性材

料で構成されており，火災による機能喪失は考えにくい※２。 

また，スクラム弁，スクラムパイロット弁は，金属部品とケ

ーブル，ダイアフラムなどの非金属で構成されるため，金属部

品より融点が低い非金属を評価する。ケーブルが火災により機

能喪失した場合，スクラム弁，スクラムパイロット弁の作動用

電磁弁が無励磁となるため，自動的に制御棒が原子炉に挿入さ

れる設計である。万が一，火災によりケーブルが損傷し，全て

の電磁弁が無励磁とならない事象が発生した場合は，電磁弁の

電源を切ることによりスクラム弁を「開」動作し，制御棒を挿

入させることも可能である。また，火災によりスクラム弁，ス

クラムパイロット弁のダイアフラムが機能喪失した場合は，自

動的に制御棒が挿入される構造となっている。以上により水圧

制御ユニットは火災によりスクラム機能に影響をおよぼすお

それはない。 

したがって，火災により原子炉の緊急停止機能に影響をおよ

ぼす系統はない。 

め，火災による機能喪失は考えにくく，火災によって原子

炉の緊急停止機能に影響が及ぶおそれはない※２。 

スクラム機能が要求される水圧制御ユニットについて

は，当該ユニットのアキュムレータ，窒素容器，配管は金

属等の不燃性材料で構成する機械品であるため，火災によ

る機能喪失は考えにくく，火災によって原子炉の緊急停止

機能に影響が及ぶおそれはない※２。 

スクラム弁・スクラムパイロット弁は，金属部品とケー

ブル・ダイヤフラム等の非金属部品によって構成されるが，

金属部品よりも融点の低い非金属部品について評価する。

火災によってケーブルが機能喪失した場合は，スクラム

弁・スクラムパイロット弁の作動用電磁弁が無励磁となる

ため，自動的に制御棒が挿入される。万一，火災によって

ケーブルが損傷し，すべての電磁弁が無励磁とならない場

合においても，電磁弁の電源をOFFとすることによってスク

ラム弁を「開」動作し，制御棒を挿入させることができる。

また，火災によってスクラム弁・スクラムパイロット弁の

ダイヤフラム等が機能喪失した場合も，自動的に制御棒が

挿入される構造となっている。以上より，水圧制御ユニッ

トは火災によってスクラム機能に影響が及ぶおそれはな

い。 

したがって，火災によって原子炉の緊急停止機能に影響

を及ぼす系統はなく，これらの機器については消防法又は

建築基準法に基づく火災防護対策を行う設計とする。 
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第 2-1 図：制御棒及び制御棒駆動系（水圧制御ユニット）の系統

概略図 

5.5．未臨界維持機能 

重要度分類審査指針によると，未臨界維持機能に該当する

系統は「原子炉停止系（制御棒による系，ほう酸水注入系）」

である。 

このうち，制御棒による系は，5.4．に記載のとおりであ

り，火災によって未臨界維持機能に影響が及ぶおそれはな

い。 

ほう酸水注入系については，第 2-2 図に系統概略図を示

すが，貯蔵タンク，配管，手動弁等は金属等の不燃性材料で

構成する機械品であるため，火災による機能喪失は考えにく

く，火災によって未臨界維持機能に影響が及ぶおそれはない

第2-1図 制御棒及び制御棒駆動系（水圧制御ユニット）系統概略

図 

5.5 未臨界維持機能 

未臨界維持機能に該当する系統は「原子炉停止系（制御棒に

よる系，ほう酸水注入系）」である。 

制御棒による系は，5.4に記載のとおり火災により未臨界維

持機能に影響をおよぼすおそれはない。 

ほう酸水注入系の系統概略を第2-2図に示す。ほう酸水注入

系貯蔵タンク，配管，弁等は，金属の不燃性材料で構成してお

り，火災により機能喪失は考えにくい※２。電動弁，ポンプにつ

いては，火災により電源ケーブル等が機能喪失した場合，当該

第２-１図 制御棒及び制御棒駆動系（水圧制御ユニット）の系統

概略図 

5.5. 未臨界維持機能 

重要度分類審査指針によると，未臨界維持機能に該当す

る系統は「原子炉停止系（制御棒による系，ほう酸水注入

系）」である。 

このうち，制御棒による系は，5.4.に記載のとおりであ

り，火災によって未臨界維持機能に影響が及ぶおそれはな

い。 

ほう酸水注入系については，第２-２図に系統概略図を示

すが，貯蔵タンク，配管，手動弁等は金属等の不燃性材料

で構成する機械品であるため，火災による機能喪失は考え

にくく，火災によって未臨界維持機能に影響が及ぶおそれ

・設備設計の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

設備構成が異なる 
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※２。ポンプ，電動弁については，火災によって電源ケーブ

ル等が機能喪失すると当該ポンプ，電動弁も機能喪失するこ

ととなるため，火災によってほう酸水注入系が機能喪失する

おそれがある。 

したがって，原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維

持するために必要な機能を確保するための系統として，未臨

界維持機能が要求される「ほう酸水注入系」が該当するが，

「ほう酸水注入系」が機能喪失しても，未臨界維持機能とし

ては「制御棒による系」があり，当該系統については火災が

発生しても機能に影響が及ぶおそれはない。このため，火災

によって未臨界維持機能に影響が及ぶおそれはなく，これら

の機器については消防法又は建築基準法に基づく火災防護

対策を行う設計とする。 

第 2-2 図：ほう酸水注入系及び制御棒による系の系統概略図 

電動弁，ポンプも機能喪失し，ほう酸水注入系が機能喪失する

おそれがある。 

したがって，原子炉の安全停止に必要な機能を達成するため

の系統として，未臨界維持機能に要求される「ほう酸水注入系」

を抽出する。 

なお，「ほう酸水注入系」が機能喪失したとしても，未臨界

維持機能としては「制御棒による系」があり，当該系統につい

ては火災が発生しても機能に影響がおよぶおそれはないため，

火災により未臨界維持機能に影響をおよぼすおそれはない。 

第2-2図 ほう酸水注入系及び制御棒による系 系統概略図 

はない※２。ポンプ，電動弁については，火災によって電源

ケーブル等が機能喪失すると当該ポンプ，電動弁も機能喪

失することとなるため，火災によってほう酸水注入系が機

能喪失するおそれがある。 

したがって，原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，

維持するために必要な機能を確保するための系統として，

未臨界維持機能が要求される「ほう酸水注入系」が該当す

るが，「ほう酸水注入系」が機能喪失しても，未臨界維持

機能としては「制御棒による系」があり，当該系統につい

ては火災が発生しても機能に影響が及ぶおそれはない。こ

のため，火災によって未臨界維持機能に影響が及ぶおそれ

はなく，これらの機器については消防法又は建築基準法に

基づく火災防護対策を行う設計とする。 

第２-２図 ほう酸水注入系の系統概要図 ・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

設備構成が異なる 
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5.6．原子炉冷却材圧力バウンダリの過圧防止機能 

重要度分類審査指針によると，原子炉冷却材圧力バウンダ

リの過圧防止機能に該当する系統は「逃がし安全弁（安全弁

としての開機能）」である。 

逃がし安全弁（安全弁としての開機能）は，金属等の不燃

性材料で構成する機械品であるため，火災による機能喪失は

考えにくく，火災によって原子炉冷却材圧力バウンダリの過

圧防止機能に影響が及ぶおそれはない※２。 

したがって，火災によって原子炉冷却材圧力バウンダリの

過圧防止機能に影響を及ぼす系統はなく，これらの機器につ

いては消防法又は建築基準法に基づく火災防護対策を行う

設計とする。 

5.7．原子炉停止後の除熱機能 

重要度分類審査指針によると，原子炉停止後の除熱機能に

該当する系統は「残留熱を除去する系統（残留熱除去系（原

子炉停止時冷却モード），原子炉隔離時冷却系，高圧炉心注

水系，逃がし安全弁（手動逃がし機能），自動減圧系（手動

逃がし機能））」である。 

これらの系統を構成する機器等のうち，ポンプ，電動弁，

電磁弁等については，火災によって電源ケーブルや制御ケー

ブル等が機能喪失すると当該ポンプ電動弁，電磁弁等も機能

喪失することとなるため，火災によって原子炉停止後の除熱

機能が喪失するおそれがある。 

したがって，原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維

持するために必要な機能を確保するための系統として，残留

熱除去系（原子炉停止時冷却モード），原子炉隔離時冷却系，

高圧炉心注水系，自動減圧系（手動逃がし機能）を抽出し，

火災防護に係る審査基準に基づき火災防護対策を行う設計

とする。 

5.6 原子炉冷却材圧力バウンダリの過圧防止機能 

原子炉冷却材圧力バウンダリの過圧防止機能に該当する系

統は「逃がし安全弁（安全弁としての開機能）」である。 

逃がし安全弁（安全弁としての開機能）は，原子炉格納容器

内に設置されており，環境条件から火災により原子炉冷却材圧

力バウンダリの過圧防止機能に影響をおよぼすおそれはない※

１。また，逃がし安全弁（安全弁としての開機能）は，金属等

の不燃性材料で構成する機械品であるため，火災による機能喪

失は考えにくく，火災によって原子炉冷却材圧力バウンダリの

過圧防止機能に影響をおよぼすおそれはない※２。 

したがって，火災により原子炉冷却材圧力バウンダリの過圧

防止機能に影響をおよぼす系統はない。 

5.7 原子炉停止後の除熱機能 

原子炉停止後の除熱機能に該当する系統は「残留熱を除去す

る系統（残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード），原子炉隔

離時冷却系，高圧炉心スプレイ系，逃がし安全弁（手動逃がし

機能），自動減圧系（手動逃がし機能）」である。 

これらの系統を構成する機器等のうち，ポンプ，電動弁，電

磁弁等は，火災により電源ケーブル等が機能喪失した場合，当

該ポンプ，電動弁，電磁弁等も機能喪失し，原子炉停止後の除

熱機能が喪失するおそれがある。 

したがって，原子炉の安全停止に必要な機能を達成するため

の系統として，残留熱を除去する系統（残留熱除去系（原子炉

停止時冷却モード），原子炉隔離時冷却系，高圧炉心スプレイ

系，逃がし安全弁（手動逃がし機能），自動減圧系（手動逃が

し機能）を抽出する。 

5.6. 原子炉冷却材圧力バウンダリの過圧防止機能 

重要度分類審査指針によると，原子炉冷却材圧力バウン

ダリの過圧防止機能に該当する系統は「逃がし安全弁（安

全弁としての開機能）」である。 

逃がし安全弁（安全弁としての開機能）は，金属等の不

燃性材料で構成する機械品であるため，火災による機能喪

失は考えにくく，火災によって原子炉冷却材圧力バウンダ

リの過圧防止機能に影響が及ぶおそれはない※２。

したがって，火災によって原子炉冷却材圧力バウンダリ

の過圧防止機能に影響を及ぼす系統はなく，これらの機器

については消防法又は建築基準法に基づく火災防護対策を

行う設計とする。 

5.7. 原子炉停止後の除熱機能 

重要度分類審査指針によると，原子炉停止後の除熱機能

に該当する系統は「残留熱を除去する系統（残留熱除去系

（原子炉停止時冷却モード），原子炉隔離時冷却系，高圧

炉心スプレイ系，逃がし安全弁（手動逃がし機能），自動

減圧系（手動逃がし機能））」である。 

これらの系統を構成する機器等のうち，ポンプ，電動弁，

電磁弁等については，火災によって電源ケーブルや制御ケ

ーブル等が機能喪失すると当該ポンプ，電動弁，電磁弁等

も機能喪失することとなるため，火災によって原子炉停止

後の除熱機能が喪失するおそれがある。 

したがって，原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，

維持するために必要な機能を確保するための系統として，

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード），原子炉隔離時

冷却系，高圧炉心スプレイ系，自動減圧系（手動逃がし機

能）を抽出し，火災防護に係る審査基準に基づき火災防護

対策を行う設計とする。 

加えて，除熱機能としては，原子炉冷却材を主蒸気逃が

し安全弁からトーラスに逃がし，原子炉隔離時冷却系等で

循環するフィードアンドブリードによる除熱機能でも崩壊

熱除去機能を確保する設計とする。 

・設備の相違
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なお，「逃がし安全弁（手動逃がし機能）」が機能喪失して

も，手動逃がし機能としては「自動減圧系（手動逃がし機能）」

があり，当該系統については火災防護に係る審査基準に基づ

き火災防護対策を行う設計とすることによって未臨界維持

機能を確保する。このため，「逃がし安全弁（手動逃がし機

能）」の火災によって，原子炉停止後の除熱機能に影響が及

ぶおそれはなく，「逃がし安全弁（手動逃がし機能）」に関す

る機器は消防法又は建築基準法に基づく火災防護対策を行

う設計とする。 

5.8．炉心冷却機能 

重要度分類審査指針によると，炉心冷却機能に該当する系

統は「非常用炉心冷却系（残留熱除去系（低圧注水モード），

原子炉隔離時冷却系，高圧炉心注水系，自動減圧系）」であ

る。 

これらの系統を構成する機器等のうち，ポンプ，電動弁，

電磁弁等については，火災によって電源ケーブルや制御ケー

ブル等が機能喪失すると当該ポンプ，電動弁，電磁弁等も機

能喪失することとなるため，火災によって炉心冷却機能が喪

失するおそれがある。 

したがって，原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維

持するために必要な機能を確保するための系統として，残留

熱除去系（低圧注水モード），原子炉隔離時冷却系，高圧炉

心注水系，自動減圧系を抽出し，火災防護に係る審査基準に

基づき火災防護対策を行う設計とする。 

5.9．工学的安全施設及び原子炉停止系への作動信号の発生機能 

重要度分類審査指針によると，工学的安全施設及び原子炉

停止系への作動信号の発生機能に該当する系統は「安全保護

系（原子炉緊急停止の安全保護回路，非常用炉心冷却系作動

の安全保護回路，主蒸気隔離の安全保護回路，原子炉格納容

器隔離の安全保護回路，非常用ガス処理系作動の安全保護回

路）」である。これらは，火災による機能への影響について

個別に評価する必要がある。 

したがって，ここでは，原子炉の高温停止及び低温停止を

なお，逃がし安全弁（手動逃がし機能）が喪失しても，手動

逃がし機能としては，自動減圧系（手動逃がし機能）があり，

当該系統を火災防護対象にすることにより原子炉停止後の除

熱機能を確保することができる。したがって，逃がし安全弁（手

動逃がし機能）の火災により，原子炉停止後の除熱機能に影響

をおよぼすおそれはない。 

5.8 炉心冷却機能 

炉心冷却機能に該当する系統は「非常用炉心冷却系（低圧炉

心スプレイ系，低圧注水系，高圧炉心スプレイ系，自動減圧系）」

である。 

これらの系統を構成する機器等のうち，ポンプ，電動弁，電

磁弁等は，火災により電源ケーブル等が機能喪失した場合，当

該ポンプ，電動弁，電磁弁等も機能喪失し，炉心冷却機能が喪

失するおそれがある。 

したがって，原子炉の安全停止に必要な機能を達成するため

の系統として，非常用炉心冷却系（低圧炉心スプレイ系，低圧

注水系，高圧炉心スプレイ系，自動減圧系）を抽出する。 

5.9 工学的安全施設及び原子炉停止系への作動信号の発生機能 

工学的安全施設及び原子炉停止系への作動信号の発生機能

に該当する系統は「安全保護系（原子炉緊急停止の安全保護回

路，非常用炉心冷却系作動の安全保護回路，主蒸気隔離の安全

保護回路，原子炉格納容器隔離の安全保護回路，原子炉建屋ガ

ス処理系作動の安全保護回路）」である。これらは，火災によ

る機能への影響について個別に評価が必要である。 

したがって，原子炉の安全停止に必要な機能を達成するため

なお，「逃がし安全弁（手動逃がし機能）」が機能喪失

しても，手動逃がし機能としては「自動減圧系（手動逃が

し機能）」があり，当該系統については火災防護に係る審

査基準に基づき火災防護対象とすることによって除熱機能

を確保する。このため，「逃がし安全弁（手動逃がし機能）」

の火災によって，原子炉停止後の除熱機能に影響が及ぶお

それはなく，「逃がし安全弁（手動逃がし機能）」に関す

る機器は消防法又は建築基準法に基づく火災防護対策を行

う設計とする。 

5.8. 炉心冷却機能 

重要度分類審査指針によると，炉心冷却機能に該当する

系統は「非常用炉心冷却系（残留熱除去系（低圧注水モー

ド），低圧炉心スプレイ系，高圧炉心スプレイ系，自動減

圧系）」である。 

これらの系統を構成する機器等のうち，ポンプ，電動弁，

電磁弁等については，火災によって電源ケーブルや制御ケ

ーブル等が機能喪失すると当該ポンプ，電動弁，電磁弁等

も機能喪失することとなるため，火災によって炉心冷却機

能が喪失するおそれがある。 

したがって，原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，

維持するために必要な機能を確保するための系統として，

残留熱除去系（低圧注水モード），低圧炉心スプレイ系，

高圧炉心スプレイ系，自動減圧系を抽出し，火災防護に係

る審査基準に基づき火災防護対策を行う設計とする。 

5.9.工学的安全施設及び原子炉停止系への作動信号の発生機能 

重要度分類審査指針によると，工学的安全施設及び原子

炉停止系への作動信号の発生機能に該当する系統は「安全

保護系（原子炉緊急停止の安全保護回路，非常用炉心冷却

系作動の安全保護回路，主蒸気隔離の安全保護回路，原子

炉格納容器隔離の安全保護回路，非常用ガス処理系作動の

安全保護回路）」である。これらは，火災による機能への

影響について個別に評価する必要がある。 

したがって，ここでは，原子炉の高温停止及び低温停止

も除熱機能を確保でき

る設計としている 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

設備構成が異なる 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

設備構成が異なる 

494



 

柏崎刈羽原子力発電所 6／7 号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 2 号炉 備考 

達成し，維持するために必要な機能を確保するための系統と

して，安全保護系を抽出し，火災防護に係る審査基準に基づ

き火災防護対策を行う設計とする。 

5.10．安全上特に重要な関連機能 

重要度分類審査指針によると，安全上特に重要な関連機

能に該当する系統は「非常用所内電源系，制御室及びその

遮蔽・非常用換気空調系，非常用補機冷却水系，直流電源

系」である。 

これらの系統を構成する機器等のうち，ポンプ，電動弁

等については火災によって電源ケーブル等が機能喪失す

ると当該ポンプ，電動弁等も機能喪失することとなる。ま

た，電源盤，制御盤等については，当該盤等から火災が発

生する可能性を否定できない。ただし，中央制御室非常用

換気空調系については，火災により機能喪失しても室温上

昇に時間的余裕があることから，中央制御室の負荷制限等

を行うことによって中央制御室の居住性を維持すること

が可能であり，原子炉の安全停止機能に影響が及ぶおそれ

はない。 

したがって，原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，

維持するために必要な機能を確保するための系統として，

非常用ディーゼル発電機（燃料移送系を含む），非常用交

流電源系，直流電源系，原子炉補機冷却水系，原子炉補機

冷却海水系，非常用換気空調系，換気空調補機非常用冷却

系を抽出し，火災防護に係る審査基準に基づき火災防護対

策を行う設計とする。なお，原子炉の高温停止及び低温停

止を達成し，維持するために必要な換気設備の抽出につい

て，添付資料３に示す。 

5.11．安全弁及び逃がし弁の吹き止まり機能 

重要度分類審査指針によると，安全弁及び逃がし弁の吹

き止まり機能に該当する系統は「逃がし安全弁（吹き止ま

り機能に関連する部分）」である。 

逃がし安全弁（吹き止まり機能に関連する部分）は，金

の系統として安全保護系を抽出する。 

5.10 安全上特に重要な関連機能 

安全上特に重要な関連機能に該当する系統は「非常用所内

電源系，制御室及びその遮蔽・非常用換気空調系，非常用補

機冷却水系，直流電源系」である。 

これらの系統を構成する機器等のうち，ポンプ，電動弁等

は，火災により電源ケーブル等が機能喪失した場合，当該ポ

ンプ，電動弁等が機能喪失することとなる。また，電源盤，

制御盤についても当該盤から火災の発生の可能性を否定でき

ない。 

したがって，原子炉の安全停止に必要な機能を達成するた

めの系統として，非常用ディーゼル発電機，非常用所内電源

系，直流電源系，計装制御電源系，残留熱除去系海水系，非

常用ディーゼル発電機海水系，中央制御室換気空調系を抽出

する。なお，原子炉の安全停止に必要な換気設備について，

添付資料3に示す。 

5.11 安全弁及び逃がし弁の吹き止まり機能 

安全弁及び逃がし弁の吹き止まり機能に該当する系統は，

逃がし安全弁（吹き止まり機能に関連する部分）である。 

逃がし安全弁（吹き止まり機能に関連する部分）は，原子

炉格納容器内に設置されており，環境条件から火災により本

機能に影響をおよぼすおそれはない※１。また，逃がし安全弁

を達成し，維持するために必要な機能を確保するための系

統として，安全保護系を抽出し，火災防護に係る審査基準

に基づき火災防護対策を行う設計とする。 

5.10. 安全上特に重要な関連機能 

重要度分類審査指針によると，安全上特に重要な関連機

能に該当する系統は「非常用所内電源系，制御室及びその

遮蔽・非常用空調換気系，非常用補機冷却水系，直流電源

系」である。 

これらの系統を構成する機器等のうち，ポンプ，電動弁

等については火災によって電源ケーブル等が機能喪失す

ると当該ポンプ，電動弁等も機能喪失することとなる。ま

た，電源盤，制御盤等については，当該盤等から火災が発

生する可能性を否定できない。 

したがって，原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，

維持するために必要な機能を確保するための系統として，

ディーゼル発電機（燃料移送系含む），非常用交流電源系，

直流電源系，原子炉補機冷却系，原子炉補機海水系，高圧

炉心スプレイ補機冷却系，高圧炉心スプレイ補機海水系，

非常用空調換気系を抽出し，火災防護に係る審査基準に基

づき火災防護対策を行う設計とする。なお，原子炉の高温

停止及び低温停止を達成し，維持するために必要な換気設

備の抽出について，添付資料３に示す。 

5.11. 安全弁及び逃がし弁の吹き止まり機能 

重要度分類審査指針によると，安全弁及び逃がし弁の吹

き止まり機能に該当する系統は「逃がし安全弁（吹き止ま

り機能に関連する部分）」である。 

逃がし安全弁（吹き止まり機能に関連する部分）は，金

・設備の相違
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属等の不燃性材料で構成する機械品であるため，火災によ

る機能喪失は考えにくく，火災によって安全弁及び逃がし

弁の吹き止まり機能に影響が及ぶおそれはない※２。 

したがって，火災によって安全弁及び逃がし弁の吹き止

まり機能に影響を及ぼす系統はなく，これらの機器につい

ては消防法又は建築基準法に基づき火災防護対策を行う設

計とする。 

5.12．事故時のプラント状態の把握機能 

重要度分類審査指針によると，事故時のプラント状態の

把握機能に該当する系統は「事故時監視計器の一部」であ

る。 

これらの系統を構成する機器等については，火災によっ

て制御ケーブル等が機能喪失すると当該計器が機能喪失

し，事故時のプラント状態の把握機能を喪失するおそれが

ある。 

したがって，原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，

維持するために必要な機能を確保するための系統として，

事故時監視計器の一部から「安全機能を有する計測制御装

置の設計指針（JEAG4611-2009）」を参考に必要な計測制御

装置を抽出し，火災防護に係る審査基準に基づき火災防護

対策を行う設計とする。 

5.13．制御室外からの安全停止機能 

重要度分類審査指針によると，制御室外からの安全停止

機能に該当する系統は「制御室外原子炉停止装置（安全停

止に関連するもの）」である。 

本装置の制御盤等については，当該盤等から火災が発生

する可能性を否定できない。したがって，原子炉の安全停

止に必要な機能を達成するための系統として，制御室外原

子炉停止装置（安全停止に関連するもの）を抽出し，火災

防護に係る審査基準に基づき火災防護対策を行う設計とす

る。 

（吹き止まり機能に関連する部分）は，金属等の不燃性材料

で構成する機械品であるため，火災による機能喪失は考えに

くく，火災によって安全弁及び逃がし弁の吹き止まり機能に

影響をおよぼすおそれはない※２。 

したがって，火災により安全弁及び逃がし弁の吹き止まり

機能に影響をおよぼす系統はない。 

5.12 事故時プラント状態の把握機能 

事故時のプラント状態の把握機能に該当する系統は「事故

時監視計器の一部」である。 

これらの系統を構成する機器等は，火災により制御ケーブ

ル等が機能喪失した場合，計器も機能喪失し，事故時のプラ

ント状態の把握機能を喪失するおそれがある。

したがって，原子炉の安全停止に必要な機能を達成するた

めの系統として，事故時監視計器の一部から「安全機能を有

する計測制御装置の設計指針（ＪＥＡＧ4611-2009）」を参考

に必要な計測制御装置を抽出する。 

5.13 制御室外からの安全停止機能 

制御室外からの安全停止機能に該当する系統は「制御室外

原子炉停止装置（安全停止に関連するもの）」である。 

制御室外原子炉停止装置の制御盤等は，当該盤から火災の

発生の可能性がある。したがって，原子炉の安全停止に必要

な機能を達成するための系統として，制御室外原子炉停止装

置（安全停止に関連するもの）を抽出する。 

属等の不燃性材料で構成する機械品であるため，火災によ

る機能喪失は考えにくく，火災によって安全弁及び逃がし

弁の吹き止まり機能に影響が及ぶおそれはない※２。 

したがって，火災によって安全弁及び逃がし弁の吹き止

まり機能に影響を及ぼす系統はなく，これらの機器につい

ては消防法又は建築基準法に基づき火災防護対策を行う設

計とする。 

5.12. 事故時のプラント状態の把握機能 

重要度分類審査指針によると，事故時のプラント状態の

把握機能に該当する系統は「事故時監視計器の一部」であ

る。 

これらの系統を構成する機器等については，火災によっ

て制御ケーブル等が機能喪失すると当該計器が機能喪失

し，事故時のプラント状態の把握機能を喪失するおそれが

ある。 

したがって，原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，

維持するために必要な機能を確保するための系統として，

事故時監視計器の一部から「安全機能を有する計測制御装

置の設計指針（JEAG4611-2009）」を参考に必要な計測制

御装置を抽出し，火災防護に係る審査基準に基づき火災防

護対策を行う設計とする。 

5.13. 制御室外からの安全停止機能 

重要度分類審査指針によると，制御室外からの安全停止

機能に該当する系統は「制御室外原子炉停止装置（安全停

止に関連するもの）」である。 

本装置の制御盤等については，当該盤等から火災が発生

する可能性を否定できない。 

したがって，原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，

維持するために必要な機能を確保するための系統として，

制御室外原子炉停止装置（安全停止に関連するもの）を抽

出し，火災防護に係る審査基準に基づき火災防護対策を行

う設計とする。 
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※1 環境条件から火災が発生するおそれがないもの 

原子炉圧力容器は，原子炉の状態が運転・起動・

高温停止・低温停止の状態にあっては，原子炉冷却

材を含む閉じた系統となり，原子炉圧力容器内で火

災が発生するおそれはない。 

 

 

 

 

 

 

使用済燃料プール等のように水で満たされている

設備の内部についても，火災が発生するおそれはな

い。 

以上のように，環境条件から火災が発生するおそ

れがないと判断できる系統については，火災によっ

ても原子炉の安全機能に影響を及ぼさないものとす

る。 

 

※２ 火災の影響で機能喪失のおそれがないもの 

金属製の配管，タンク，手動弁，逆止弁等やコン

クリート製の構造物等は，不燃 性材料で構成されて

いる。また，配管，タンク，手動弁，電動弁等（フ

ランジ部等を含む）には内部の液体の漏えいを防止

するため不燃性ではないパッキン類が装着されてい

るが，これらは弁，フランジ等の内部に取り付けて

おり，機器外の火災によってシート面が直接加熱さ

れることはない。機器自体が外部からの炎に炙られ

て加熱されると，パッキンの温度も上昇するが，フ

ランジへの取付けを模擬した耐火試験にて接液した

パッキン類のシート面に機能喪失に至るような大幅

な温度上昇が生じないことを確認している。仮に，

万一パッキン類が長時間高温になってシート性能が

低下したとしても，シート部からの漏えいが発生す

る程度で，弁，配管等の機能が失われることはなく，

他の機器等への影響もない。（第 2-3 図） 

 ※１ 環境条件から火災が発生するおそれがないもの 

原子炉圧力容器は，原子炉の状態が運転・起動・高温停

止・低温停止の状態にあっては，原子炉冷却材を含む閉じ

た系統であり，原子炉圧力容器内で火災が発生するおそれ

はない。 

原子炉格納容器は，通常運転中は窒素置換され原子炉格

納容器内の雰囲気が不活性化されていること，窒素置換さ

れていない期間は，資料8に示すとおり，火災の発生防止，

火災の感知及び消火，火災の影響軽減対策を実施するため，

原子炉格納容器内での火災が機能に影響をおよぼすおそれ

はない。 

使用済燃料プール等のように水で満たされる設備の内部

も火災が発生するおそれはない。 

 

したがって，環境条件から火災が発生するおそれがない

と評価できる系統は，火災により原子炉の安全機能に影響

をおよぼすおそれはないものとする。 

 

 

 ※２ 火災の影響で機能喪失するおそれがないもの 

金属製の配管，タンク，手動弁，逆止弁及びコンクリー

ト製の構造物は，不燃性材料で構成されている。これらの

機器等のうち，配管，タンク，弁類には，内包する流体の

漏れ，外部からの異物の進入を防止するために不燃性でな

いパッキン類を使用しているが，パッキン類はこれらの機

器内部に取り付けられる設計であり，機器等の外からの火

炎により直接加熱されることはない。また，仮に機器が直

接的に火炎に晒されればパッキン類が温度上昇するが，長

時間高温になってシート性能が低下したとしても，シート

部からの漏えいが発生する程度で，弁，配管等の機能が失

われることはなく，他の機器等への影響もない。（第2-3図） 

 

 

 

 

 

   ※１：環境条件から火災が発生するおそれがないもの 

      原子炉圧力容器は，原子炉の状態が運転・起動・高

温停止・低温停止の状態にあっては，原子炉冷却材を

含む閉じた系統となり，原子炉圧力容器内で火災が発

生するおそれはない。 

 

 

 

 

 

 

燃料プールのように水で満たされている設備の内部

についても，火災が発生するおそれはない。 

 

      以上のように，環境条件から火災が発生するおそれ

がないと判断できる系統については，火災によっても

原子炉の安全機能に影響を及ぼさないものとする。 

 

 

   ※２：火災の影響で機能喪失のおそれがないもの 

      金属製の配管，タンク，手動弁，逆止弁等やコンク

リート製の構造物等は，不燃性材料で構成されている。

また，配管，タンク，手動弁，電動弁等（フランジ部

等を含む）には，内部の液体の漏えいを防止するため

不燃性ではないパッキン類が装着されているが，これ

らは弁，フランジ等の内部に取り付けており，機器外

の火災によってシート面が直接加熱されることはな

い。機器自体が外部からの炎に炙られて加熱されると，

パッキンの温度も上昇するが，フランジへの取付けを

模擬した耐火試験にて接液したパッキン類のシート面

に機能喪失に至るような大幅な温度上昇が生じないこ

とを確認している。仮に，万一，パッキン類が長時間

高温になってシート性が低下したとしても，シート部

からの漏えいが発生する程度で，弁，配管等の機能が

失われることはなく，他の機器等への影響もない。（第

２-３図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【東海第二】 

 島根 2号炉では，フラ

ンジへの取付けを模擬

した耐火試験により，機

能喪失しないことを確

認している 
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以上より，不燃性材料のうち，金属製の配管，タ

ンク，手動弁，逆止弁等やコンクリート製の構造物

等で構成されている系統については，火災によって

も原子炉の安全機能に影響を及ぼさないものとす

る。 

弁 

配管フランジ（タンクも同様） 

第 2-3 図：弁・配管等に使用されているパッキン類 

上記で抽出された系統も含め，系統図・単線結線図・展開接

続図から原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持するた

めに必要なポンプ・電動機・弁・計器等，及びこれらに関連す

る電源盤・制御盤・ケーブル等を抽出した。抽出された各機器

に対して，火災による原子炉の高温停止及び低温停止を達成

したがって，不燃材料のうち，金属製配管，タンク，手

動弁，逆止弁等やコンクリート製の構造物で構成される系

統は，火災により原子炉の安全機能に影響をおよぼすおそ

れはないものとする。 

弁 

配管フランジ（タンクも同様） 

第2-3図 弁，配管等に使用されているパッキン類の概要 

前記で抽出された系統も含め，系統図，単線結線図，展開接続

図から原子炉の安全停止に必要な機器及び盤等（ポンプ，電動機，

弁等及びこれらに関連する電源盤，制御盤等）を抽出し，抽出さ

れた各機器に対し，火災による原子炉の安全停止に必要な機能へ

の影響を考慮し，火災防護対策の要否を評価した。その結果を添

以上より，不燃性材料のうち，金属製の配管，タン

ク，手動弁，逆止弁等やコンクリート製の構造物等で

構成されている系統については，火災によっても原子

炉の安全機能に影響を及ぼさないものとする。 

弁 

配管フランジ（タンクも同様） 

第２-３図 弁・配管等に使用されているパッキン類 

  上記で抽出された系統も含め，系統図・単線結線図・展開接

続図から原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持するた

めに必要なポンプ・電動機・弁・計器等及びこれらに関連する

電源盤・制御盤・ケーブル等を抽出した。抽出された各機器に

対して，火災による原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，
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し，維持するために必要な機能への影響を考慮し，重要度に応

じて図るべき火災防護対策について評価した。その結果を添付

資料５に示す。 

なお，火災防護対策の評価対象となる各機器については以

下の考え方に基づき抽出した。 

a．機器抽出 

系統の機能を確保する上で必要な主配管上にある機器（ポン

プ，ファン，手動弁，逆止弁，電動駆動弁，空気作動弁，容器

等）については全て抽出する。抽出した機器について，各機器

の火災に対する耐性と機能への影響を考慮し，重要度に応じて

図るべき火災防護対策について評価する。 

また，主配管上には設置されないが他系統と接続されるバウ

ンダリ弁（電動駆動弁，空気作動弁）については，適切に動作

しないと系統機能に影響が生じることを考慮し，二次弁まで評

価対象として抽出する。 

ただし，二次弁の火災による誤動作が想定されない逆止弁や

手動弁の止め弁がある場合については一次弁までを抽出範囲

とする。（第 2-4 図） 

付資料5に示す。 

なお，火災防護対策の評価対象となる各機器は以下の考え方に

基づき抽出した。 

a．機器の抽出 

系統機能を確保するために必要な主配管上の機器（ポン

プ，ファン，電動機，電動弁，空気作動弁，容器等）は全て

抽出する。ただし，火災の影響を受けない不燃材料で構成さ

れ，内包する液体が水等で，漏えいによる火災の影響がない

配管，手動弁，逆止弁及びタンクについては除外（燃料油内

包設備は除く）※する。また，誤作動を考慮しても，原子炉

の安全停止に影響を及ぼさない機器については，対策不要と

する。 

系統機能を確保するために必要な主配管上に設置されて

いない他系統と接続されるバウンダリ弁（電動弁，空気作動

弁）については，誤動作による原子炉の安全停止への影響を

考慮して対策の要否を評価する。 

ただし，二次弁の火災による誤動作が想定されない逆止弁

や手動弁の止め弁がある場合については，一次弁までを抽出

範囲とする。（第2-4図） 

※ 燃料油内包設備

不燃材料で構成されるが，可燃性で引火点の低い燃料油

（軽油）を内包するため，火災による熱の影響を考慮し，

火災防護対策機器として選定する。 

維持するために必要な機能への影響を考慮し，重要度に応じて

図るべき火災防護対策について評価した。その結果を添付資料

５に示す。 

  なお，火災防護対策の評価対象となる各機器については，以

下の考え方に基づき抽出した。 

a. 機器抽出

系統の機能を確保する上で必要な主配管上にある機器（ポン

プ，ファン，手動弁，逆止弁，電動弁，空気作動弁，容器等）

については全て抽出する。抽出した機器について，各機器の火

災に対する耐性と機能への影響を考慮し，重要度に応じて図る

べき火災防護対策について評価する。 

また，主配管上には設置されていないが他系統と接続されて

いるバウンダリ弁（電動弁，空気作動弁）については，適切に

動作しないと系統機能に影響が生じることを考慮し，二次弁ま

で評価対象として抽出する。 

ただし，二次弁の火災による誤動作が想定されない逆止弁や

手動弁の止め弁がある場合については，一次弁までを抽出範囲

とする。（第２-４図） 

・評価方法の相違

【東海第二】 

 島根 2号炉では，他系

統と接続されているバ

ウンダリ弁について，二

次弁までを火災防護対

象機器として抽出して

いる 
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【赤色】：系統の機能を発揮する上で必要な主配管 

※ ミニマムフローライン含む。

ただし，テストライン，ベントドレン・サンプリン

グラインは除く。

【緑色】：系統の機能に必要な機器（他系統との連絡弁を含む）で

あり，火災防護対策評価対象となる機器 

第 2-4 図:機器抽出の考え方 

ｂ．計器類の抽出 

計器類については上記の系統機能が発揮されていること

を適切に監視するために必要な計器について，

JEAC4611-2009「安全機能を有する計測制御装置の設計指針」

の分類を参考に，各々の監視パラメータに対応する指示計，

記録計を抽出する。 

ｃ．火災防護対策が必要なケーブル 

上述の機器や計器類を抽出後，それらに必要な火災防護対

策対象ケーブルを展開接続図（ECWD）で特定する。次に，配

線表やケーブルトレイ配置図を用いてケーブルルートを調

査し，特定する。 

ケーブルルート調査の範囲については，交流，直流，計測

制御のそれぞれ電源盤や制御盤から末端のローカル機器に

至る全ての範囲，ケーブル種別では高圧動力ケーブル，低圧

動力ケーブル，制御ケーブル，信号ケーブル（光ケーブルを

第2-4図 機器の抽出の考え方 

b．計器類の抽出 

計器類は，系統機能が満足することを監視するために必要

な計器について，ＪＥＡＧ4611-2009「安全機能を有する計

測制御装置の設計指針」の分類を参考に，各々の監視パラメ

ータに対応する指示計，記録計を順次抽出する。 

c．火災防護対策が必要なケーブル 

前記の機器や計器類を抽出後，これらに必要な火災防護対

象ケーブルを展開接続図（ＣＷＤ）で順次特定する。次に，

配線表やケーブルトレイ配置図を用いてケーブルルートを

調査し順次特定する。 

ケーブルルートの調査範囲は，交流，直流，計測制御のそ

れぞれの電源盤，制御盤から末端の機器に至る全ての範囲，

ケーブル種別においては，高圧ケーブル，低圧ケーブル，制

御ケーブル，計装ケーブルを含む全ての範囲とする。（第2-5，

【赤色】：系統の機能を発揮するうえで必要な主配管 

 ※：ミニマムフローライン含む 

ただし，テストライン，ベントドレン・サンプリン

グラインは除く。 

【緑色】：系統の機能に必要な機器（他系統との連絡弁を含む）で

あり，火災防護対策評価対象となる機器 

第２-４図 機器抽出の考え方 

b. 計器類の抽出

計器類については，上記の系統機能が発揮されていることを

適切に監視するために必要な計器について，JEAG4611-2009「安

全機能を有する計測制御装置の設計指針」の分類を参考に，

各々の監視パラメータに対応する指示計，記録計を抽出する。 

c. 火災防護対策が必要なケーブル

上述の機器や計器類を抽出後，それらに必要な火災防護対象

ケーブルを展開接続図（ECWD）で特定する。次に，配線表やケ

ーブルトレイ配置図を用いてケーブルルートを調査し，特定す

る。 

ケーブルルート調査範囲については，交流，直流，計測制御

のそれぞれの電源盤や制御盤から末端のローカル機器に至る

全ての範囲，ケーブル種別では高圧動力ケーブル，低圧動力ケ

ーブル，制御ケーブル，計測ケーブルを含むすべての範囲とす

・評価方法の相違

【東海第二】 

 島根 2号炉では，他系

統と接続されているバ

ウンダリ弁について，二

次弁までを火災防護対

象機器として抽出して

いる 
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含む）を含むすべての範囲とする。（第 2-5 図） 

第 2-5 図：火災防護対策対象ケーブル調査範囲 

また，機器（ポンプ，弁等）に接続される動力ケーブルと

ポンプの起動・停止信号や弁の開閉信号等，機器の動作に係

るケーブル及び制御回路のケーブルを抽出する。 

インターロック信号に多重化論理回路（Ⅰ～Ⅳ）の出力信

号を用いている機器に対しては，多重化論理信号（Ⅱ～Ⅳ）

の喪失を想定してインターロックの挙動を確認し，誤作動に

よって運転継続が不能となるものを抽出した。抽出した機器

について，中央制御室からの遠隔手動操作が不能となるもの

については，区分Ⅰ以外の火災区域の火災によって，多重化

論理信号（Ⅱ～Ⅳ）のうち 2 区分以上が同時機能喪失して誤

信号が発生することのないように信号ケーブルの敷設ルート

等を設定する。 

計器については接続される信号ケーブル，計器の電源ケー

ブルを抽出する。なお，計算機入力信号，警報回路等は，動

作に直接影響しないため抽出対象外とする。（第 2-6 図） 

第2-6図） 

第2-5図 火災防護対象ケーブルの調査範囲 

また，機器（ポンプ，弁など）に接続する動力ケーブルとポ

ンプの起動停止信号や弁の開閉信号など，機器の動作に係るケ

ーブル及び制御回路のケーブルを順次抽出する。 

インターロック信号に係る機器は，誤作動により運転継続が

不能となるかを確認し抽出する。抽出した機器は，中央制御室

からの遠隔操作が不能となるものは，火災により安全区分Ⅰ，

Ⅱが同時に機能喪失し誤信号が発生することのないよう，計装

ケーブルの敷設ルート等を設定する。

る。（第２-５図） 

第２-５図 火災防護対策評価対象ケーブル調査範囲 

また，機器（ポンプ，弁等）に接続される動力ケーブルとポ

ンプの起動・停止信号や弁の開閉信号等，機器の動作に係るケ

ーブル及び制御回路のケーブルを抽出する。 

インターロック信号は，展開接続図（ECWD）から，火災によ

り誤信号が発生した場合の機器の動作への影響を確認し，機器

の動作に影響を及ぼすケーブルを抽出する。 

 計器については，接続される計測ケーブル，計器の電源ケー

ブルを抽出する。なお，計算機入力信号，警報回路等は，動作

に直接影響しないため抽出対象外とする。（第２-６図） 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

 島根 2号炉では，原子

炉の安全停止に必要な

機器等に光ケーブルを

使用していない 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根 2号炉は，抽出機

器から中央制御室（補助

盤室含む）までのケーブ

ルを全て抽出している

・設備の相違

【東海第二】 

 島根 2号炉では，計器

の計装ケーブル等も抽

出している 
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第 2-6 図：制御系ケーブル抽出対象範囲 第2-6図 制御ケーブルの抽出対象範囲 第２-６図 制御系ケーブル抽出対象範囲 ・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

ケーブルの敷設経路

が異なる 
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添付資料１ 

柏崎刈羽原子力発電所 ６号及び７号炉における 

「重要度分類審査指針」に基づく原子炉の安全停止に 

必要な機能及び系統の抽出について 

添付資料 1 

東海第二発電所における「重要度分類審査指針」に基づく原子炉

の安全停止に必要な機能及び系統の抽出について 

添付資料１ 

島根原子力発電所２号炉における 

「重要度分類審査指針」に基づく 

原子炉の安全停止に必要な機能及び 

系統の抽出について 
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添付資料 1 

柏崎刈羽原子力発電所 ６号及び７号炉における「重要度分類

審査指針」に基づく原子炉の高温停止及び低温停止を達成し,維持

するために必要な機能及び系統の抽出について 

。 

添付資料 1 

東海第二発電所における「重要度分類審査指針」に基づく 

原子炉の安全停止に必要な機能及び系統の抽出について 

 添付資料１ 

島根原子力発電所２号炉における「重要度分類審査指針」に基づ

く原子炉の安全停止に必要な機能及び系統の抽出について 

・設備の相違（添付資料

１については以後同

じ） 

【柏崎 6/7，東海第二】 

系統構成が異なる 
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添付資料２ 

柏崎刈羽原子力発電所 ６号及び７号炉における 

原子炉の安全停止に必要な機能を 

達成するための系統 

添付資料２ 

東海第二発電所における原子炉の安全停止に必要な機能を達成す

るための系統 

添付資料２ 

島根原子力発電所２号炉における 

原子炉の安全停止に必要な機能を 

達成するための系統 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６号炉 
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第 1 図 原子炉冷却材圧力バウンダリ/自動減圧系/逃がし安全弁 

第 2 図 ほう酸水注入系及び制御棒による系 

第 1図 原子炉冷却材圧力バウンダリ 

第 2図 ほう酸水注入系 

第 3図 自動減圧系 

第１図 原子炉冷却材圧力バウンダリ/自動減圧系/逃がし安全弁 

第２図 ほう酸水注入系及び制御棒による系 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

系統構成が異なる 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

系統構成が異なる 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

系統構成が異なる 
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第 3 図 残留熱除去系 

原子炉停止の除去機能 

（残留熱除去系(原子炉停止時冷却系)）（区分Ⅰ） 

第 5図 残留熱除去系(その 1) 

第３図 残留熱除去系（A系） 

第４図 残留熱除去系（B，C系） 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

系統構成が異なる 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

系統構成が異なる 
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原子炉停止の除去機能 

（残留熱除去系(原子炉停止時冷却系)）（区分Ⅱ） 

 

第 5 図 残留熱除去系（その 2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

系統構成が異なる 
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炉心冷却機能 

（残留熱除去系(サプレション・プール冷却系)）（区分Ⅰ） 

第 5図 残留熱除去系（その 3） ・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

系統構成が異なる 
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炉心冷却機能 

（残留熱除去系(サプレション・プール冷却系)）（区分Ⅱ） 

 

第 5 図 残留熱除去系（その 4） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

系統構成が異なる 
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炉心冷却機能 

（残留熱除去系(格納容器スプレイ冷却系)）（区分Ⅰ） 

 

第 5 図 残留熱除去系（その 5） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

系統構成が異なる 
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炉心冷却機能 

（残留熱除去系(格納容器スプレイ冷却系)）（区分Ⅱ） 

第 5図 残留熱除去系（その 6） ・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

系統構成が異なる 
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炉心冷却機能 

（残留熱除去系(低圧注水系)）（区分Ⅰ） 

 

第 5 図 残留熱除去系(その 7) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

系統構成が異なる 
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炉心冷却機能 

（残留熱除去系(低圧注水系)）（区分Ⅱ） 

 

第 5 図 残留熱除去系（その 8） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

系統構成が異なる 
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第 5 図 原子炉隔離時冷却系 

炉心冷却機能（原子炉隔離時冷却系）（区分Ⅰ） 

第 4図 原子炉隔離時冷却系 第５図 原子炉隔離時冷却系 ・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

系統構成が異なる 
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第 4 図 高圧炉心冷却系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 7 図 高圧炉心スプレイ系 

 

 

 

 

 

第 6 図 低圧炉心スプレイ系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第６図 高圧炉心スプレイ系 

 

 

 

 

第７図 低圧炉心スプレイ系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

系統構成が異なる 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

系統構成が異なる 
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第 10 図 非常用ディーゼル発電機設備 

 

 

 

 

第 11 図 非常用ディーゼル発電機設備燃料移送系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第８図 ディーゼル発電設備 

 

 

 

 
第９図 ディーゼル発電設備燃料移送系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

系統構成が異なる 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

系統構成が異なる 
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第 15 図 交流電源単線結線図（非常用所内電源設備） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 12 図 非常用電源系(SWGR，P/C(2C)) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第10図 非常用交流電源系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

系統構成が異なる 
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第 16 図 直流電源単線結線図（非常用所内電源設備） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 12 図 非常用電源系(SWGR，P/C(2D)) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 11 図 直流電源系（その１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

系統構成が異なる 
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第 12 図 非常用電源系(SWGR，P/C(HPCS)) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第12図 直流電源系（その２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

系統構成が異なる 
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第 12 図 非常用電源系(MCC(2C，2D)) 

第 13 図 非常用電源系(直流電源系) 
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第 6 図 原子炉補機冷却系（その１） 

 

 

 

 

 

 

 

第 7 図 原子炉補機冷却系（その２） 

 

 

 

 

 

 

 

第 10 図 残留熱除去系海水系 

 

 

 

 

 

 

第 11 図 非常用ディーゼル発電機海水系 

 

 

 

 

 

 

第13図 原子炉補機冷却系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

系統構成が異なる 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

系統構成が異なる 
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第 9 図 原子炉補機冷却海水系 第14図 原子炉補機海水系 

第15図 高圧炉心スプレイ補機冷却系／高圧炉心スプレイ補機海

水系 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

系統構成が異なる 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

系統構成が異なる 
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第 12 図 非常用換気空調系（その１） 

 

 

 

 

第 13 図 非常用換気空調系（その２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 9 図 非常用換気空調系（その１） 

 

 

 

 

 

第 9 図 非常用換気空調系（その２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第16図 非常用空調換気系（その１） 

 

 

 

 

 

第17図 非常用空調換気系（その２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

系統構成が異なる 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

系統構成が異なる 
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第 8 図 換気空調補機非常用冷却系 第 9図 非常用換気空調系（その３） 

第 9図 非常用換気空調系（その４） 

第18図 非常用空調換気系（その３） 

第19図 非常用空調換気系（その４） 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

系統構成が異なる 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

系統構成が異なる 
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第 14 図 中央制御室非常用換気空調系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 8 図 中央制御室非常用換気空調系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第20図 中央制御室非常用空調換気系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

系統構成が異なる 
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柏崎刈羽原子力発電所 ７号炉 
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第 1 図 原子炉冷却材圧力バウンダリ/自動減圧系/逃がし安全弁 

 

 

 

第 2 図 ほう酸水注入系及び制御棒による系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違（柏崎 6/7

の 7 号炉については

以後同じ） 

【柏崎 6/7】 

系統構成が異なる 
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第 3 図 残留熱除去系 

 

 

第 4 図 高圧炉心冷却系 
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第 5 図 原子炉隔離時冷却系 

第 6 図 原子炉補機冷却系（その１） 
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第 7 図 原子炉補機冷却系（その２） 

第 8 図 換気空調補機非常用冷却系 
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第 9 図 原子炉補機冷却海水系 

第 10 図 非常用ディーゼル発電機設備 
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第 11 図 非常用ディーゼル発電機設備燃料移送系 

 

 

 

 

第 12 図 非常用換気空調系（その１） 
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第 13 図 非常用換気空調系（その２） 

 

 

 

第 14 図 中央制御室非常用換気空調系 
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第 15 図 交流電源単線結線図（非常用所内電源設備） 

第 16 図 直流電源単線結線図（非常用所内電源設備） 
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添付資料３ 

柏崎刈羽原子力発電所 ６号及び７号炉における 

換気空調設備の「原子炉の安全停止に必要な機器」 

への抽出について 

添付資料 3 

東海第二発電所における 

換気空調設備の「原子炉の安全停止に必要な機器」への抽出につ

いて 

添付資料３ 

島根原子力発電所２号炉における 

換気空調設備の「原子炉の安全停止に必要な機器」への抽出につ

いて 
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添付資料３ 

柏崎刈羽原子力発電所 ６号及び７号炉における 

換気空調設備の「原子炉の安全停止に必要な機器」 

への抽出について 

1．はじめに

柏崎刈羽原子力発電所 6 号及び 7 号炉において，「原子炉の高

温停止及び低温停止を達成し,維持するために必要な機器」の設置

場所は，その室内温度が機器の設計温度以下となるように換気空

調設備による除熱を実施している。 

単一の火災を想定した際に，換気空調設備が停止し，室内温度

が機器の最高使用温度を超え，「原子炉の高温停止及び低温停止を

達成し,維持するために必要な機器」の機能喪失が起こり得る。 

本資料では，原子炉隔離時冷却系ポンプ室を対象とし換気空調

設備停止時における室内温度の評価を実施することにより，換気

空調設備が「原子炉の高温停止及び低温停止を達成し,維持するた

めに必要な機器」になり得るかの評価結果を示した。 

2．評価対象となる換気空調設備 

原子炉隔離時冷却系ポンプ室においては，第１表に示す換気空

調設備による除熱を実施している。 

第１表：原子炉の高温停止及び低温停止を達成し,維持するために 

必要な機能を有する機器に対する換気空調設備 

3．換気空調設備停止時における室内温度評価結果 

3.1．室内温度評価方法 

換気空調設備停止に伴い，室内の除熱機能が喪失するために

添付資料 3 

東海第二発電所における 

換気空調設備の「原子炉の安全停止に必要な機器」への抽出につ

いて 

1. はじめに

東海第二発電所において，原子炉の安全停止に必要な機器の

設置場所は，その室温が機器の設計温度以下となるように換気

空調設備による除熱を実施している。 

単一の火災を想定し換気空調設備が停止した場合，室温が機

器の最高使用温度を超え，原子炉の安全停止に必要な機器の機

能喪失が考えられる。 

本資料では，原子炉隔離時冷却系ポンプ室を対象に換気空調

設備が停止した場合における室温の評価を実施し，換気空調設

備が原子炉の安全停止に必要な機器になり得るかの評価結果を

示す。 

2. 評価対象とする換気空調設備

原子炉隔離時冷却系ポンプ室は，第 1 表に示す換気空調設備によ

り除熱をしている。 

第 1表 

3. 換気空調設備停止時における室温評価

3.1 室温評価方法 

  換気空調設備停止により，室内除熱効果が喪失するため室内

添付資料３ 

島根原子力発電所２号炉における 

換気空調設備の「原子炉の安全停止に必要な機器」への抽出につ

いて 

1. はじめに

島根原子力発電所２号炉において，「原子炉の高温停止及び低

温停止を達成し,維持するために必要な機器」の設置場所は，そ

の室内温度が機器の設計温度以下となるように換気空調設備に

よる除熱を実施している。 

単一の火災を想定した際に，換気空調設備が停止し，室内温

度が機器の最高使用温度を超え，「原子炉の高温停止及び低温停

止を達成し,維持するために必要な機器」の機能喪失が起こりう

る。 

本資料では，Ｂ－原子炉補機冷却系ポンプ室を対象とし，換

気空調設備停止時における室内温度の評価を実施することによ

り，換気空調設備が「原子炉の高温停止及び低温停止を達成し,

維持するために必要な機器」になり得るのかの評価結果を示し

た。 

2. 評価対象となる換気空調設備

Ｂ－原子炉補機冷却系ポンプ室は，第１表に示す換気空調設

備による除熱を実施している。 

第１表 原子炉の高温停止及び低温停止を達成し,維持するため

に必要な機能を有する機器に対する換気空調設備 

3. 換気空調設備停止時における室内温度評価結果

3.1. 室内温度評価方法 

換気空調設備停止に伴い，室内の除熱機能が喪失するため

・評価対象の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉では，Ｂ－

原子炉補機冷却系ポン

プ室冷却機の分離状況

を踏まえ，当該冷却機に

ついて個別に評価を実

施している（以下，別添

1資料 2-①の相違） 

・評価対象の相違

別添 1 資料 2-①の相

違 

・評価対象の相違

別添 1 資料 2-①の相

違 
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室内温度が上昇し，最終的には，室内発熱量と室外への放出熱

量が平衡状態となるまで室内温度が上昇する。 

室内温度評価では，構造体構成情報，初期室内温度，室内発

熱量，室外温度等に基づき，室内体積及び構造体への熱移動計

算を繰り返し行い，一定時間後の室内温度を求めた。 

3.2．室内温度評価条件 

3.2.1．室内の熱容量 

保守的な観点から空気（対象室容積）のみを考慮し，機

器類は見込まないものとした。 

3.2.2．初期室内温度，室外温度 

原子炉隔離時冷却系ポンプ室及び隣接室の室内温度は，夏

期通常運転中の設計室内温度とした。 

3.2.3．室内発熱量 

原子炉隔離時冷却系ポンプ室内の機器及び，配管，ケーブ

温度が上がり始め，最終的には，室内発熱量と室外への放出熱

量が平衡状態となるまで室温が上昇する。 

  室温評価では，室内の構造体，室内温度，室内発熱量，室外

温度などに基づき，室内熱負荷と躯体放熱バランスから，一定

時間後の室内温度を確認する。 

3.2 室温評価条件 

3.2.1 室内の熱容量 

 機器・配管等の質量及び保有水量及び空気（室容積）を考

慮した。 

3.2.2 初期室温，室外温度 

    夏季通常運転中の設計室温とした。 

3.2.3 室内発熱量 

当該室に設置された機器本体及び配管からの発熱量を考慮

に室内温度が上昇し，最終的には，室内発熱量と室外への放

出熱量が平衡状態となるまで室内温度が上昇する。 

室内温度評価では，構造体構成情報，初期室内温度，室内

発熱量，室外温度等に基づき，室内体積及び構造体への熱移

動計算を繰り返し行い，一定時間後の室内温度を求めた。 

3.2. 室内温度評価条件 

3.2.1. 室内の熱容量 

保守的な観点から空気（対象室容積）のみを考慮し，機

器類は見込まないものとした。 

3.2.2. 初期室内温度，室外温度 

Ｂ－原子炉補機冷却系ポンプ室及び隣接室の室内温度

は，夏季通常運転中の設計室内温度とした。 

3.2.3. 室内発熱量 

Ｂ－原子炉補機冷却系ポンプ室の機器及び配管，ケーブ

・評価方法の相違

【東海第二】 

 島根２号炉では，保守

的に空気のみを考慮し，

評価を実施している 

・評価対象の相違

別添 1 資料 2-①の相

違 

・評価対象の相違

別添 1 資料 2-①の相
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ルからの発熱を使用した。

3.2.4．換気 

換気空調設備停止のため，風による除熱は見込まないもの

とした。 

3.3．評価結果 

原子炉隔離時冷却系ポンプ室において，単一火災後 72 時

間まで換気空調設備の運転が実施されなかった場合の室内温

度と機器の最高使用温度を第２表に示す。 

第２表：室内温度評価結果 

4．結論 

評価結果より，原子炉隔離時冷却系ポンプ室空調機の停止に

起因して「原子炉の高温停止及び低温停止を達成し,維持するた

めに必要な機器」の機能喪失は起こり得ない。 

よって，原子炉隔離時冷却系ポンプ室空調機は「原子炉の高

温停止及び低温停止を達成し,維持するために必要な機器」では

ない。 

なお，その他の非常用炉心冷却系ポンプの設置場所にある空

調機については，原子炉の高温停止及び低温停止を達成し,維持

するために必要な機器として抽出した。 

した。 

3.2.4 換気条件 

換気系停止のため，風による除熱は見込まない。但し，原

子炉隔離時冷却系ポンプ室は躯体貫通部の気流による除熱が

あるためこれを考慮する。 

3.3 評価結果 

  原子炉隔離時冷却系ポンプ室において，単一の火災後 24 時間

まで換気空調設備の運転が実施されなかった場合の室温と機器

の最高使用温度を第 2表に示す。 

第 2表 

4. 結論

3.3「評価結果」より，原子炉隔離時冷却系ポンプ室の換気空

調機の停止により，原子炉の安全停止に必要な機器の機能喪失

は起こらない。 

したがって，原子炉隔離時冷却系ポンプ・タービン室空調機

は原子炉の安全停止に必要な機器ではない。 

  なお，その他の非常用炉心冷却系ポンプに係る換気空調機は，

原子炉の安全停止に必要な機器として抽出する。 

ルからの発熱量を使用した。

 3.2.4. 換気 

 換気空調設備停止のため，風による除熱は見込まないも

のとした。 

3.3. 評価結果 

 Ｂ－原子炉補機冷却系ポンプ室において，単一火災後 72 時

間まで換気空調設備の運転が実施されなかった場合の室内温

度と機器の最高使用温度を第２表に示す。 

第２表 室内温度評価結果 

4. 結論

評価結果より，Ｂ－原子炉補機冷却系ポンプ室冷却機の停止

に起因して「原子炉の高温停止及び低温停止を達成し,維持する

ために必要な機器」の機能喪失は起こり得ない。 

  よって，Ｂ－原子炉補機冷却系ポンプ室冷却機は「原子炉の

高温停止及び低温停止を達成し,維持するために必要な機器」で

はない。 

  なお，その他の非常用炉心冷却系ポンプ室等の換気空調設備

は，原子炉の高温停止及び低温停止を達成し,維持するために必

要な機器として抽出した。 

違 

・評価方法の相違

【東海第二】 

島根２号炉では，保守

的に貫通部の気流によ

る除熱を考慮せずに評

価を実施している 

・評価対象の相違

別添 1 資料 2-①の相

違 

・評価対象及び設備の相

違 

別添 1 資料 2-①の相

違 

・評価対象の相違

別添 1 資料 2-①の相

違 

・評価対象の相違

別添 1 資料 2-①の相

違 
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添付資料４ 

柏崎刈羽原子力発電所 ６号及び７号炉における 

非常用母線間の接続に対する他号炉への 

影響について 

添付資料 4 

東海第二発電所 

非常用母線における影響について 

添付資料４ 

島根原子力発電所２号炉における 

非常用母線間の接続に対する他号炉への 

影響について 
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添付資料４ 

柏崎刈羽原子力発電所 ６号及び７号炉における 

非常用母線間の接続に対する他号炉への影響について 

柏崎刈羽原子力発電所 6 号及び 7 号炉における，原子炉の高

温停止及び低温停止を達成し,維持するために必要な非常用電源

系統は，6 号及び 7 号炉間が起動変圧器より接続されている。 

しかし，6 号炉の「原子炉の高温停止及び低温停止を達成し,

維持するために必要な非常用母線」は，7 号炉と切り離す遮断器

が設置されていることから分離は可能であり，また，7 号炉の「原

子炉の高温停止及び低温停止を達成し,維持するために必要な非

常用母線」についても同様に，6 号炉と切り離す遮断器が設置さ

れていることから分離は可能である。非常用母線の 6 号及び 7 

号炉間の接続状況を第１図に示す。 

非常用母線又は直流母線に単一の内部火災が発生しても，火災

が発生していない区域の非常用母線又は直流母線は影響を受けな

いことを次頁以降に示す。 

第１図：非常用母線の 6 号及び 7 号炉間の接続状況 

添付資料４ 

島根原子力発電所２号炉における 

非常用母線間の接続に対する他号炉への影響について 

島根原子力発電所２号炉における，原子炉の高温停止及び低温

停止を達成し,維持するために必要な非常用電源系統は，常用母

線及び予備電源分岐盤を介して，他号炉の母線と接続されてい

る。 

しかし，２号炉の「原子炉の高温停止及び低温停止を達成し,

維持するために必要な非常用母線」は，他号炉と切り離す遮断器

が設置されていることから分離は可能である。２号炉の非常用母

線と他号炉の接続状況を第１図に示す。 

非常用母線又は直流母線に単一の内部火災が発生しても，火災

が発生していない区域の非常用母線又は直流母線が影響を受け

ないことを次頁以降に示す。 

第１図 ２号炉の非常用母線と１号炉の接続状況 

・設備の相違

【東海第二】 

島根 2号炉では，他号

炉と接続されている系

統があるため，電源構成

について説明している 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

電源構成が異なる 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６号及び７号炉の 

非常用母線における火災発生時の影響について 

1．はじめに

柏崎刈羽原子力発電所 6 号及び 7 号炉における，「原子炉の高

温停止及び低温停止を達成し,維持するために必要な機器の非常

用母線（以下「非常用母線」という。）」に単一の内部火災を想定

した場合においても，火災が発生していない区域の非常用母線が，

影響を受けないことを以下に示す。 

添付資料 4-1 

東海第二発電所 非常用母線における影響について 

1. はじめに

東海第二発電所における，原子炉の安全停止に必要な機器の

非常用電源系統に単一の内部火災を想定した場合においても，

火災が発生していない区域の非常用母線が，影響受けないこと

を以下に示す。 

2. 非常用母線における火災発生時の影響について

東海第二発電所の非常用母線は，常用母線を介して予備電源

等と接続されている。しかし，原子炉の安全停止に必要な電源

系統は，予備電源等と切り離す遮断器が設置されていることか

ら，分離は可能である。 

非常用母線，又は直流母線に単一の火災が発生しても，火災

が発生していない区域の非常用母線，又は直流母線は影響を受

けないことを以下に示す。 

東海第二発電所の非常用母線のいずれかで火災が発生した場

合にも，以下のとおり系統は分離されており，機能は喪失しな

い。 

1. はじめに

島根原子力発電所２号炉における，「原子炉の高温停止及び低

温停止を達成し,維持するために必要な機器の非常用母線（以下

「非常用母線」という。）」に単一の内部火災を想定した場合に

おいても，火災が発生していない区分の非常用母線が影響を受

けないことを以下に示す。 

・記載方法の相違

【東海第二】 

 島根 2号炉では，他の

系統と切り離す遮断器

が設置されていること

等を上記にて説明して

いる 

557

島根原子力発電所２号炉の 

非常用母線における火災発生時の影響について 



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

2．非常用母線における火災発生時の影響について 

柏崎刈羽原子力発電所 6 号及び 7 号炉の非常用母線のいずれ

かで火災が発生した場合にも，以下のとおり系統は分離されてお

り，機能は喪失しない。 

2.1．耐火壁による分離 

区分Ⅰ（A 系），区分Ⅱ（B 系），区分Ⅲ（C 系）の各安全系

区分の補機に電源を給電する遮断器は，各々3 時間の耐火能力

を有する耐火壁によって囲まれた火災区域内に設置されてお

第 1図 非常用母線の接続状況 

3. 非常用母線における火災発生時の影響について

東海第二発電所における「原子炉の安全停止に必要な機器の

非常用母線（以下「非常用母線」という。）」に単一の内部火災

を想定した場合においても，以下のとおり系統は分離する計画

であり，機能喪失しない。 

3.1 耐火壁による分離 

安全区分Ⅰ（2C 系），Ⅱ（2D 系），Ⅲ（HPCS 系）の各安全区

分に給電する遮断器は，それぞれ 3 時間の耐火能力を有する耐

火壁により囲まれた火災区域として耐火壁を追設する設計であ

2. 非常用母線における火災発生時の影響について

島根原子力発電所２号炉の非常用母線のいずれかで火災が発

生した場合にも，以下のとおり系統は分離されており，機能は

喪失しない。 

2.1. 耐火壁による分離 

区分Ⅰ（Ａ系），Ⅲ（ＨＰＣＳ系）と区分Ⅱ（Ｂ系）の各安

全系区分の補機に電源を給電する遮断器は，３時間の耐火能

力を有する耐火壁によって囲まれた火災区域内に設置されて

・記載方法の相違

【東海第二】 

 島根 2号炉では，非常

用母船の接続状況を上

記にて記載している 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

電源構成が異なる 
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り，火災の影響を受けることはない。 

非常用母線の火災区域による分離を第２図に示す。 

2.2．電気回路による分離 

柏崎刈羽原子力発電所 6 号及び 7 号炉の区分Ⅰ（A 系），区

分Ⅱ（B 系），区分Ⅲ（C 系）の非常用母線には，各々に起動変

圧器からの受電ラインに受電遮断器が設置され，過電流による

過熱防止用の保護継電器が設置されている。 

いずれかの非常用母線に火災が発生し，短絡等の異常が発生

した場合は，受電遮断器及び保護継電器の作動により電気的に

分離され，他の非常用母線の機能は維持される。 

非常用母線の電気回路による分離を第３図に示す。 

第２図：非常用母線の 3 時間耐火壁による分離 

るため，火災の影響を受けることはない。 

非常用母線の火災区域による分離を第 2図に示す。 

3.2 電気回路による分離 

東海第二発電所の安全区分Ⅰ（2C系），Ⅱ（2D系），Ⅲ（HPCS

系）の非常用母線には，常用母線からの受電ラインに遮断器が

設置され，過電流による過熱防止用の遮断器が設置されている。 

よって，１つの区分の非常用母線に火災が発生し短絡等の異

常が発生した場合には，遮断器により電気的に分離され，非常

用ディーゼル発電機に電源供給が切り替わることから，その他

の非常用母線は火災の影響を受けない。 

非常用母線の電気回路による分離を第 3，4図に示す。 

第 2図 非常用母線の耐火壁による分離 

おり，火災の影響を受けることはない。 

非常用母線の火災区域による分離を第２図に示す。 

2.2. 電気回路による分離 

島根原子力発電所２号炉の区分Ⅰ（Ａ系），区分Ⅱ（Ｂ系），

区分Ⅲ（ＨＰＣＳ系）の非常用母線には，各々に常用母線か

らの受電ラインに受電遮断器が設置され，過電流による過熱

防止用の保護継電器が設置されている。 

いずれかの非常用母線に火災が発生し，短絡等の異常が発

生した場合は，受電遮断器及び保護継電器の作動により電気

的に分離され，他の非常用母線の機能は維持される。 

非常用母線の電気回路による分離を第３図に示す。 

第２図 非常用母線の３時間耐火壁等による分離 

・設備の相違

【東海第二】 

 島根 2号炉では，区分

ごとに３時間の耐火能

力を有する耐火壁によ

り分離している 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

設備の構成が異なる 
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第３図：非常用母線の電気回路による分離 第 3図 非常用母線の区分分離（区分 2C の例） 

第 4図 パワーセンタ及びモータコントロールセンタの区分分離 

（区分 2Cの例） 

第３図 非常用母線の電気回路による分離 ・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

設備の構成が異なる 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６号及び７号炉の 

直流母線における火災発生時の影響について 

1．はじめに

柏崎刈羽原子力発電所 6 号及び 7 号炉における非常用の直流

母線は，充電器と蓄電池に接続している（以下これらを「直流電

源設備」という）。 

直流電源設備に単一の内部火災を想定した場合においても，火

災が発生していない区域の直流電源設備が，影響を受けないこと

を以下に示す。 

2．直流電源設備における火災発生時の影響について 

柏崎刈羽原子力発電所 6 号及び 7 号炉における直流電源設備

のいずれかで火災が発生した場合にも，以下のとおり，系統は分

離され機能が喪失しない。 

2.1 区域による物理的分離 

４系統の直流電源設備は，各々3 時間の耐火能力を有する耐火

壁によって囲まれた火災区域内に設置されており，火災の影響を

受けることはない。 

直流電源設備の区域による分離の状況を第４図に示す。 

2.2 遮断器による電気的分離 

異なる区分の非常用電源設備を接続する場合，充電器に遮断器

を設け，電気事故が発生した場合，故障箇所を隔離し，他の系統

へ影響を及ぼさない設計としている。 

遮断器による電気的分離の状況を第５図に示す。 

2.3 メカニカルインターロックによる物理的分離 

区分ⅠとⅡ，及び区分ⅢとⅣは，共通の非常用低圧母線から，

予備充電器を介して給電できるが，区分ⅠとⅡ，及び区分ⅢとⅣ

とが，電気的に接続状態とならないようにメカニカルインターロ

ック（キーインターロックを含む）を設置することによって物理

的に分離している。 

添付資料 4-2 

東海第二発電所の直流母線における火災発生時の影響について 

1. はじめに

東海第二発電所における非常用の直流母線は，充電器と蓄電

池に接続している（以下「直流電源設備」という。）。 

直流電源設備に単一の内部火災を想定した場合においても，

火災が発生していない区域の直流電源設備が，影響を受けない

ことを以下に示す。 

2. 直流電源設備における火災発生時の影響について

東海第二発電所における非常用の直流電源設備のいずれかで火

災が発生した場合にも，以下のとおり，系統は分離され機能が喪

失しない。 

2.1 区域による分離 

3 系統の直流電源設備は，1系統の故障が他系統に影響しない

よう，直流電源設備の各区分の機器を耐火壁の追設により分離

して配置する計画である。 

直流電源設備の区域による分離を第 5図に示す。 

2.2 遮断器による電気的分離 

異区分の非常用電源設備を接続する場合，充電器に遮断器を

設け，電気事故が発生した場合，故障箇所を隔離し，他の系統

へ影響をおよぼさない設計とする。 

遮断器による電気的分離を第 6図に示す。 

2.3 メカニカルインターロックによる物理的分離 

安全区分Ⅰ，Ⅱ，Ⅲは，予備充電器のラインを介してそれぞ

れに給電できる設計であるが，安全区分Ⅰ，Ⅱ，Ⅲが電気的に

接続状態とならないように，設備的に切り離しが可能なメカニ

カルインターロックを設置することにより，物理的に分離して

いる。 

島根原子力発電所２号炉の 

直流母線における火災発生時の影響について 

1. はじめに

島根原子力発電所２号炉における非常用の直流母線は，充電器

と蓄電池に接続している（以下これらを「直流電源設備」とい

う。）。 

  直流電源設備に単一の内部火災を想定した場合においても，火

災が発生していない区域の直流電源設備が，影響を受けないこと

を以下に示す。 

2. 直流電源設備における火災発生時の影響について

島根原子力発電所２号炉における直流電源設備のいずれかで

火災が発生した場合にも，以下のとおり，系統は分離され機能が

喪失しない。 

2.1. 区域による物理的分離 

 ３系統の直流電源設備は，区分Ⅰ（Ａ系），Ⅲ（ＨＰＣＳ系）

と区分Ⅱ（Ｂ系）がそれぞれ３時間の耐火能力を有する耐火壁

で囲まれた火災区域内に設置されており，火災の影響を受ける

ことはない。 

 直流電源設備の区域による分離の状況を第４図，第５図に示

す。 

2.2. 遮断器による電気的分離 

 異なる区分の非常用電源設備を接続する場合，充電器に遮断

器を設け，電気事故が発生した場合，故障個所を隔離し，他の

系統へ影響を及ぼさない設計としている。 

 遮断器による電気的分離の状況を第６図に示す。 

2.3. メカニカルインターロックによる物理的分離 

 区分Ⅰと区分Ⅱは，充電器を介して給電できるが，区分Ⅰと

区分Ⅱが電気的に接続状態とならないようにメカニカルイン

ターロックを設置することによって物理的に分離している。

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

設備の構成が異なる 

【東海第二】 

 島根２号炉では，区分

ごとに３時間の耐火能

力を有する耐火壁によ

り分離している 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

設備の構成が異なる 
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メカニカルインターロックによる物理的分離の状況を第５～６

図に示す。 

第４図：直流電源設備の区域による分離 

メカニカルインターロックによる物理的分離を第 6 図に示

す。 

第 5図 直流電源設備の区域による分離 

メカニカルインターロックによる物理的分離の状況を第６

図に示す。 

第４図 直流電源設備の区域による分離（その１） 
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第５図：直流電源設備の遮断器及びメカニカルインターロックに

よる分離（6 号炉） 

第６図：直流電源設備の遮断器及びメカニカルインターロックに

よる分離（7 号炉） 

第 6図 直流電源設備の分離（区分Ⅰの例） 

第５図 直流電源設備の区域による分離（その２） 

第６図 直流電源設備の遮断器及びメカニカルインターロックに

よる分離 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

電源構成が異なる 
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